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概要
　基本粒子が有限の永久電気双極子能率（EDM）を持てば、それは時間反転（T）対称性を破る。
これは CPT定理を仮定すると CP対称性（C：荷電共役、P：空間反転）の破れを意味する。素粒
子の標準模型では EDMは現在の実験技術では観測不可能なほど小さい値を予測しているが、超
対称性模型（SUSY）をはじめとする標準模型を超える理論では有限の値を予測しており、測定可
能な領域にさしかかっている。このため、EDMの有限値の検出は、標準模型を超える物理現象の
発見を意味する。
EDM測定では、電子やクォークで構成される量子多体系である原子・分子・中性子が測定対象
として用いられる。原子・分子・中性子の EDMには、構成粒子の EDMの他に CP対称性を破る
相互作用も寄与しているので、複数の原子・分子および中性子の EDMを測定することで、基本粒
子の EDMのみならず、CP対称性の破れの機構を解明することに寄与している。また、EDMの
測定結果と大型加速器実験の結果を統合的に解釈することで、SUSYなどの標準模型を超える理論
にも制限を与えることができる。
基本粒子のEDMは一般に極めて微小であるが、アルカリ原子をはじめとする常磁性原子のEDM
は、電子の EDMが原子の内部電場によって増幅される。原子番号Zの大きな原子ではその効果が
大きく、Z = 87のアルカリ原子フランシウム（Fr）では増幅度は 895倍と見積もられている [41]。
Frは放射性元素であるが、数分程度の寿命を持つ同位体には、レーザー冷却を施すことで極低温
原子集団とすることが可能である。この冷却原子集団を、非共鳴光によるトラップ（光双極子力ト
ラップ）に局所的に閉じ込め、電場・磁場を印加して、原子のスピン歳差周波数を測定することで
EDM測定を行う。この手法により、従来の測定手法である原子・分子をビームとして電極板間を
通過させる方法に比べ、相互作用時間（コヒーレンス時間）を 103倍程度向上できる。また、原
子が印加電場中を動くことにより感じる磁場、測定領域の磁場勾配といった要因に起因する EDM
測定の系統誤差を抑制でき、測定精度の向上が期待される。Fr原子をこのトラップ中に閉じ込め
たとき、電子 EDM測定精度 jdej < 5:0  10 29 ecmを達成するために必要な周波数精度は 1 Hz
となる。
本研究では、電子 EDM の精密探索に向けて、電子 EDM 増幅度の大きい Fr 原子を利用し、
レーザー冷却・トラップ技術を導入することで、測定感度を向上させ、現在の測定上限値 jdej <
8:7 10 29 ecm [14]の更新に向けて、精密測定技術を確立することを目標とした。大強度 Fr生成
を可能とする表面イオン化器、非共鳴光トラップである光双極子力トラップ、原子の精密分光技
術であるラムゼー共鳴の 3つの核となる実験技術の原理実証を行った。
Frの生成を行う表明イオン化器の開発は、東北大学サイクロトロン・ラジオアイソトープセン
ターで行った。AVFサイクロトロンで 100 MeVに加速された 18O5+ ビームを金ターゲットに入
射し、核融合反応 18O + 197Au ! 215 xFr + xnを利用して、半減期 3分の 210Frの生成を行っ
た。このとき、ビームスウィンガー磁石を用いて、鉛直上向きの金ターゲットに、18O5+ビームを
斜め上方 45度方向から入射した。生成した Frは拡散と表面電離の過程を経て 1価のイオンとして
金表面から放出され、ターゲットと引き出し電極の間の電位差によって加速され、鉛直方向に Fr+
ビームとして表面イオン化器から引き出された [90]。金ターゲットは融解させることで、金が固
体のときと比べて、Fr引き出し収量を増加したまま維持できることを観測した。210;211Frの表面
イオン化器直後の最大引き出し収量として、毎秒 2:2 106個を達成した。引き出し効率は 15%程
度であった。今後 18O5+ビーム強度向上により、一層の個数増強が見込まれる。
EDM測定の際、長いコヒーレンス時間を実現するために用いる光双極子力トラップ（ODT）は、
原子の共鳴遷移から遠く離れた波長の大強度レーザーを集束させてトラップする技術である。本
研究では、安定原子であるルビジウム（Rb）を利用して、磁気光学トラップ（MOT）で冷却・捕
獲した 87Rb原子集団に、光強度 2.8 W、波長 1083 nmのODT光を f = 250 mmのレンズで集束
して入射させた。このときのトラップポテンシャルは 200 K程度と計算された。吸収イメージン
グ法によって、ODTで捕獲した原子集団の特徴的な細長い吸収画像がCCDカメラで撮影された。
結果として、2:9  103 個の原子を 5 msの間、保持することに成功した。MOTからODTへの移
行効率は 10 4と求められた。今後、冷却・トラップのパラメータの最適化を行うとともに、大強
度レーザー光を導入することで、移行効率の向上が期待できる。
EDM測定技術として用いられるのが原子分光技術の 1つであるラムゼー共鳴である。2準位系
の原子において、共鳴周波数に近い電磁波を 2回に分けて照射すると、照射後の励起状態の占有
確率が、照射時間の間隔（コヒーレンス時間）と共鳴周波数からの差に依存する。周波数を変え
ながら測定を繰り返すことで、励起状態の占有確率が周波数に依存して変化するラムゼー干渉縞
が得られる。この干渉縞の間隔はコヒーレンス時間の長さに反比例して狭くなるため、周波数分
解能を高めることが可能である。本研究ではまず、MOTから解放した 87Rbの冷却原子集団の基
底状態 5S1=2準位の超微細構造 F = 1 に光ポンピングで原子の準位を揃えた。次に、5S1=2; F = 1
から 5S1=2; F = 2への周波数差に対応する 6.8 GHzのマイクロ波を =2パルスとなるよう調整し
た。このときの 1回のパルス照射時間は 20 sに設定した。このマイクロ波パルスを 2回にわけて
照射することで、ラムゼー共鳴の干渉信号を観測した。コヒーレンス時間は 300 sを達成した。
コヒーレンス時間が長くなるに従って、干渉縞の間隔が狭くなり分解能が向上する様子が観測さ
れた。今後、コヒーレンス時間を 1 sに伸ばすことで、1 Hz程度の分解能が得られることが見込
まれる。
本研究では達成したこれらの測定技術を組み合わせることで、EDM 測定誤差として jdej 
10 23 ecm程度の到達を予測した。以上の実験から得られた数値をもとに、今後冷却 Fr原子を
用いた EDM測定実験において予想される系統誤差の計算・評価を行った。測定の手法として、光
双極子力トラップで捕獲された冷却 Fr原子に対して、電場と静磁場を印加し、46 GHzのマイク
ロ波を照射し、7S1=2; F = 11=2; mF = 11=2から 7S1=2; F = 13=2; mF = 13=2の間の周波数をラム
ゼー共鳴によって精密測定することを想定した。この測定の際に生じる周波数シフトと不確かさを
見積り、電子 EDMに必要な測定感度 1 Hzと比較することで抑制の必要性を論じた。この見積
もりでは、測定環境の磁場の揺らぎ、ODT光に誘起されるベクトル光シフトの揺らぎ、トラップ
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原子同士の衝突シフトの不確かさが、測定上限値更新に向けて今後の課題となることが示された。
このように、本研究では、冷却フランシウム原子を用いた EDM測定の核となる、生成・トラッ
プ・測定の原理実証に成功し、新しい EDM測定手法を確立した。今後、各装置の改良・性能向上
を行い、10 29 ecmでの測定を可能とする精度への到達を目指す。
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第1章 研究の背景
物質優勢の宇宙はどのようにして生じて来たのか、物質・反物質対称性の破れの機構解明を目
指し、様々なCP対称性を破る現象の探索がなされている。素粒子の標準模型は着実に検証されな
がらも、理論に含まれるパラメータの多さは不自然であり、反物質の消失機構を十分には説明で
きず、さらに根源的な枠組みが必要となっている [1]。階層問題、ゲージ結合定数の統一、暗黒物
質などの問題解決を可能とする標準模型を超える考え方では、対称性の破れの位相を含み、未知
の素粒子を予言する。これらの未知粒子は、標準模型で登場する素粒子の周りを伝搬することで、
電荷分布の非対称性を生じる場合があり、これによって素粒子に永久電気双極子能率（EDM）を
発現する。この EDMの高精度探索は、これらの未知粒子を探索する方法として、高エネルギー
衝突型実験による未知粒子直接探索と相補的なものである。特に、現在の加速器実験では到達で
きない質量領域を探索できる超低エネルギー実験として注視されている。
1.1 永久電気双極子能率（EDM）と基本対称性
1.1.1 物質優勢宇宙と対称性の破れ
現在の宇宙は、物質に対して反物質がほとんど存在しない物質優勢宇宙であることが知られて
いる。宇宙線の観測では、陽子に対する反陽子の割合は 5:6  12:5 GeVのエネルギーの宇宙線由
来の粒子に対する探索で (5:2  1:5)  10 4 [2]、1:0  14 GeVのエネルギーの宇宙線由来の粒子に
おけるヘリウムに対する反ヘリウムの割合は 1:0  10 7 と報告されている [3]。
ところが、宇宙創世時の高温状態において、物質は対生成によって生成され、すぐ対消滅する
ことを繰り返すため、同数存在したと推定される。その後、宇宙の膨張によって密度が下がると、
対消滅の起こる確率が減るため、生成された物質・反物質は消滅せず、長い寿命で存在することが
許される。現在の物質優勢になるためには、この後、反物質だけが多く消滅していくような、物
質・反物質の生成消滅のバランスの変化が生じる必要がある。
この事象に深く関与していると考えられているのが、変換を施した前後で物理法則が一致しな
いという、基本的対称性の破れである。このうち離散的な対称性として、C対称性（荷電共役）、
P対称性（空間対称性）、T対称性（時間反転対称性）の 3つが知られている。現在、大統一理論
の領域まではこの 3変換を同時に施す CPT変換は保存すると考えられている（CPT定理）。しか
し、P対称性の破れは、60Coの 崩壊を検証することで破れていることが観測された [4] [5]。ま
た、C変換と P変換を同時に施した CP対称性についても、高エネルギー領域で生成されたK0中
間子や B中間子の崩壊過程の観測により、実験的に破れが示されている [6] [7]。
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この対称性の破れに関して、物質すなわちバリオンが過剰が存在するためには、サハロフ (A.
Sakharov)が提唱した 3つの条件（サハロフの 3条件）[8]が必要であることが知られている。
1. バリオン数を破る基本過程の存在
2. Cおよび CP非保存の存在 (Cおよび CP対称性の破れ)
3. バリオン数を破る過程が進行中に、熱平衡が破れる。
サハロフの 3条件のうち、条件 2については、CP対称性の破れの過程を説明する理論を組み込
んだ素粒子理論が構築されており、標準模型 (Standard Model)と呼ばれている。実験的に観測さ
れたK0中間子や B中間子の崩壊過程におけるCP対称性の破れは、弱い相互作用が関与しており、
そのシステムは小林・益川行列によって説明されている [9]。
ただし、標準模型の問題点として、標準模型で説明されている CP対称性の破れだけでは、現
在の物質優勢を説明できない点があげられる [1]。標準模型にはこのほかにも、問題点がある。ま
ず、2つのかけ離れた大きくエネルギースケール (1015 GeVと 102 GeV)において、それぞれの現
象を同一の理論で説明しようとする、階層問題として知られている問題がある。また、これに付
随した技術的な問題である微調整問題がある。さらに、標準模型には 12種類のクォーク・レプト
ンといった基本粒子や、13個の力を媒介するゲージ粒子等の、不自然に多数のパラメータが存在
する点、重力を考慮していない点、素粒子が 3世代あるが標準模型で由来が説明されていない点
は、標準模型を内在するような、より一般的な統一理論の存在を示唆している。この問題を解決
するために、より多くのCP対称性を破る過程を組み込んだ理論が、標準模型を超える理論として
構築されてきた。標準模型で予言されていないか、非常に小さいとされているCP対称性を破る物
理現象を検証することで、標準模型および、素粒子の標準模型を超える理論の検証につながる。
現在の相互作用はひとつの力から分岐しているという描像に非常に都合がよい [10]。
この検証手段のひとつが、基本粒子の永久電気双極子能率 (Electric Dipole Moment、EDM)探
索である。EDMに興味が持たれる理由として、その存在が標準模型では予言されていない、電磁
相互作用における CP対称性の破れ、あるいは強い相互作用における CP対称性の破れを意味する
からである。
1.1.2 EDMと時間反転対称性の破れ
電気双極子能率 (Electric Dipole Moment、EDM)は、古典電磁気学では、点電荷 qが、小さ
な距離 r隔てているとき、 q! +qの向きのベクトル d = qrであらわされる物理量として表現さ
れる。単位は素電荷 eに距離 cmをかけた、ecmがよく用いられる。
この性質が基本粒子に永久電気双極子能率 (Permanent EDM) として備わっているとき、T対
称性の破れ、および P対称性の破れを意味する。図 1.1に基本粒子の EDMおよびその T対称性破
れの構造についての描像を示す。
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図 1.1: EDMにおける Tおよび P対称性の破れ。スピン Sの方向に成分を持つ EDM dを持つ基
本粒子に T変換操作を行うと、 Sが反転するのに対し、dは反転しないため、T対称性を破る。P
変換操作に対しては、Sが反転しないのに対し、 dが反転するため、P対称性を破る。
中性の非相対論的な粒子を電場 Eおよび磁場 Bの中に置いたとき、粒子のスピン Sと場との間
の相互作用ハミルトニアンH を考える。
H =  B  S
S
  dE  S
S
(1.1)
ここで、Sはスピンの大きさ、は粒子の磁気双極子モーメント、dは EDMの大きさである。空
間座標を反転させる操作 Pを行うと、P(B  S) = B  Sに対し、P(E  S) =  E  Sとなる。同様に、
時間を反転させる操作 Tを行うと、T(B  S) = B  Sに対して、T(E  S) =  E  Sとなる [11]。式
1.1の相互作用におけるハミルトニアンH のエネルギー固有値を考えると、スピンを持つ粒子は、
EDMのベクトルに対して平行または反平行の二重の縮退をもつことになる。しかし、素粒子や、
素粒子を内在する原子はこのような縮退を持つことはできないため、このような単純な系で有限
の EDMが存在すれば、それは T対称性の破れを意味する。また、同様の議論で EDMの P対称
性の破れも説明できる [12]。
このような基本粒子の EDMが重要なのは、T対称性の破れが、CPT定理を仮定したときに CP
対称性の破れを意味するからである。特に、CPを破るプロセスは、標準模型では電弱相互作用に
より生じるが、電子 EDMは後述のように、クォークのフレーバーが遷移する過程で生じること
になるので高次効果として発現し、現在の実験技術では観測不可能なほど小さな値となる。した
がって、有限の値を持つ EDMが観測されれば、それは、標準模型を超える CPの破れを意味する
ことになる。また、原子核の EDMが強く関与する原子において有限の EDMが発見された場合、
標準模型における問題の一つである強い相互作用におけるCP対称性の破れを意味する可能性も出
てくる。
1.1.3 EDMの測定の歴史
最初の EDM探索実験は、中性子の EDMを探索対象として行われた [13]。それ以降、中性子、
電子、ミュー粒子、原子、分子など、さまざまな測定粒子に対して精密な EDM測定実験が行われ
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てきたが、現在までに EDMの有限値は確定されていない。以下に近年の実験によって得られた
各粒子の EDM上限値を示す。
 de = ( 2:1  3:7  2:5)  10 29 ecm (ThO分子) [14]
 de = ( 2:4  5:7  1:5)  10 28 ecm (YbF分子) [15]
 de = (6:9  7:4)  10 27 ecm (Tl原子) [16]
 dHg = (0:49  1:29  0:76)  10 29 ecm [17]
 d = (3:7  3:4)  10 19 ecm [18]
 dn = (0:2  1:5  0:7)  10 26 ecm [19]
電子 EDMの値 de に関しては、2002年に Tl原子の EDMの実験値から求められた値が上限値
だったが、2011年に YbF分子を用いた実験で求められた値に更新され、2013年に ThO分子を用
いた実験によって、その上限値が更新された。これらの実験は、測定原子あるいは分子の内部電
場で電子の EDMが増幅される現象を利用して、測定対象の原子・分子の EDMから電子 EDMの
値を評価・抽出した値である。ただし、あくまで測定したのはあくまで分子または原子の EDMで
あり、理論計算によって求められた電子 EDMへの寄与を、得られた原子・分子 EDMの実験値に
掛け合わせたものである。
水銀原子の EDM dHgの測定は、水銀蒸気セルを用いて行われた。閉殻構造を持つ原子の EDM
には、電子の EDMの寄与は小さくなり、原子核・クォークの EDMや原子核・核子内の CP対称
性を破る相互作用が関与すると考えられている。
ミュー粒子の EDM dの測定は、ミュー粒子蓄積リングを用いて行われた。ミュー粒子の EDM
は、電子と同じレプトン領域の CP対称性の破れの可能性のひとつとして注目されている。この
ミュー粒子 EDMの測定実験が行われたミュー粒子蓄積リングでは、ミュー粒子の異常磁気モー
メントの測定が行われ、標準模型で予測されている数値と一致しなかったため、標準模型を超え
る物理現象として注目されている [20]。
中性子の EDM dnは、原子炉由来の中性子を減速した超冷中性子（Ultra Cold Neutron, UCN）
を用いて求められた値が上限値となっている。現在は、加速器からの大強度陽子ビームによる核
破砕反応で生成される中性子を冷却することによりUCNを生成する手法の開発が PSI等を中心に
進められている [21] [22]。中性子はクォーク 3つから構成されるハドロンであり、これらのクォー
クの EDMの他に、量子数を担わない Seaクォークからの EDMの寄与、そしてクォーク間に働く
CPを破る相互作用や、色電荷 EDMが寄与していると考えられ、
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1.2 EDMと標準模型と超対称性模型
1.2.1 標準模型における EDM
標準模型の枠内では、小林-益川行列の虚数部が CP対称性の破れを引き起こすとされている。
その一方で、EDMそれ自体は高次の効果で発現し、その値は非常に小さいものであると予想され
ている。まず、標準模型において、どのような過程で EDMが存在し得るかを考慮する。この議論
は文献 [11]および文献 [23]を主に参考にして構成した。
ハドロンの EDMとして挙げられるのが、原子核およびこれを構成する核子、クォークの EDM
である。これらを代表して、ダウンクォーク（dクォーク）と中性子の EDMについて考える。図
1.2に dクォークの EDMに寄与するダイアグラム、図 1.3に中性子の EDMに寄与するダイアグ
ラムを示す [23]。
図 1.2: dクォークの EDMに寄与すると考えられるダイアグラム [24] [25] [26]
図 1.3: 中性子の EDMに寄与すると考えられるダイアグラム [27]
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dクォークの EDM：ddは以下のように表される。
dd = e
mdmcsG2FJCP
1085
ln2
 
mb2
mc2
!
ln
 
MW2
mb2
!
(1.2)
ここで JCPは以下のように表される。
JCP = Im(VtbVtdVcdVcb) (1.3)
= s12s23s13c12c23c213 sin CP (1.4)
' 3 × 10 5
Vtb、Vtd、Vcd、Vcbは小林-益川行列の要素、md;mc;mb;MWはそれぞれ、dクォーク、cクォーク、
bクォーク、Wボソンの質量、sは強い相互作用の結合定数、GFは弱い相互作用の結合定数、CP
は CP対称性を破る位相を表す。標準理論における EDMが、一般に極めて小さい値となるのは、
Jarskogパラメータと呼ばれる JCPの値が要因となっている。
dクォークでは、3ループ目ではじめて EDMに寄与する項があらわれ、これによる dクォーク
の値 ddは dd ' 10 34 ecmと計算された [11] [23]。また、これらのクォークの EDMが由来となる
中性子の EDM dnは、2ループからの寄与によって発現し、dnの値は jdnj ' 10 32 ecmと計算され
た [23]。
一方、レプトンである電子の EDMは、クォークのときと同様に、1ループ、2ループのダイア
グラムによっては発現しない。電子の EDMはWボゾンの EDMに由来するが、そのWボゾン
EDMは 2ループでは消えてしまう。3ループでのWボゾンの EDM dW の大きさは以下のように
計算される。
dW ' JCP
 1
162
2  g2
8
!
as
4
e
2mW
' 8  10 30 ecm (1.5)
電子の EDM de はこの dW から求められ、その値は以下のようになる [23]。
de ' g
2
322
me
mW
' 8  10 41 ecm (1.6)
Wボゾンの 3ループの EDMのダイアグラムを図 1.4に、3ループの EDMのダイアグラムを図 1.5
に示す。
ここまで挙げた値は、実験によって与えられている現在の EDM上限値とそれぞれ比較すれば、
現在の実験技術においては検出が不可能なほど小さな値であるといえる。このことは、EDMに
よって標準模型を超える現象を探索する場合、バックグラウンドとなる標準模型の寄与が小さい
事を示しており、有限の EDMの探索が標準模型を超える模型を検証する際に用いられる理由の
一つとなっている。
1.2.2 超対称性模型における EDM
標準模型の有望視される拡張として、超対称性模型（SUSY）を取り挙げる。
15
図 1.4: Wボゾンの EDMに寄与すると考えられる 2ループダイアグラム [23]。Wボゾンの EDM
は 2ループでは消えてしまう。ここで、qはクォーク、は電磁場を示す。
図 1.5: Wボゾンの EDMに寄与すると考えられる 3ループダイアグラム [23]。gはグル―オンで
ある。
「超対称性」とは、フェルミ粒子 (フェルミオン)とボーズ粒子 (ボゾン)という粒子の統計性を
変換する対称性を意味する。SUSYでは、クォークやレプトン等のフェルミオンには性質の似通っ
た対応するボゾン、そして光子やグルーオン等のボゾンには対応するフェルミオンが、それぞれ
超対称パートナー粒子として存在する。超対称性パートナーは現在までに実験で観測されておら
ず、その質量は TeV領域以上と重いことが示唆されている。大型ハドロンコライダー（LHC）を
用いた超対称性パートナー粒子の探索では、クォークの超対称性パートナーであるスクォークと、
グルーオンの超対称性パートナーであるグルイーノが 1.8 TeV以下の質量を持つ可能性が排除さ
れ、トップクォークの超対称性パートナーであるストップも 0.6 TeV以下は排除された [28]。
電子やクォークのようなフェルミオンは、光子との相互作用でWボゾンを放出・再吸収しなが
ら、他の状態へ遷移する。標準模型ではWボゾンの放出・再放出は時間反転の操作に等しく、そ
の結果、双方の相互作用における複素数のパラメーターの位相は打ち消しあい、EDMは現れな
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い [12]。
一方 SUSYでは、フェルミオンの描像は、超対称性粒子であるスフェルミオンが分布するよう
な描像として表現される。この際、スフェルミオンの放出・再吸収での相互作用に関する複素数
パラメーターの位相は同じである必要はないため、スフェルミオンの電荷の分布が非対称になり、
EDMの由来となる。このとき、左巻きから右巻きへのカイラリティの変化によって EDMが発現
する。図 1.6に SUSYにおけるフェルミオンである電子 EDMの発現過程のループを示す。超対称
性粒子が相互作用に関与することで、低次のループで EDMが発現する。
図 1.6: 電子の EDMに寄与する SUSYの 1ループのダイアグラム。フェルミオンの左巻き状態 eL、
右巻き状態 eRの間の変化において、超対称性粒子である右巻きのスフェルミオン e¯R、左巻きのス
フェルミオン e¯L、ビーノが EDMに寄与する。e¯Lと e¯Rの間で起こるカイラリティの変化により、
EDMが発現する。
もう少し詳細に見た場合、EDMの発現過程は 2種類あり、フレーバーが変化する過程と、フ
レーバーの変化が現れない過程がある。このうち、EDMへの寄与で支配的なのがフレーバーが変
化する 1ループの過程である。スフェルミオンのフレーバー遷移の過程において、スフェルミオ
ンの世代の変化と、スフェルミオンのカイラリティが左巻き、右巻きの状態に変化し、このとき
EDMが発現する。また、世代が変化する過程を経ることで、世代間の粒子の質量の比による増幅
機構が寄与し、電子 EDMが大きな値を示す。このような過程を図 1.7に記載する。
1ループの相互作用で、超対称性粒子であるスクォーク q¯およびスレプトン l¯の質量（それぞれ
mq¯、ml¯）が大きい場合、すなわち jj  mq¯;l¯のときは、フレーバーが変化する過程による EDMの
大きさは次の式で書き表される [30]。
de = e
1
4
m
m2
l¯
mB¯
m2
l¯
tan 
LeRe 12 sine (1.7)
1 は超微細構造定数、m は 粒子の質量、ml¯ はスレプトン l¯ の質量、mB¯ は超対称性粒子ビー
ノの質量、Le は左巻き粒子のときの電子と 粒子の間のMass insertionのパラメータ、Re は右
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図 1.7: スレプトンのフレーバー変化の過程における EDMの発現。カイラリティが変わる過程で
EDMが発現し、eから 粒子に世代の変わる過程で経ることで EDMの増幅が発生する [30]。
巻き粒子のときの 粒子と電子の間のMass insertionのパラメータで、フレーバーの破れのパラ
メータである [31]。eはCPを破る位相で、e = arg(mB¯LeRe)と書かれる。tan は 2つのヒッ
グス場のスカラー真空期待値の割合である [29]。
式 1.7からわかるように、電子の EDMは超対称性粒子のうちスレプトンの質量とビーノの質
量、それに CPを破る位相が関与している。電子 EDMの測定結果が tan および超対称性粒子の
質量に与える制限について図 1.8に示す。
一方、クォークのEDMの場合は、スレプトンではなくスクォークの質量が関与するため、SUSY
の概要を明らかにするためには、レプトン、クォークの両方の粒子でそれぞれ EDMの値を調べ
ることが必要である。超対称性模型の一種で、超対称性粒子の質量が複数存在すると仮定した模
型（Split-SUSY）における、電子 EDM測定をはじめとしたいくつかの低エネルギー実験の結果
と、超対称性粒子の質量 jjの関与について、図 1.9に示す。EDMの値を測定することができ、さ
らに大型加速器による実験で超対称性粒子が見つかり、その質量が決められれば、CP対称性の破
れの位相に重要な情報をもたらすことができる。
LHCは陽子-陽子コライダーであるので、ハドロン領域の探索には感度があるが、色電荷に敏
感な未知粒子に感度があるが、逆に色電荷を持たない粒子には感度を持たない。この点で、電子
EDMは、電子と結合するプロセスによって発現するため、レプトン領域の検証に向いている。レ
プトン領域の探索は次世代大型加速器であるレプトンのリニアコライダー（ILC）の結果も重要と
なる。しかし、探索領域は、超対称性粒子の質量にして数 10 TeVの領域に位置しており、大型コ
ライダー実験では、すぐには探索することが困難な領域である。EDM探索では、このような超対
称性粒子の質量に制限を与えることが可能であるため、これらの新粒子の探索に間接的に貢献す
ることが可能である。
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図 1.8: 文献 [30]より引用：電子 EDMによる超対称性粒子のスレプトンの質量ml¯とビーノの質量
mB¯の制限。左図では tan  = 10、右図では jmB¯j = 5 TeVに固定したときのスレプトン質量ml¯の
許容範囲を示す。電子 EDMの値を示す実線の左側の可能性が排除される。紫で塗られている範
囲は 2013年時点での上限値 jdej < 8:7  10 29 ecmで排除されている領域である。
1.2.3 EDM測定とCP対称性破れ
SUSYをはじめ標準模型を超える素粒子理論から予測・評価できるのはクォーク、レプトンのよ
うな素粒子の EDMである。しかし、これらの基本粒子のうち、クォークは単独では取り出せな
い。また、電子のようなレプトンは、電荷を持っているために、直接電場をかけて EDMを測定し
ようとすると加速されてしまうため、高精度の測定が困難となる。そこで基本粒子を構成要素に
もつ原子、分子、中性子等の、電荷をもたない中性の量子多体系の EDMの観測対象とすること
が多い。このとき、複合粒子の EDMには、素粒子の EDMのほかにもさまざまなCPを破る相互
作用が絡むと考えられている。この際、素粒子の EDMの寄与を引き出すためには、核子のクォー
ク構造や原子・原子核構造の情報が必要となる。最終的にクォーク・レプトンの EDMをそれぞれ
精密に抽出するには、どれか一つの粒子の EDMを測定するだけでなく、様々な複合粒子の EDM
を測定して、結果を統合して解釈することが重要である。
図 1.10では、原子、分子や中性子などの複合粒子の EDMに対する CPを破る各パラメータの
寄与を示している。複合粒子のうち、常磁性（Patamagnetic）原子は開殻構造を持つ原子であり、
反磁性（Diamagnetic）原子は閉殻構造をもつ原子である。YbF、ThOなどの極性分子は常磁性
原子と同じく電子 EDMの寄与が大きい。
電子 EDM deや、クォーク EDM dqのほかにも、強い相互作用に由来するクォークの色電荷の
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図 1.9: 文献 [30]より引用：低エネルギー実験による超対称性模型の制限。グラフの横軸は、超対
称性粒子であるスクォーク q¯およびスレプトン l¯の質量（それぞれmq¯、ml¯）である。縦軸は tan 
である。図中の紺色の範囲はヒッグス粒子の質量mh = 125:5 1 GeVの 1の範囲であり、色が薄
くなっている範囲が 2の範囲である。ただし、この結果では超対称性パートナーの質量のうち、
ビーノの質量mB¯とウィーノの質量mW¯ を 3 TeV、グルイーノの質量mg¯を 10 TeVとしている。上
図は 2013年時の低エネルギー実験における制限、下図は近未来に到達が予想される実験結果によ
る制限で、各々の線の左側が排除される。電子 EDMの結果（electron EDM、紫線）にのみ着目
すると、上図では de = 1:05  10 27 ecmの結果による制限、下図では de  10 30 ecmまで測定が
進行したときの結果による制限を示している。電子 EDMの結果はスレプトンの質量に制限をか
ける。
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EDM d˜q、グルーオンの結合定数 やワインバーグ角w、このほか、CP対称性を破る電子とクォー
クの相互作用 Cqe、あるいはクォーク間の相互作用 Cqqが、原子系の CPを破る観測量には含まれ
てくる。これらを原子の階層構造で見ると、電子・核子間の CP対称性を破る弱い相互作用が存在
し、スカラー型 (S)、擬スカラー型 (P)、テンソル型 (T)の結合定数 CS;P;Tなどが、基本的な CP対
称性の破れと、これらの複合粒子の EDMの間に関与している。
図 1.10: 様々な粒子の EDM測定は、基本粒子の EDMなどを通して、CP対称性の破れおよび基
本相互作用の解明に相補的な役割を担う [11]。どの測定粒子の EDMにも複数のCPを破る相互作
用が関与するため、複数の粒子に対して EDM測定を行うことが必要である。
1.3 電子EDMの増幅機構
EDMの大きさ jdjを検出するための最も単純な方法が、対象となる粒子を電場 E中に置き、エ
ネルギーシフト hEDM = d  Eを観測することである。しかし、荷電粒子は電場によって加速され
るため、精密測定の障害となりうる。そこで、荷電粒子そのものではなく、中性の粒子である原
子や分子などに電場・磁場をかけ、荷電粒子を内包する系の EDMを測定し、内部の荷電粒子の
EDMを系の構造計算によって抽出する方法が多く用いられる。
一様な電場中に原子を置いた場合、原子核に外場が働くが、それをちょうど打ち消すような場
が発生するように原子中の電子が変位し、外部から印加した電場は原子内では打ち消されてしま
う。このような外場に対する遮蔽が完全なら、原子中の電子や原子核の EDM の検出は妨げられ
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るが、実際には原子核は点粒子ではなく、原子中の電子によって生じる電場が、原子核全体に渡っ
て一様というわけでもない。その結果、もし原子核の電荷と原子の誘起双極子モーメントの密度
分布が異なっていれば、点粒子の場合の議論は適用されなくなる（Schiの定理）。
原子番号 Zが大きな原子の原子核付近では、電子は十分に相対論的にふるまうと考えられ、こ
れによって EDMの遮蔽定理は相対論的には成り立たないと示された [34]。最外殻に不対電子を
持つアルカリ原子では、S軌道の電子波動関数の確率分布が原子の中心領域で大きくなるため、原
子核による電場の影響を強く受けることになり、原子の EDMが電子 EDMに比べて Z3に比例し
て増幅されることが示唆された [35] [36]。
電子 EDMを測定する場合、最も単純な「電子」単体を測定することが考えられる。しかし、電
子は電荷をもつために電場中で運動しその測定が困難となる。そこで、電子を構成要素にもつ「中
性原子」を考える。特に、閉殻構造の外側に価電子を持つような常磁性原子や分子の EDMに対
しては、電子 EDMの寄与が支配的と考えられている。その中でも、最外殻に不対電子をもつア
ルカリ原子の場合、原子 EDM datomと電場との相互作用を考えると、以下のような相対論的効果
により電子 EDM de が増幅されて観測されることが示される。
EDMを測定するために、原子に電場 Eをかけて、datomと電場との相互作用によるエネルギー
シフト hedm = datom  Eを測定する。言い換えると、このエネルギーシフトは de が感じる有効電
場 Eeとの相互作用 de Eeで与えられる。この電子が感じる有効電場の大きさ jEejは、外場電
場の大きさ jEjに比例しており、原子が完全に分極すると有効電場の大きさは飽和する。
非相対論的考察によると Ee はゼロとなるが、上述のように実際には原子核は有限の大きさを
持っているためにゼロにならず、有限の Ee は電子の運動により生じて、電子の速さ vと原子の
内部電場 Eint により、以下のように書ける。
Ee '
 
v2
c2
!
Eint (1.8)
Zを原子番号、a0を原子のボーア半径、微細構造定数  ' 1=137としたとき、相対論的効果が最
も顕著になる領域 r < a0=Zでは、電子の速度 vは jvj = Zcとなり、原子核の電荷により生じる内
部電場の大きさ Eintは以下のように表せる。
Eint ' Z
3e
a02
(1.9)
したがって有効電場 Eeは以下のようになる。
Ee ' Z52 ea02 (1.10)
この有効電場は原子核の半径 r < a0=Z程度の内部に存在し、その外部では 0であると仮定すると、
原子 EDMと電場の相互作用により生じるエネルギー変位 datom  Eは次のようになる。
datom  E ' datom ea02
' de  Ee
' dej	s(0)j2VZ52 ea02 (1.11)
22
このとき、半径 r < a0=Zの内部の球の体積をV ' 4a03=3Z3とおいている。ここで、相対論的効
果が最も顕著となる原子核の周辺に電子が存在する確率は次のように表わされる。
j	s(0)j2 ' Z
a03
(1.12)
これに加えて、典型的な原子のエネルギー準位の間隔を  e2=a0と考えて代入すると、最終的に原
子 EDMは以下のようになる。
datom ' Z32de = Kde (1.13)
ここで、K = Z32 は原子中での電子 EDMの増幅度と定義する。このように。原子の持つ電荷が
大きいほど電子 EDMは増幅されて観測できることが示された (図 1.11参照)。
図 1.11: アルカリ原子の最外殻電子の deは、datomに K倍に増幅されて観測される。
もう少し詳細な計算では、原子の角運動量の大きさを Jを用いて、
datom ' 10 Z
32
J(J + 1=2)(J + 1)2
de (1.14)
と表される [37] [38]。したがって、重い原子ほど、原子 EDMが電子 EDMよりも増幅されること
がわかる。
この増幅度 Kは、原子構造計算の一種である RCC法 (Relativistic Coupled-Cluster)を用いた
計算から、アルカリ原子に対しては、表に示される値が求められている。なお、この表には、ア
ルカリ原子ではないものの、常磁性原子として電子 EDM測定に用いられた Tl原子の増幅度の計
算結果も記載する。アルカリ原子で最も大きい Zを持つ Fr原子が大きな増幅度を持つ。
1.4 研究の目的
本研究では、次章以降で述べるように、新しい EDM測定手法であるレーザー冷却不安定原子
フランシウム（Fr）を用いた EDM探索技術を確立する。まず探索技術の原理実証を行い、現状で
の性能評価、そして目標精度を実現するための課題を議論する。この新規手法により、最終的に
23
原子 Z 増幅度 K 文献
Rb 37 26 [39]
Cs 55 121 [39]
Tl 81 465 [40]
Fr 87 895 [41]
表 1.1: 電子 EDMの原子 EDMへの増幅度 Kの値
は jdej < 5  10 29 ecmの探索を実現することを目指している。これは以下のような物理学的背景
による。
1. 探索領域で有限の EDMがあれば、標準模型を超える理論の有力な候補である SUSYにおい
て、SUSYが予言する超対称性粒子に関する質量階層構造の知見を得ると同時に、レプトン
セクターにおける CP対称性の破れの情報を得る。
2. この探索領域は、超対称性粒子の質量にして数 10 TeVの領域に位置しており、現在の大型
コライダー実験では、すぐには探索することが困難な領域である。EDM探索によって超対
称性粒子の質量に制限を与えることができるため、標準理論を超える物理現象を検証するこ
とが可能であり、大型コライダー実験と相補的である。
3. 電子 EDMは、電子と結合するプロセスによって発現するため、レプトン領域の検証に向い
ている。ハドロン同士の衝突実験である LHCではカバーできない領域を探索することがで
きる点で重要である。
以上の理由により、jdej < 5  10 29 ecm領域の EDM測定感度を実現する実験手法を確立する。
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第2章 冷却フランシウム原子を用いたEDM測定
本研究では、EDM測定の精度向上の限界の要因（下記で記載）を乗り越えるため、レーザー冷
却不安定原子による EDM測定技術の確立、原理実証を行う。この EDM測定において、大強度で
Frを生成すること、そして生成原子を急速に冷却・トラップすること、さらにトラップ原子に対
して EDM測定を行うために周波数精密分光を行うこと、これら 3点が EDM測定の重要な構成要
素となる。この３つの技術を統合する事で、冷却原子系における EDM測定が実現でき、その原
理実証、そして現状での性能評価と系統誤差等の評価を、以下の章で述べて行く。
レーザー冷却放射性元素を用いた EDM測定は、現状では米国・ANL（アルゴンヌ国立研究所）
においてラジウム（Ra）原子を用いた実験が進行している [42]。ANLでは、米国・オークリッジ
国立研究所で製造し、それをANLに移送して加熱オーブンに封入して使用しており、通常の冷却
原子実験で用いるアンプル原子源の手法を用いている。本研究では、加速器を用いた原子核反応
により Frを生成し、輸送・冷却・トラップ・EDM測定をオンラインで進めるという特徴を持つ。
この方法は短寿命の放射性元素においてオンラインで精密分光実験を行う技術を確立する点でも
重要である。Frに関しては、カナダ・TRIUMF研究所での EDM実験が計画されているが、まだ、
装置設計段階であり、さらに測定手法はまったく異なるため、相補的に重要な計画である。
以下の節では、冷却 Frを用いた EDM測定に必要な精度を達成するために、有効な測定手法と
測定同位体を選定するとともに、測定に必要な Frを測定領域に導入する方法を示す。
2.1 EDM測定手法の選定
2.1.1 EDM測定の原理
常磁性原子を用いて原子 EDM datomを測定し、そこから電子 EDM deを抽出する。電子 EDM
と原子 EDMの間には datom = Kdeという増幅度Kが存在するが、この増幅度は前章で述べたよう
に計算で与えられる。
基本粒子に EDMが存在し、正・負の電荷分布の非対称性がスピン方向に沿っている場合、EDM
による効果は、測定対象の原子が磁場と平行または反平行に印加された電場中におかれた場合に
生じるラーモア歳差運動の周期のずれとして観測される。量子論的には、このような周期のずれ
は、測定する離散的な 2準位間に生じる周波数の差として測定される。datom を検出するために
は、静電場 E中に測定対象となる原子を置いて、磁場によってゼーマン分裂する 2準位間の周波
数を精密測定することになる。全角運動量 Fの原子を静磁場 B中におき、歳差運動の軸となる量
子化軸を定め、図 2.1のように、電場 Eを量子化軸の向きに対して平行および反平行に印加する。
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図 2.1: 原子の EDMを測定するためには、磁場中に原子を置いて偏極し、磁場に平行・反平行の
電場をかけて、それぞれの場合でラーモア歳差運動の周波数を測定する。
原子と電磁場との相互作用ハミルトニアンH は、次のようになる。
H =  datom  E     B (2.1)
ここで、は原子の磁気モーメントである。
Bによって設定される量子化軸と印加した静電場 Eが平行になっているとするとする。これらに
加えて datom = Kdeであることも考慮すると、ハミルトニアンは以下のようにかくことができる。
H =  deK FjFj  E   B
F
jFj  B (2.2)
F = jFjは原子の全角運動量を示す。ゼーマン副準位mFはそれぞれ 2F + 1個に分裂するが、今回
はmF = Fとなる準位、すなわち分裂を起こした準位のうち最もmFが大きくなる準位を測定に用
いるとする。すなわち、F=jFj = 1とする。
EDMのハミルトニアンの固有値がH jF;mF = Fi = h jF;mF = Fiとなる周波数 を考える。ス
ピンの向きと電場の方向が平行なときの周波数 ""、反平行なときの周波数 "#は以下のようにあ
らわせる。
h"" =  deKE   B
h"# = deKE   B (2.3)
(2.4)
ここで周波数差  = "#   ""とおくと、
 =
2deKE
h
(2.5)
となり、を測定することで、電子 EDMの値を測定することができる。本研究では、この周波
数の差を測定する方法として、原子・分子の精密分光の技術であるラムゼー共鳴法を用いる。
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2.1.2 ショットノイズ限界
測定感度は、ショットノイズ限界により到達限界値が見積もられる。ラムゼー共鳴におけるショッ
トノイズ限界値は以下のように求められる。
 =
1
2T
1p
N
1p
n
(2.6)
ここで、Tはコヒーレンス時間、Nは測定個数である。nは時間 Tを含む測定サイクルが行われた
回数であり、総測定時間を ttotalとしたとき、n = ttotal=Tと定義される*1。1=
p
Nと 1=pnは原子
一つから出てくる信号を複数回重ね合わせることによる統計誤差の抑制を意味する。
式 2.6は以下のようにも表すことができる。
 =
1
2T
1p
N
1p
ttotal=T
=
1
2
1p
NTttotal
(2.7)
式 2.5も考慮すると、到達可能な deは、以下のように見積もられる。
de =
h
4
1
KE
1p
NTttotal
(2.8)
EDM探索実験を行う前、これを用いて到達感度を見積もることができる。すなわち、増幅度Kが
大きい原子を測定対象とし、電場 Eを強く、個数Nを多く、コヒーレンス時間 Tを長くすること
が測定感度の向上に必要ということを示している。なお、ttotal = nTはラムゼー共鳴のコヒーレン
ス時間の累積であるため、実際の実験では原子の測定領域への導入と測定を繰り返す。特に、測
定領域へ少なくともN個たまるまでの時間待たなくてはならないことになる。4章で述べる、磁
気光学トラップ（MOT）を用いた光双極子力トラップの実験においては、およそ 20秒間のロー
ディング時間を設けている。この間に磁場や温度が変化すると予想されるが、共存磁力計を導入
することで、これらの変動を監視・抑制する。
2.1.3 EDM測定手法の種類
現在にいたる電子 EDMの測定精度の向上の歴史を図 2.2に示す [43]。測定手法には様々な特徴
があり、特に近年行われた、あるいは現在プロジェクトが推進されているものを以下に示す。
セル方式
セル方式は、測定対象の原子の蒸気を封入したセルを用意し、セル内の原子に電場を印加して
EDMを測定する方法である。
*1ラムゼー共鳴を用いる場合は、光ポンピングから、T秒間の自由発展を経て遷移強度の測定までこなして 1回とカ
ウントされることになる
27
図 2.2: 文献 [43]から引用：電子 EDM測定精度の向上の歴史。現在の世界最高精度は ThOを用
いた測定で、jdej < 8:7  10 29 ecm (2014年、文献 [14])である。青い点は原子ビーム法や原子泉
法、オレンジの点は分子ビーム法を含むその他の方法での測定による結果である。今後の測定領
域は現在の測定上限値を更新する 10 29 ecmの領域となる。
特徴としては、測定個数を大きくできるので信号強度が強くなり、S/N比がよくなるという利
点がある。しかし、セル中の原子同士の衝突やセル壁面との衝突によってコヒーレンス状態が崩
れること（緩和）や、測定領域の大きさによる電磁場の非一様性から系統誤差が生じる。壁緩和
を抑制するためにはセルの大きさや壁面のコーティングなどを工夫する必要がある。大きなセル
ほど壁との衝突回数を減らせるが、かわりに電磁場の非一様性による系統誤差の影響が大きくな
る [44]。
電子 EDM探索においては、最近では Frに次いで重いアルカリ原子である Cs原子を用いて測
定が行われ、jdej = ( 1:5  5:5  1:5)  10 26 ecmという結果を報告した [45]。この方法では、電
極を貼り付けた 2個のガラスセル中に Cs原子を窒素と共に封入して実験を行った。誤差の要因
となっているのはCs原子の横緩和時間と、電極間に発生するリーク電流によって生じる磁場であ
る [46]。
反磁性原子 EDM探索おいては、Hg原子 EDMの測定などにセル方式が用いられた [17]。特
にHg原子 EDMは周波数精度では全 EDM測定の中で最も良い精度を出している。また、中性子
EDM測定では、Hg原子を EDM測定環境下で共存磁力計に用いている。
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原子ビーム
原子ビーム方式とは、測定原子をビーム状にして、電極板の間の測定領域を通す方法である。
セル方式と比較すると、測定原子同士の衝突が起きにくいためセル方式よりは衝突シフトは抑
制される。ただし、電磁場との相互作用時間がビームの速度と測定領域の大きさによって制限さ
れる。相互作用時間を延ばすためには、測定領域を長くするか、ビームの速度を遅くする必要が
ある。測定領域を長くすると、電磁場非一様性が大きくなるという問題点があるほか、巨大な磁
気シールドが必要になるというデメリットがある。一方、ビームの速度を冷却して遅くするため
にバッファガス冷却を用いると、ビームが拡散して希薄化しやすいという問題がある。
電子 EDM探索実験では、まず、1990年代前半から 2011年まで測定上限を与えていた Tl原子
ビームを用いた測定があり、de = (6:9  7:4)  10 27 ecmという結果を報告している [16]。この方
法では、オーブンから Tl原子を熱原子ビームとして出射し、電極板に入る前に光ポンピングで測
定開始準位を揃え、ラムゼー共鳴法により周波数を測定した。このとき、対向方向からも同じよ
うに Tlビームを出射して、v  E効果と呼ばれる系統誤差を打ち消した。また、Na原子を Tl原
子に混ぜて同じオーブンから出射させて混合ビームとし、Na原子を共存磁力計として用い、測定
領域の磁場を同時計測して変動をモニターするという方法が用いられた。
分子ビーム
分子ビーム方式は、原子ビームのかわりに、内部に大きな誘起双極子モーメントを持つ、極性
分子ビームを用いた方法である。特徴として、分子の内部有効電場である dmolecular  E = deEeと
なる有効電場 Ee *2が非常に大きいという点がある。また、分子では Eeは、Eに対して線形では
ない。例えば原子では、アルカリ原子の最大値 K  1000を用いて、E = 105 [V/cm]という高電圧
を印加しても Ee  108であるが、YbF分子は E = 104 [V/cm]で Ee = 2:3 1010を達成可能と計
算されている。ThO分子では、わずか E = 102 [V/cm]で Ee = 1011 [V/cm]を得ることができる
という特徴を持っている。これらの分子ビームは原子ビームより個数が少ないというデメリット
があるが、YbF分子は測定準位が磁場に鈍感というメリットがあるなど、原子に対してアドバン
テージが多い。
YbF分子は 2011年に測定上限値を更新した実験で [15]、ThO分子は 2014年に更に測定上限値
を更新した実験で用いられた [14]。YbF分子の実験では 75 cmの電極板、ThO分子の実験では 22
cmの電極板が用いられ、コヒーレンス時間はそれぞれ 642 s、1:1 msであった。これらの実験
で更に測定精度を更新するためには、分子ビームの強度向上および分子の冷却が課題となってお
り、バッファガス冷却などが試みられている。また、原子に比べて構造が複雑な分子は、SrF分子
を除いてレーザー冷却が成功していないため [47]、mK以下の領域に到達させることは現時点で
は困難である。
*2原子では Ee = KEで表される
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原子泉
原子泉方式は、原子時計に広く用いられている方法である [48] [49]。
レーザー冷却を行って光学トラップ中で捕獲した原子を、プッシュ光により鉛直方向に打ち上
げる。このとき、打ち上げ箇所のすぐ上でマイクロ波を照射し、さらに落下したときに再度マイ
クロ波照射領域を通過することで、マイクロ波を 2回照射され、ラムゼー共鳴法による周波数測
定実験が可能である。レーザー冷却を用いるため原子の速度を数 10 cm/s程度に抑えられること
から、前述した方法に比べてコヒーレンス時間を延ばすことが可能である。ただし、打ち上げた
原子同士の衝突シフトや、測定領域が大きくなるという課題がある。
イオントラップ
イオントラップ方式は、極性分子イオンであるHfF+を用いたEDM測定で使用されている [50]。
電場のかけ方を工夫することで、トラップを行いながら EDMの測定を行うことを可能としてい
る。イオンを局所的に捕獲することで測定感度向上を狙っている。イオン同士を近づけすぎると
反発することや、トラップ時間がトラップ電場強度に依存するため、電場や、測定個数、トラップ
可能時間のバランスをとることが必要である。
非共鳴光トラップ
非共鳴トラップ方式は、原子を用いた測定として有望視されている方法である [51]。非共鳴な
レーザーを用いて、原子と電磁場の相互作用で発現するポテンシャルを利用して、原子を局所的
に閉じ込める。測定用のトラップに移行する前にレーザー冷却で数 10Kまで原子を冷却・集積す
るため、閉じ込め可能な時間も秒のオーダーが可能と他の方法よりも長く、さらに光格子を利用
して原子同士の衝突シフトを防ぐことも可能である。
2.1.4 CYRICにおける EDM測定計画
東北大学サイクロトロン・ラジオアイソトープセンター (CYRIC)においては、Fr原子を非共鳴光
トラップに閉じ込める方式での EDM測定を計画している。Fr原子はレーザー冷却が可能で [52]、
かつ電子 EDMの増幅度がアルカリ原子で最も大きい Fr原子を有効利用できる点ため、統計誤差・
系統誤差をそれぞれ抑制できることが利点である。
図2.3に、Fr原子を用いたEDM探索計画についての概要を示す。まず、磁気光学トラップ（MOT）
[53]でレーザー冷却した Fr原子を蓄積する。このとき、MOTを 2台用い、上流側を低真空の蓄積
用MOT、下流側を高真空の移行用MOTとして用いる。下流側のMOTでは、冷却原子をMOT
から赤方離調の光双極子力トラップ（ODT）[54]に移行し、レンズを移動して ODTを磁気シー
ルド内部に移動する。これは光ピンセット技術（Optical tweezers）と呼ばれる [55] [56]。光ピン
セットで移動した原子は、電極で挟まれた領域に到達し、ODTで捕獲された状態で、静磁場・静
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図 2.3: Fr-EDM測定計画のセットアップのうち、MOTから下流の部分の測定領域周辺の拡大図
を示す。MOTからODTに冷却 Fr原子を移行し、ODTで捕獲しながら磁気シールド内部へ原子
を移動させる。
電場を印加され、EDM測定が行われる。今後の検討によっては、測定領域にさらに別の非共鳴光
を入射し、光格子に移行することも検討している。ただし、ODTから光格子に移行する際に、光
格子のトラップ体積がODTと比較して小さいため、移行に際して原子がトラップからこぼれてし
まう点は、引き続き検討が必要である*3。
このような測定系を利用するためには、この装置の蓄積用MOTに Fr原子を導入する必要があ
る。また、測定に用いる冷却 Fr同位体を選定する必要がある。この 2点について次に述べる。
2.2 冷却Fr原子の生成・輸送・トラップ
図 2.3で示した光学トラップを用いた測定系を利用するためには、事前にレーザー冷却で原子を
冷却したあと、蓄積用MOTに Fr原子を導入する必要がある。また、測定に用いる Fr同位体を選
定する必要がある。
Frは放射性元素で、最も長い寿命を持つ同位体の半減期でも 22分であり、寿命が 1分に満たな
い短寿命の同位体が多い。また、自然に存在している Frで、実験で使用可能な量を確保すること
は難しい。ただし、加速器からのビームを利用した核反応により、その生成が可能である。生成
可能な Fr同位体の中から、冷却 Fr原子として利用可能な同位体を選定し、実際に冷却 Fr原子を
得るための装置の概要を示す。
*3ANLの Raのグループ [42]では、光ピンセットから測定用の光格子への移行過程が問題となっている。ANLでは
移行時に 1次元MOTを用いて解決を試みたが、そもそも EDM測定では、磁気シールド内部に余計な磁場が存在しな
いようにと、MOTを磁気シールド外に出して光ピンセットを用いていることを考えると、今後磁場を使わない別の方
法を導入する必要がある。
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図 2.4: Fr-EDM測定計画の全体像。不安定元素である Frを生成するために、CYRICの AVFサ
イクロトロンで 100 MeVに加速した 18O5+ビームを、金ターゲット入射し、18Oと 197Auの核融
合反応により Frを生成する。生成した Frは金表面からイオンとして引き出され、イオンとして
ビームライン中を輸送され、イットリウム標的を用いた中性化器でイオンから中性原子に変換さ
れる。Fr原子はレーザー冷却・トラップ技術により冷却 Fr原子としてMOT中に蓄積される。そ
の後MOTから光双極子力トラップ（ODT）へトラップを移行し、光ピンセット技術により磁気
シールド内部の測定領域に移される。最終的にODT中に保持されたまま電場と磁場を印加され、
ラムゼー共鳴法により EDM測定が行われる。
この冷却 Fr原子を得るまでの装置まで含めた装置の全景について、図 2.4に示す。
2.2.1 生成反応
加速器の種類や加速可能なエネルギーにより生成方法はいくつかあるが、アメリカの SUNYお
よびイタリアの LNLの両研究施設では、酸素 (18O)と金 (197Au)の融合反応によって Frを生成し、
毎秒 106個の供給を達成している [57] [58]。今回、Frの生成反応としては、SUNYおよび LNLで
実績のある 18O+197Au!215 xFr+xnの反応を用いた。
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2.2.2 冷却 Fr原子の生成
Frを大強度で生成するために、CYRICにおいて、レーザー冷却 Fr生成工場を建設中である。こ
の装置では、加速器を用いて放射性元素の Frを大量生成し、レーザー冷却・トラップ技術を用い
て Frを冷却原子集団として得ることを目指している。
レーザー冷却 Fr生成工場
実験装置は 3つの実験室に分けられている。
1. 放射線管理区域の第 5ターゲット室の 51コースには大強度 Frイオン源とビーム輸送系。
2. 第 5ターゲット室下流の中性子飛行間室 TOF室には Fr中性化装置、レーザー冷却 Frトラッ
プ装置および EDM測定装置。
3. 放射線非管理区域には、レーザー光源を準備するレーザー実験室。
TOF室は、もともと、陽子荷電移行反応で生成される中性子のエネルギー測定を行うための飛行
時間（Time of flight, TOF）測定用トンネルとして用いられていたが、今回、この TOF室に Frを
輸送し、トラップする装置を配置する。3つの実験室の全体図を図 2.5に示す。レーザー実験室で
調整されたレーザー光は、150 mの光ファイバーを通して、放射線管理区域内の TOF室に導入さ
れ、レーザー冷却・トラップ用に供給される。以下では、このレーザー冷却 Fr生成工場の各構成
要素についての詳細を述べる。
フランシウムの生成
18O+197Au! 210Fr+5nの反応を用いて Frの生成を行う。10 GHz・ECR重イオン源およびAVF
サイクロトロン加速器によって毎秒  1013個の 18Oのビーム供給を行い、ビームスウィンガーシ
ステムにより斜め上 45度方向から、表面イオン化器内の垂直置き金ターゲットに入射させる。入
射核と標的核の核融合反応により、加熱した金ターゲット中で Frを  107 ppsで生成し、これを
拡散と表面電離によって金ターゲット中から、ターゲット温度程度のエネルギーでイオンとして
引き出す。融解型金ターゲットの安定運用により、ターゲット中で拡散にかかる時間を、固体時
の数 10秒から数ミリ秒単位まで短縮する。ターゲットから放出された Fr+は引き出し電極とター
ゲット、集束レンズ間にある電場勾配により、1  5 kVのイオンビームとして引き出される。
詳細は第 3章および第 4章で述べる。
フランシウムイオンの輸送
Fr+ビームは、アインツェルレンズ、偏向電極 (D1)および 3つの静電三連四重極電極 (上流側か
ら Q1、Q2、Q3)からなるビーム輸送系の静電電極群によって、集束されつつ水平方向に方向を
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図 2.5: EDM実験に用いる CYRICの第 5ターゲット室、TOF室、レーザー実験室。AVFサイク
ロトロンで加速された 18Oビームを 51コースで輸送し、第 5ターゲット室の表面イオン化器で Fr
を生成する。生成した Frは TOF室に輸送されて、レーザー実験室から光ファイバーで輸送され
たレーザー光を用いて冷却・トラップされ、EDMの探索を行う。
転換され、10 m程度下流に輸送される（図 2.6）。垂直置きターゲットから鉛直上向き方向に引き
出された Fr+ビームは、アインツェルレンズによって形状を最適化され、上流にあるビーム輸送
系に送られる。このアインツェルレンズで整形された Fr+ビームは偏向電極によって 90度曲げら
れ、水平方向にビームの向きを変えられる。D1は 2枚の電極と、入射および出射口のステアリン
グ電極から構成され、2枚の電極間で 90度方向を変えられて輸送され、ステアリングでビーム軸
を調整される。D1出射後はQ1で集束される。Q1、Q2、Q3の 3つの静電三連四重極電極は、そ
れぞれ垂直方向、水平方向の 2軸、計 4枚の電極を 3セット並べたもので構成され、これにより 2
軸方向の速度成分の集束を可能にしている。輸送系の各所には SSDおよびファラデーカップから
なる診断系が配置され、ビームの個数またはカレントを調べることを可能としている。
フランシウムイオンの中性化
ビーム輸送系で輸送された Fr+ビームは、中性化器に入射され、イオンから中性の原子の状態
に変換される。中性化するためにはいくつか方法があるが、本装置では、仕事関数の低い金属い
イットリウム (Y)の表面を利用した方法を用いている。Yは Frのイオン化ポテンシャル (EIP = 4:08
eV)より低い仕事関数 (EWF = 3:0 eV)を持つため、Frはイオンではなく原子として Y表面から放
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図 2.6: 文献 [59]より引用：ビーム輸送系のQ電極 (左)および偏向電極 (右)。Q電極は同設計のも
のを 3つ設置し、偏向電極 (D1)で 90度曲げられた Fr+ビームを集束しつつ下流に送る。
出される割合が大きくなる。そこで、Y表面に Fr+を付着させ、Yを加熱することで Frを原子と
して放出させる。中性化に用いるイットリウム標的について図 2.7に示す。
図 2.7: 中性化のためのイットリウム（Y）標的。回転アームの先に取り付けられた薄い金属膜で、
電流を流すことで加熱する。表面に Fr+ビームを入射させて付着させ、Y標的を加熱して Fr原子
として放出させる。
フランシウム原子の蓄積
中性化した Fr原子を、3次元的なレーザー冷却および磁場を組み合わせたMOTで蓄積する。現
在用いているのは、ガラスセル型のMOTである。ガラスセル内壁面に原子が付着しにくくなる
ようなコーティングを施し、中性化器で導入口をトラップ時に塞ぐことで、原子のセル内部での
閉じ込めを可能にしている。図 2.8に、ビームラインに接続された Fr原子のMOT装置を示す。
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図 2.8: Fr原子のMOT装置。中心にあるのがガラスセルで、中性化器のアームでガラスセルの入
り口を覆うことで、内部に Fr原子を保持する。
2.2.3 生成可能な同位体
図 2.9は、エネルギー 100MeVの 18Oビームと 197Au標的における統計モデルによる核融合反
応で生成される RIの種類と収量を示す。この核融合反応では、18O+197Au! 215 xFr+xnの反応
によって励起核 215Frを経由して Frの同位体が生成される。
また、18O5++197Auの反応によって生成できる質量数A = 210前後の Frの同位体のうち、寿命
が長いものについて表 2.1に示す。
表 2.1: 質量数A=210前後の Fr同位体の寿命と主な崩壊 粒子のエネルギー。[60] [61]
半減期 1=2 崩壊する確率 粒子のエネルギー 粒子のエネルギー分岐比
213Fr 34.8 s 99.5 % 6.775 MeV 99.78 %
212Fr 20.0 min 43 % 6.264 MeV 37.5 %
6.337 MeV 10.2 %
6.383 MeV 24.0 %
6.406 MeV 22.0 %
211Fr 3.10 min 87 % 6.537 MeV 99.9 %
210Fr 3.18 min 71 % 6.545.0 MeV 99.9 %
209Fr 50.5 sec 89 % 6.646 MeV 100 %
208Fr 59.1 sec 89 % 6.641 MeV 100 %
207Fr 14.8 sec 95 % 6.767 MeV 95.0 %
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図 2.9: E18O = 100 MeVの 18Oと 197Au標的における統計モデルによる核融合反応で生成される
RIの種類と収量
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2.2.4 測定同位体の選定
EDM測定に用いられる同位体は、生成してから測定が終了するまでかかる時間を超える寿命を
持つことが必須となる。Frの生成から測定までの所要時間の見積もりを、表 2.2に示す。測定終
表 2.2: 各装置における所要時間の見積もり。光格子では一回の測定を行うために必要な準備時間
を含めての時間の合計、MOTでは十分な数の蓄積に要する時間を考慮している。
装置 通過時間 [ms]
表面イオン化器  4
ビーム輸送系 0.2
中性化器 > 104
MOT (蓄積) > 104
光双極子力トラップ (輸送) 103
光格子 (測定) > 104
了までにかかる時間は、他装置に比べて相対的に長いと予測されている中性化器での滞在時間に
依存するが、この滞在時間を 10秒とすれば、測定終了までせいぜい 30秒強しかかからないこと
になる。よって、寿命が数分の Frの RIの中で、18O+197Auの反応で生成量が最も多いと推測さ
れている、210Frを測定対象の Fr原子として選定した。
2.3 研究の目標
本研究では、電子EDMの増幅度が大きいフランシウム (Fr, Z = 87)を用いて、T対称性の破れを
通してCP対称性の破れを高感度に検出することを目指す。最終的には、ThO分子を用いて与えら
れた現在の電子EDMの上限値 8:910 29 ecm (90%C.L.) [14]を超える世界最高精度 510 29 ecm
前半での電子 EDM探索実験を可能にすることが必要である。
本研究では、以下のような利点を用いて、この高感度測定を可能とする。
1. 増幅度 Kの大きな Fr原子の利用
2. 測定感度の向上のため、レーザー冷却・トラップした極低温原子を利用
3. 原子の精密分光による EDM信号の抽出
これらの測定技術を確立するため、本研究では以下のことに取り組んだ。
1. 測定対象として Fr原子を利用可能にする、大強度 Fr生成装置の開発。これは、測定個数N
を増やすために重要である。また、相当回数にのぼると推測される n回の測定の間、装置を
安定して動かすために必要である。
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2. 非共鳴光トラップである光双極子力トラップの開発および冷却原子の捕獲。これは、コヒー
レンス時間 Tを伸ばして測定感度を高め、多数の個数の冷却原子の捕獲・保持を可能にする
ために重要である。
3. 冷却原子の精密分光のためのラムゼー共鳴法の開発。これは、微小な EDMによるシフトを
精密測定するために必要不可欠な技術である。
以上の 3つの実験技術を確立するとともに、これらを用いた EDM探索実験において予測される
誤差について具体的な検討を行い、jdej < 5 10 29 ecm領域での電子 EDM探索を可能とする、冷
却フランシウム原子を用いた測定手法の確立を目指す。
これらの研究目的の設定について図 2.10にまとめる。
図 2.10: 本研究の目的を示す。冷却フランシウム原子を用いた EDM探索に向けて、要求される測
定精度を達成するために必要な数字、これを達成するために必要な実験技術と、この実験手法の
確立のために開発した実験手法を示す。生成・トラップ・測定の 3つの技術の原理を実証すること
で、冷却不安定原子を用いた EDM測定を可能とする。
本論文では、3章で Frの大強度生成について、4章でレーザー冷却および光双極子力トラップ
の開発について、5章で精密分光技術であるラムゼー共鳴法の開発について述べ、6章でこれらの
技術を用いて達成可能な Fr原子を用いた EDM測定の到達感度について、また、精密測定に向け
た課題について述べる。
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第3章 大強度フランシウム生成
EDMの測定精度を支配する重要な要素は、測定対象となる Frの蓄積個数である。放射性元素
である Frは核融合反応を用いて生成されるため、Frの生成個数および生成領域からの Frイオン
の引き出し効率を大きくする必要がある。本章では、高い収量と引き出し効率を可能としたター
ゲット融解型表面電離型イオン源の設計・開発・性能評価に関して述べる。
3.1 Fr生成の方法
3.1.1 不安定核の生成と引き出し
一般に、加速器を用いた短寿命核の生成およびオンライン同位体分離においては、様々な原子
核反応が用いられる。しかし、有限の反応断面積により生成量は限られ、また、目的の核種以外
に多くの核種が同時に生成される。そこで要求される性能として、高い引き出し効率（=引き出
し収量 /生成個数、単位は pps*1）を有し、迅速に引き出すことが可能で、かつ特定の同位体を選
択的に引き出すことができるものが必要となる。これらの性能実現のために、標的やイオン源に
様々な工夫をこらした装置が開発されている。オンライン同位体分離（ISOL）用イオン源におけ
る必要な設計指針として以下の点があげられる。
 不安定核の生成・移送・イオン化の過程で、漏れや長い滞留時間による核崩壊等で、損失が
ないような構造。
 高温となる部分では、コールドスポットを作らないよう、また、閉じ込め領域の壁面との衝
突時間が長くならないよう、高温かつ均一な温度の実現。
 効率よくイオンを引き出す電極形状。
 引き出したビームの小エミッタンス、小ビームサイズを実現するために、アインツェルレン
ズやビーム集束電極等の最適化。
 良い真空度、不純物の抑制。
Fr (Z = 87)周辺の重い不安定核生成に関して、その手法は、大きく以下の 4つに分類される。
まず、ウラン（U）やトリウム（Th）などの超重核に、500 MeVから 1 GeVの大強度陽子ビーム
を照射して標的核の破砕反応を起こし、その破片核の中から、特定のアイソトープを引き出す方
*1毎秒 個（Particles per Seconds）の略称として用いる。
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法である。この方法による実験としては、CERNの ISOLDE [63] [64]、TRIUMFの ISAC [65]が
あり、生成量としては 108  109 ppsのオーダーである。
次に、超重核を数 10 MeV/uまで加速してターゲットに衝突させて、入射核の核破砕反応を起こ
し、その破片を得る方法がある。理研の BigRIPS実験がこれにあたり、238Uビームを 350 MeV/u
まで加速して使用し、Frではおよそ 104  105 ppsが得られると見積もられている [66]。
これよりは入射粒子のエネルギーは小さいが、数MeV/uの重イオンビームを用いてターゲット
と核融合反応を起こさせ、飛来する生成核を利用する実験もある。KVIの TRIP実験 [67]がこれ
にあたり、206Pbビームと 12C静止ターゲットを用いてラジウム (Ra)を生成している。
これらの他には、あらかじめ別の施設でウラン系列・トリウム系列の長寿命の不安定核を含む
物質を生成して、一回取り出して運びだし、別の真空装置に入れてオーブンで加熱し、原子ビー
ムとして得る方法がある [69]。
重イオンビームを使えば、下流に質量分析磁石を置いて、核種を容易に分離できるという利点
があり、また、核破砕反応では、高い生成断面積を生かして、広い領域のアイソトープについて高
収量を得ることができる。ただし、上記の実験を行うためには、大型の加速器、あるいはウラン、
トリウム、ラジウムなど、高い放射能を持つ物質を安全に取り扱う設備や実験室が必要である。
一方、アメリカの SUNY、イタリアの LNLで進められたのが、上記に比べれば比較的軽い重イ
オン (A = 10  20)をビームとして、重金属 (A  200)をターゲットとして用い、これらの融合反
応により不安定核を生成し、イオン化して取り出す方法である [57] [58]。収量は生成断面積によっ
て制限され、取り出される同位体は取り出し段階で分離できないものの、重イオンを数MeV/uま
で加速可能な加速器があれば、ビームや標的を得ることは比較的容易であり、生成装置をコンパ
クトにすることができる。
3.1.2 表面イオン化器の概要
CYRICでは、K=110の重イオン加速が可能なAVFサイクロトロンを有しているため、SUNY
や LNLの Fr生成用装置を参考に、金ターゲットを用いた融合反応による Fr生成用表面イオン化
器の開発に着手した。本研究で述べる Fr生成用表面イオン化器は、加速器からの 18O5+ビームと
197Auターゲットの反応により Fr+を生成し、表面電離と電場勾配により小エミッタンスビーム
として引き出し、Frを大強度で得る装置である。表面イオン化器の概要は以下の通りである。
1. Frを生成する。
AVFサイクロトロンで、エネルギー 100 MeV、ビーム強度 1 eA程度の 18O5+ビームを金
ターゲットに入射し、次の核融合反応により Frを生成する。
18O + 197Au! 210Fr + 5n
生成された Frは高温に熱せられた金ターゲット中を拡散して表面まで移動する。
41
2. Frをイオンとして金ターゲットから離脱させる。
金の表面に到達した Frは、金の仕事関数と Frのイオン化ポテンシャルの関係で、表面電離
現象により金の表面から 1価のイオンとして電離・放出される。生成された Fr+ は、ター
ゲットの温度程度のエネルギーを持って、ターゲットを囲むオーブン内の空洞に放出される。
オーブンには高温に熱せられた高融点・高仕事関数の金属が用いられ、Fr+が付着した場合
でも、イオンとしての再離脱させることを可能にしている。
3. Fr+を引き出す。
ターゲットから少し離れたところに、小さな径をもつ引き出し電極を設置する。ターゲット、
オーブン、ターゲット周囲に設置された集束レンズなどは数 kVの高電圧に印加され、グラ
ンド (0 kV)に落とした引き出し電極との間の電位差を利用して、Fr+ を小エミッタンスの
ビームとして引き出す。引き出された Fr+は下流に設置された静電電極により集束され、中
性化・冷却・トラップ装置まで輸送される。
4. Frの高効率引き出しを可能にする。
本装置の最も大きな特徴としては、金ターゲットを融解させて使用できることである。これ
を可能にするのが、ターゲット面を鉛直上向きにした垂直置きターゲットと、ビームスウィ
ンガーシステムによって斜め上から 45度から入射される 18O5+ビームの組み合わせである。
これにより、金の流出を阻止し、安定して高い収量と引き出し効率を狙うことが可能になっ
ている。
フランシウムを効率よく生成し、オンラインで短時間に引き出すにあたって、ビームエネルギー、
ターゲットの核種、温度等、最適な値で動作させることが重要である。ここでは、Frの生成・引
き出しの物理過程であるターゲット中での生成、拡散、ターゲット表面における電離、そして表
面における脱離現象について述べて、その最適パラメータを議論する。
3.1.3 フランシウム生成反応
EDM探索実験では、測定 Fr原子数が測定精度に影響するので、Frの大強度供給源の製作が必
要である。Frは原子番号 Z = 87の元素であり、アルカリ金属の中で最も原子番号が大きい元素で
ある。安定同位体は存在せず、最も半減期が長い 223Frでも寿命は 22.1分である。これらの Fr原
子は自然に存在しないため、何らかの方法により生成する必要がある。
EDM探索に用いる同位体を選定する際に考慮すべき点は以下のとおりである。
1. 同位体の寿命
2. 生成量および方法
寿命に関しては、前章で議論したように、生成から測定終了までに 30秒程度かかることが想定
されているため、この時間より十分長い寿命を持つ Frの同位体を生成・トラップする必要があ
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る。この観点から、Frの中でも長寿命核種を持つ原子量 A = 208  213のグループと、原子量
A = 220  229のグループが候補となる [61]。
次に生成方法に関してだが、生成断面積および、CYRICのAVFサイクロトロン（K = 110）に
おける加速核種の供給可能性および標的からの引き出し過程を考慮すると、以下の候補が挙げら
れる。
 18O+197Au! 210Fr+5n
 19F+198Pt! 212Fr+5n
原子量A = 208  213のグループに属する中で、これらの反応で最も生成断面積が大きいのは、前
者では半減期 3.2分の 210Fr、後者では半減期 19.3分の 212Frである。原子量 A = 208  213のグ
ループの生成反応は、SUNYおよび LNLで 210Frまたは 212Frの毎秒 106個程度の生成実績があ
り、CYRICでも、必要な収量を充分達成することが可能であることが利点である。19Fは腐食性
をもつためイオン源や加速器に悪影響を与えることや, 197Auという高い同位体純度の標的素材を
容易に入手できることを考慮し, 18O+197Au! 210Fr+5nの反応にて実験を行った。
上記の反応による 210;211Fr生成断面積を図 3.1に示す。18Oビームの加速エネルギーを 100 MeV
とすると、金ターゲット中でビームが停止するために必要な距離は 30 m程度、Frが生成される
のはビームエネルギーが 75 MeVに減衰するまでの 8 m程度の距離においてである。本装置で
図 3.1: 210;211Frの生成断面積。横軸はビームエネルギーMeV、縦軸は生成断面積mbである。赤
点は実験値 [70]で、誤差は 20%である。緑色はこの実験データに対し最小二乗法でフィッティ
ングを行ったものである。フィッティング関数は、75 MeVから 100 MeVまでの領域では実験結
果とよく合うように、ガウス関数に単調増加の 1次関数を加算した関数を設定して用いた。
は、ターゲット面に対して 45度方向から入射したため、生成領域はターゲット表面に垂直に入射
した場合に比べて
p
2倍浅くなり、表面から 6 m程度と予想された (図 3.2参照)。
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図 3.2: 18Oビームを金ターゲットに 45度入射した際の Frの生成領域。表面からおよそ 6 mの深
さまでで Frが生成され、垂直入射した場合に比べて生成深さは 1=
p
2倍までの領域となる。
3.1.4 拡散
融合反応によって金中に生成された Frは拡散によって金表面に移行する。巨視的に、ある物質
中を粒子が拡散過程によって移動していく現象を考えた際、拡散過程は、密度の変化は各部分に
おける流入と流量によって生じるという連続の式、
@C
@t
+ rj = 0 (3.1)
と、拡散による濃度が時間に関して変わらない時に使われる、拡散物質の流れは密度勾配に比例
することを表したフィックの第一法則
j =  D@C
@x
(3.2)
をあわせた拡散方程式
@C
@t
= Dr2C(r; t) (3.3)
に従う。ここで C(r; t)は物質中の与えられた位置における時間 tでの体積当たりの拡散粒子の密
度、Dは拡散定数、jは拡散束または流束 (flux)といい、単位時間当たりに単位面積を通過する粒
子の量を表す。なお、拡散定数は温度に依存し、
D(T) = D0exp

  Ec
kBT

(3.4)
と書き表される。ここでD0と Ecはアレニウス係数である。多くの金属で、固体の場合の拡散定
数Dは融点付近でおおむね 10 8cm2/sの値をとる [73]。
拡散方程式の解析解 [72]から、拡散により無限に広がる厚さ dの物質中から粒子が t秒後に表
面に移行する確率は、
"d(t) = 2
r
tD
d2
tanh(
r
d2
4tD2
) (3.5)
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と表される。
さて、この拡散現象を微視的に見れば、ブラウン運動で知られるランダムな運動であり、原子
のある位置から他の位置へのジャンプの連続によっておこる。これは、原子は熱運動によって結
晶中の平衡位置のまわりを振動しており、この振動が非常に激しくなるときが時折あり、原子が
その位置を変えることができるためである [73]。拡散定数Dと原子のジャンプの頻度  と原子の
質量には、
D(M1)
D(M2)
'  (M2)
 (M1)
'
r
M2
M1
(3.6)
の関係があることから [74]、Au 金属中の Au 原子の拡散係数 (自己拡散係数) [75] を用いて
T=1000℃での金中での 210Frの拡散定数Dの値を導出できる。ここでD(M1)とD(M2)は質量M1
とM2を各々もったアイソトープの拡散定数である。ターゲット内で移動する平均距離はdx = 2
p
Dtd
で与えられる。ここで、tdは移動にかかる平均時間である [76]。
さて、原子が移動する物質が固体と液体の場合では、拡散現象は異なる。文献 [79]によると、
融点付近での液体中での拡散定数Dl(T)は、粘性係数 を用いて
Dl(T) =
kBT
6r
(3.7)
とかける。は以下のように液体の表面張力 lvを用いて
(T) =
16lv(T)
15
r
M
NakBT
(3.8)
と書ける。なお、Naはアボガドロ係数である。よって、式 3.7は
Dl(T) =
5kBT
32rlv(T)
r
NakBT
M
(3.9)
と書き表される。文献 [79]では、融点における液体の金の拡散定数Dl(Tm)を1:89  2:8010 9m2/s
と報告しており、金中の Frの拡散定数が、式 3.6より、この値とオーダーで違わないことを考えれ
ば、文献 [38]で推定された固体の金中での Frの拡散定数D(T) = 6:1 10 9 cm2/s (T = 1000C)と
比べて、液体中の Frの拡散定数は 3桁程度大きい。式 3.9で求められるDl(Au) = 2:5010 9 m2/s
を用いると、Frの拡散定数はDl(Fr) = 2:4  10 9 m2/sとなり、ターゲット中のもっとも深い場所
( 5:8 m)で生成した Fr原子では、表面との距離を移動するのにかかる時間は td = 3:6 msと見積
もられる。固体の金ターゲットを用いた場合、温度 1000 Cで同距離を移動するのにかかる時間
が td = 14 sと見積もられ、仮に、融点（1063 C）付近まで温度を上げても、式 3.4より、1000C
の場合の半分程度の時間はかかると見積もられることを考えれば、金を融解させることで、ター
ゲットからの引き出しにかかる時間は大幅に短くなる。
3.1.5 表面電離現象
Fr原子のイオン化原理として、金属表面上でのアルカリ原子の表面電離を利用した。その原理
を図 3.3に示す。Fr原子が金属表面に接近すると、Fr原子の波動関数が金属表面の電荷密度と重
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なって複合系のポテンシャルを形成する。Fr原子から見れば、そのエネルギー準位が下がること
になるので、Fr原子中の電子は、原子・金属表面間にポテンシャル障壁を介した一種の共鳴状態
を作る。Fr原子中の電子が金属表面へ移行して Frイオンとなっている状態と、中性の Fr原子と
なっている状態の間に熱的平衡状態が成立している場合、イオン状態の密度 niと原子の状態の密
度 n0の比 は、Langmuirの式より次のように表せる [77]。
 =
ni
n0
=
gi
g0
exp(
EWF   EIP
kBT
) (3.10)
ここで、gi、gaはそれぞれイオン及び中性原子の統計的重率で、全角運動量 Ji;0状態から得られ、
アルカリ金属では gi = 1、g0 = 2である。EIPは原子のイオン化ポテンシャル、EWFは金属の仕事
関数、Tは金属表面温度、kBはボルツマン定数である。イオン化効率 は
 =
ni
na + ni
=

1 + 
(3.11)
と表せるので、(3.7),(3.8)式より EIPに比べて EWFが十分に大きければ、高いイオン化効率が得ら
れることが分かる [38]。標的として使用する金の仕事関数 EWFが 5.15.5 eV以上なのに対し、Fr
のイオン化ポテンシャルは 4.07 eVであるので、融点付近での金ターゲットの温度でのイオン化効
率はほぼ 100%であると予想される。ただし、この見積もりは金属表面が清浄であると仮定した場
合であり、仕事関数は表面状態に依存して容易に変化する。
図 3.3: 表面電離の原理。原子と金属表面が接近することでポテンシャル障壁が低くなり、電子の
移動が起こりやすくなる [80]。
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3.1.6 表面からの脱離
金の表面に拡散してきた Frは、離脱直前は表面に付着したような状態になる。壁面と熱平衡と
なった吸着原子は壁面原子から熱エネルギーをもらって、ポテンシャルを脱する効果は脱離現象
と呼ばれている [78]。したがって、ある程度の時間、粒子は金表面上に滞在すると考えなければ
いけない。吸着原子の密度Naの時間変化は、表面への入射束がない場合には、
dNa(t)
dt
=  RdNa(t) (3.12)
と表される。Rdは脱離速度と呼ばれ、
Rd = d exp
 
 Ed
kT
!
(3.13)
と書かれる。dはポテンシャル中での粒子の振動数に比例する量で、内部自由度に対する分配関
数や熱平衡分布関数を含んでいる。Edは脱離のための活性化エネルギーで、ポテンシャルの深さ
にほぼ等しい。吸着 Fr原子の平均のターゲット上滞在時間 dは以下のように推定される。
d =
1
Rd
(3.14)
温度が下がれば dは急速に大きくなるため、脱離という点のみを考慮するなら、温度が高い方が
良いことがわかる。
金表面から脱離した Fr+は金表面の温度程度のエネルギーを持って発散し、その速度分布がボ
ルツマン分布に従うとすると、1000Cでの平均速度 vaveは 361.6 m/sで、運動エネルギーとして
0.14 eV程度となる。金表面から離脱した Fr+は、ターゲット、オーブンと引き出し電極との間の
電場勾配を感じて加速され、ビームとして整形されて表面イオン化器から引き出される。
3.2 表面イオン化器の特性
3.2.1 開発目標の設定
最終目標を EDM測定からの要請される収量を考慮して設定している。測定個数は見積もりで
は 106個程度必要なため、まず、10秒の蓄積で 106個程度のMOTにおける捕獲を達成すること
とする。表面イオン化器からODTまでのロスを考慮して、トラップ効率を引き出し個数の 1%と
すると、毎秒 1 107個の生成が必要となる。そこで、引き出し効率 30%、最大引き出し収量毎秒
107個 (pps)以上（18O5+ビーム 1 pAのとき）を達成することを目標とした。
3.2.2 垂直置きの上向きターゲット
標的の向きと入射方向については、垂直置きのターゲット面が上を向いた金標的を用いた。こ
のために、以前は中性子生成に用いられていた、(p,n)反応用ビームスウィンガーシステム (図 3.4)
を転用し、一次ビームを斜め上 45度方向から、金標的に入射させた。
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図 3.4: 45度のビームスウィンガーシステムと表面イオン化器。一次ビーム 18O5+を上向き金ター
ゲットに 45度方向から入射し、ターゲットから垂直方向に Fr+を引き出す。
この方式の最大のメリットは、金ターゲットが融解しても流出を阻止できるという点である。こ
れにより、金の融解を気にすることなく大強度の一次ビームを照射することが可能となり、むし
ろ積極的に融解させるような融解型金ターゲットを用いることができるようになった。この融解
型ターゲットは、拡散にかかる時間の大幅な短縮が可能であることが示唆されており、引き出し
効率の向上に寄与すると考えられた。また、ターゲット面の垂直方向からの入射では、表面から
深さ 8 mの行程までで Frを生成していたが、ターゲット面に対し 45度方向から入射することで
浅いところで生成することが可能となった。これにより、拡散にかかる時間をさらに短縮するこ
とができるようになると考えられた。
一方で、このような入射方式は、入射する 18Oのビームがターゲット上では縦方向の一軸が楕
円形に引き伸ばされる。これにより、ビーム輸送時に、ターゲットの大きさに対して、引き伸ば
される方の軸のビームを 1/
p
2倍に細く絞る必要が生じた。ところが、スウィンガーシステム自体
はもともと (p.n)反応用の散乱槽の中心点で強く収束されるようなビームの輸送以外を想定してい
たため、当初はターゲット上で集束することが困難だった。このため、スウィンガーシステム下
流には、ベローズを挟んでビーム診断装置を二つ設置し、これらでビーム形状を確認しながら実
験を行うようにした。上流側はビームビューワーで、下流側はビームビューワーおよびビームス
トッパーを内蔵させた。
本装置のビーム入射口、金ターゲット、および引き出し電極の配置を図 3.5に載せる。表面イオ
ン化器の周辺の装置の配置を図 3.6に示す。
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図 3.5: 表面イオン化器の内部構造のコンセプト図。垂直置きの上向きターゲットに向かって斜め
上 45度方向からビームを入射させ、垂直方向に引き出す構造である。
3.2.3 加熱および温度制御
本装置では、高融点のヒーターによる抵抗加熱を利用するため、タングステン (W)製のヒーター
を用いた。ヒーターの配置は、金ターゲットをオーブンで囲み、オーブンを囲むようにプレート
状に形成したヒーターを配置し、このヒーターで四面からオーブンを加熱するようにし、高温の
オーブンでターゲットを加熱した。このとき、オーブンとヒーターの間は接触を避けて、ヒーター
からの輻射熱でオーブンを加熱した。SUNY [57]や LNL [58]は、ターゲットロッドにヒーター
を巻きつける方式で加熱を行っている。本装置でオーブンの輻射加熱方式となったのは、高温の
オーブンで囲ったターゲットの温度が上がり過ぎないよう、オーブンを高温に保ったたままター
ゲットのみを冷却を行うシステムをターゲットロッドに搭載したためである。
オーブンとターゲットロッドには高い融点を持ち、高い仕事関数を持つ金属を使用した。検討
した材質と、Frと Rbの第一イオン化ポテンシャルについて、表 3.1に示す。オーブンにはイオン
源の材料として実績のあるタングステン、オーブンよりは低い温度での使用を予定していたター
ゲットロッドには、Wより低コストのモリブデン（Mo）を使用した。
また、高温の装置となるため、リークカレントの防止とアウトガス低減を狙って、本装置には
複数の冷却機構を配置した。まず、引き出し電圧を印加する部分をフロートさせるための絶縁碍
子部分と、表面イオン化器の真空チェンバーの外壁に冷却水配管を設けて、外部の冷却チラーを
用いて 1015Cに冷却した冷却水を流した。ただし、オーブンの温度が 1000Cを超えると、チ
ラーの冷却能力が限界となり、チェンバー表面と冷却水の温度が上がり始めたため、チェンバー
の近くに送風機を置き、風を表面イオン化器に向けて当てることで冷却を助けた。
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図 3.6: 表面イオン化器の周辺の装置と寸法。図面の左斜め上のスウィンガー磁石から 18Oビーム
が入射する。
ターゲットの 5 mmほど下方およびオーブンの外壁側面に、1000C以上の高温でも温度測定が
可能なタングステン・レニウム熱電対 (W/Re 5-26)を配置して温度を管理した。また、ターゲット
冷却用ファン近くの真空チェンバー外壁表面にも熱電対を配置し、真空チェンバーの温度を管理
できるようにした。なお、以下ではターゲット直下の温度は Tc、オーブン直下の温度は Tsと表記
する。
3.2.4 引き出し方法
Fr+ビームを高効率で下流へ輸送するために、表面イオン化器では、ターゲット・オーブンに数
kV、引き出し電極を 0 kV(グランド)に印加し、Fr+イオンを小エミッタンスのビームとして整形
して引き出すことが必要である。本装置では、金ターゲットと垂直な方向に引き出し電極を配置
し、金ターゲットから鉛直上向き方向にビームを引き出した。
この部分の設計にあたっては、ターゲットと引き出し電極の形状、配置に関して、低密度プラ
ズマ型イオン源のようにオーブンに閉じ込める「オーブン型」と、固体放出面を用いる表面電離
型イオン源に多く見られた「直接引き出し型」の 2方式を比較・検討した。ビームの引き出しに
あたっては、ターゲット・オーブンを 5 kV、引き出し電極を 0 kVに印加して使用することを想定
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表 3.1: 表面イオン化器に用いることを検討した金属の性質（左表）および Frと Rbの第一イオン
化ポテンシャル（右表）
元素 仕事関数 [eV] [71] 融点 [K]
W 4.32  5.22 > 3000
Mo 4.36  4.95 2896
Ta 4.00  4.80 3290
Ir 5.00  5.67 2739
Au 5.1  5.5 1337
元素 第一イオン化
ポテンシャル [eV]
Fr 4.07
Rb 4.18
した。
オーブン型は文献 [38]で開発されたプロトタイプの表面イオン化器で用いられた方式で、オー
ブン内に積極的に粒子を閉じ込め、オーブンの出射口から染み込む微小な引き出し電場に捕捉さ
れたイオンを、出射口と引き出し電極間の電場によって加速・ビーム整形し、引き出す方法であ
る。一次ビーム導入口などの開口部には円筒形の追い返し電極を配置し、引き出し電圧よりもさ
らに数 V程度高い電圧を印加して、イオンが外にでないようにする。
直接引き出し型は SUNYや LNLで用いられた方式で、ターゲットの横に集束レンズを配置し、
このレンズとターゲットに 5 kV印加する。そして、レンズからターゲットにかけての面とグラン
ドの引き出し電極の間に、なだらかな電場の傾斜をつくり、この傾斜でイオンビームを整形して
引き出す。
図 3.7: TOSCAシミュレーションに用いたモデルの構造および印加電圧。このモデルにはオーブ
ンは記載されていない。
検討にあたっては、Vector field社のソフト OPERA-3Dに搭載されている、有限要素法によっ
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て計算を行う、TOSCA静電場シミュレーションを使用し、2モデルの代表的な構造を作成して、
Fr+がターゲット表面から電極によって引き出されるまでを可視化してそれぞれの引き出しに関す
る傾向を評価した。表 3.2にその結果をまとめ、また、典型的な引き出しの様子として、図 3.8に
オーブン型、図 3.9に直接引き出し型を記載した。また、図 3.8の右図、3.9の右図は 2方式それぞ
れの典型的なモデルから、設計を微変更したもので、典型的モデルとの比較のために載せた。いず
れの図でも、青色背景はシミュレーション空間、黄色が 5 kV印加した金ターゲット、緑色が 0 kV
の引き出し電極で、オーブン型の黄緑色が 5 kV印加のオーブン、直接引き出し型の紫色が 5 kV
印加の集束レンズ、そして橙色の線が Fr+ビームである (図 3.7参照)。また、いずれの図にも等電
位線を記した。ただしそのレンジは異なり、直接引き出し型は 0  5 kV、オーブン型は 0  10 V
である。
図 3.8: オーブン型の構造。出射口近くの電場に捉えられたものだけが引き出される。ターゲット
形状を変化させた場合も引き出されるビームの形状は変わらない。
図 3.9: 直接引き出し型。全ての粒子が等電位面に沿って引き出される。ターゲットを小さな凹型
湾曲面から水平に変化させると、等電位面の変化によってビーム形状が変わる。
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表 3.2: オーブン型と直接引き出し型の比較
パラメータ オーブン型 直接引き出し型
電離後の運動エネルギー エネルギーが大きい粒子は、引
き出されずオーブン壁面に衝
突するもの、エミッタンスが
悪くビーム輸送中に失われる
ものが出てくる
ほとんど影響なし
ターゲット表面からの放出角
度
位置、エネルギー、角度によっ
ては引き出されずオーブン壁
面に当たる粒子が出てくる
放出位置によって多少影響が
見られ、とくに端部で拡散方
向の運動量をもつ粒子が発生
することがある
液化によるターゲットの変形 ほとんど影響なし 理想的な形状から変化した場
合、エミッタンスが悪化
引き出し電極の口径 大きくすれば収量が増えてエ
ミッタンスが悪くなる。小さ
くすればその逆が起きる。
ビーム形状に影響はない。電
極径を小さくしてもエミッタ
ンスはあまり改善されない。
外部からの電場の染み込み 引き出し電極径が小さいとき
に影響が出る。
影響がターゲット近傍に及ば
ない限り、収量と引き出しに
ほとんど影響はない。
オーブン型のメリットは、ターゲットの形状が変形しても引き出しに影響しないことで、ター
ゲットの融解を気にせず使用することができる点である。一方でデメリットとして、引き出し電
場の染み込みが弱く、入射ポート他、外部からの漏れ電場の影響を受けやすい点がある。オーブ
ン型を用いる場合は、引き出し電極の径を小さくすればエミッタンスを良くできるが、反面収量
の減少が予想されるため、最適値を見つける必要がある。
直接引き出し型のメリットは、電離後のイオンのエネルギーが引き出しに影響せず、表面で発
生した粒子はすべて引き出すことができる点である。一方でデメリットとして、ターゲットの変
形で引き出すビーム形状が変化し、輸送に影響がでてしまう点である。直接引き出し型を用いる
場合は、ターゲットの変形も考慮し、レンズの傾きや引き出し電極の形を最適化していく必要が
ある。
検討の結果、引き出し収量を重視して、まず後者の直接引き出し型を採用し、イオンの引き出
し実験の結果次第で後日「オーブン型」に改造することができるような構造とした。具体的には、
引き出し電極およびオーブン周辺を最適なものに後から入れ替えることを想定していた。
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3.2.5 ターゲットとオーブンの設計
ターゲットは12.5 mmで、13 mm、厚さ 1 mmの金の板を、モリブデン製のターゲットロッ
ドに押し付けてターゲット面を変形させて使用した。ターゲットを下および横から覆うようにタ
ングステン製のレンズを置き、電場を整形してビームの集束を行った。その後、ターゲットロッド
とレンズの間の溝へ金の流出が発生したため、13 mmの内径のるつぼ型のターゲットホルダー
に、13 mmの金をはめ込む形に変更した。
オーブンは 30 mmとし、ターゲットを囲むように配置された。構造としてオーブン型を採用
しなかったため、ターゲットに近すぎるとオーブンからの電場が悪影響を及ぼす可能性を考慮し、
ターゲットからはやや距離のある配置となった。
引き出し電極の口径は  6 cmとした。引き出し電圧 (VA)は 5 kVまで印加でき、ターゲット・
オーブン・熱反射板を高電圧に印加し、引き出し電極を 0 kVに落とす構造とした。ドリフトス
ペースの長さは 170 mm、内径 12 mmで、ビームを集束する目的で 2つのアインツェルレンズを
配置した。一つ目のアインツェルレンズ L1（印加電圧 VL1）は内径 14 cm、長さは 1 cm程度で、
二つ目のアインツェルレンズ L2（印加電圧 VL2）もアインツェルレンズ L1とほぼ同じ大きさで
あった。ターゲットから引き出されたビームは L1の前で一回交差し、L1で平行ビームにされ、L2
で集束を図るように運用された。二つのアインツェルレンズにはそれぞれ 5 kVまで印加が可能と
した。これらの内部構造を図 3.10、表面イオン化器の加熱部・引き出し電極、レンズ部の外観を
図 3.11示す。上記の加熱部、引き出し部の装置は真空チェンバー内に入れ、チェンバーにはいく
図 3.10: 引き出し部の構造とビーム輸送の様子
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図 3.11: 表面イオン化器の加熱部・引き出し部の外観。写真中央の熱シールドでオーブンを囲み、
その上に配置されている金属のフード部分でアインツェルレンズを覆っている。
つかポートを設けて上流・下流および真空排気系の接続に対応した。図 3.12に表面イオン化器の
真空チェンバーを示す。
図 3.12: 表面イオン化器の真空チェンバー外観
オーブン、ターゲットロッドはそれぞれ真空チェンバーの下から取り外すことができるように
なっている。取り外しを可能にするために、表面イオン化器の高さおよそ 63 cmのうち、下側に
30 cmの空間を設けた。
ビーム入射ポートとしては、ICF70のポートを 45度方向のビーム入射口として左右対称に配置
し、片方から 18Oビーム、反対側から Rb原子ビームの入射を行った。それぞれのポートにゲー
トバルブで真空を区切り、表面イオン化器の真空を保ったまま、上流側のビームラインや Rb原子
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ビーム源の取り外しを行った。また、ICF114ポートで接続される表面イオン化器上部にはビーム
診断装置を設けた。
加熱部分は専用の真空チェンバー内部に配置され、排気量 300 L/sのターボ分子ポンプ (TMP)1
台 (後に 2台に増強)、およびロータリーポンプで真空引きを行った。非加熱時に 10 5 Pa程度、加
熱時に 10 4 Pa程度に真空を保った。ロータリーポンプにはアイソレーションバルブを取り付け、
停電時の油の逆流を防いだ。
3.2.6 Rb原子ビーム源
表面イオン化器ならびにその下流のビーム輸送系・中性化器の開発において、マシンタイムの
限られた時間内で全ての性能評価を行うのは困難である。そこで、フランシウムと化学的性質が
似ていて、比較的質量数がある重い安定アルカリ原子のルビヂウム (Rb)を用いて、加速器を使わ
ない時間に動作試験やパラメーターサーチを行うための装置が、このRb原子ビーム源である。こ
の装置は、表面イオン化器の 18Oビーム入射口と対称に位置する入射口に設置される。図 3.13に
構造を示す。
図 3.13: Rbオーブンの構造
Rb原子ビーム源は、安定アルカリ元素であるRbをオーブン内で加熱、気化させて中性原子ビー
ムとして引き出し、この系の下流に設置する表面イオン化器の 12.5 mmの金ターゲットに 45度
方向から入射する。なお、この Rb原子ビーム源を表面イオン化器に接続すると図 3.14のように
なる。
この原子ビーム源の構成は、上流から順に、アンプルホルダー、リサイクルオーブン、ベローズ
管、排気量 70 L/sの小型ターボ分子ポンプ付きのポンプポートチェンバー、ビューポートチェン
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図 3.14: Rb原子ビーム源の表面イオン化器への接続。
バー、原子ビームシャッター、ゲートバルブとなっている。基本的な構造は、東京大学大学院総合
文化研究科相関基礎科学系の鳥井研究室で稼働中の 60度入射リサイクル Rbオーブンを参考にし
た。Rbはガラス密閉容器に封入してあるもの（Rbアンプル）を購入して使用した。アンプルは
ベローズ付きのアンプルホルダーに挿入してRb原子ビーム源に装着し、真空を引いた後でベロー
ズを折ってガラスを割り、加熱してオーブン側に Rbを移動させた上で、オーブンを加熱して使用
した。リサイクル Rbオーブンは、160C程度に加熱されたオーブン内で Rbを気化し、2枚のス
リットを通してビームとして引き出せる構造である。1枚目のスリットはブランクガスケットに穴
を開けてスリットとして使用し、2枚目は 5 mmでの固定スリットとなっていた。この際、1枚
目のスリットは穴が塞がらないように常時 150Cに加熱する一方、2枚目のスリット周辺は冷却水
による冷却を行い、スリットを通り抜けられずに付着した Rbが冷却、液化されるよう考慮した。
この Rb液体は重力によって下方に向かう配管を通って加熱部に戻る構造で、Rbの再利用が可能
になるようにした。
Rbオーブンの下流にはベローズを置いてアラインの微調整を行うようにし、ターゲットのサイ
ズに合わせて 8.5 mm程度)に整形した細いビームを、 12.5 mmの金ターゲットに向けて精度
よく入射することを可能にした。ビューポートチェンバーには、レーザー実験室からファイバー
で輸送した、Rbの共鳴レーザー光を、レーザー光入射ポートの窓から原子ビームに照射し、その
蛍光をCCDカメラで見ることができるようにした。これにより、必要なときに Rb原子ビームの
大まかな強度を測定できるようになった。ビューポートチェンバーの下流には、原子ビームを遮
ることのできるシャッターを備え、これにより表面イオン化器金ターゲットから飛来するイオンの
ビームにおいて、Rb+由来のカレントを判断できるようにした。
Rbは大気中の酸素および水蒸気と激しく反応するため、Rbオーブンの真空を破ると挿入され
ていた Rbアンプルは使用不可能になり、その都度チェンバーを解体・洗浄して、再度新しいアン
プルを投入し、ベーキングを行うことが必要となる。これを避けるため、Rb原子ビーム源には、
真空ポンプとゲートバルブを装着し、Rb原子ビームを使用しない時は、この系の真空を下流の表
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面イオン化器と分離して、この系の真空を独立で保持し続けられるようにした。このことにより、
Rb原子ビーム源の寿命を向上させ、また、加速器を使用する実験の際は、Rb原子ビーム源を取
り外して代わりにターゲット視認用のビューポートを取り付けることができるようになった。
3.2.7 Rbビームの質と強度
Rb原子ビーム源から金ターゲットに照射可能な、ビームの質と強度に関する検討を行った。
表面イオン化器の金ターゲットの径は 12.5 mmなので、Rb原子ビーム源は 45度入射である
ことを考慮して、ターゲット上に入射させた Rb原子ビームが全て当るように、Rb原子ビーム源
内に配置するスリットの配置と径を考慮した。Rbオーブンに備え付けの既存スリット（5 mm）
だけではビームが広がりすぎるので、複数個所に ICF70の銅ブランクガスケットに穴をあけてス
リットとして使用した。
このとき、ビーム径が決めるスリットの径とその間隔、およびターゲットまでの距離について
の検討を図 3.15に記載する。2枚のスリットを用いたとき、上流側のスリット (径 d1)から距離X1
図 3.15: スリット位置によるターゲット上のビーム径の計算。もっとも上流側および下流側の 2枚
のスリットによってビーム径を決められる
のところに下流側のスリット (径 d2)を置き、X2のところにターゲットを置くとすると、
X1 : d1 +
d2   d1
2
= X2 : R +
d1
2
(3.15)
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より、ターゲット上でのビーム径 Rは、
R =
(d1 + d2)X2
2X1
  d1
2
(3.16)
となる。これに基づいて決定した Rb原子ビーム源のスリットの位置と対応する番号について、図
3.16に示す。スリットは固定のものも含めて 4枚用いることにし、上流から順に d1  d4とした。
d1、d4に 2.9 mmのスリットをおいたため、ビーム径はターゲット上で 8.7 mmとなると推測
された。また、d4を抜けられなかった Rbがポンプポートを汚すのを防ぐため、d3にも 2.9 mm
スリットを入れた。なお、ビーム流が一様であると仮定すると、4枚のスリットを通るビーム流量
比は、d1 : d2 : d3 : d4 = 103 : 102 : 2 : 1であった。このスリットの径を用いて、ターゲットに入射
図 3.16: Rb原子ビーム源のスリットと加熱箇所。水色の丸は熱電対の位置である。
する Rb原子ビームの流量を計算した。
T[K]に加熱されたオーブン内の圧力 P (Pa)は、
log10Psat = 9:318   4040T (3.17)
である。このとき、Psat = nkBTである。3次元ガスの原子 (質量M)の平均速度 vaveは
vave =
 
8

kBT
M
!1=2
(3.18)
である。このとき、kBはボルツマン定数である。オーブンのスリット（面積A1）から 1秒間に出
社される流量は
	a =
1
4
nA1vave (3.19)
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である。距離 d離れたスリット (面積A2)でさらに区切ったとき、そのときの 1秒あたりにスリッ
トを通る流量は
	c =
nA1A2vave
4d2
(3.20)
となる [81]。Rbオーブンを 160Cで運転したとき、表面イオン化器のターゲットに入射される個
数は 1.51012 atoms/secと求められた。これがターゲット上で 100%のイオン化されるとすると、
表面イオン化器から引き出されるカレントは最大 240 enAとなる。また、Rbオーブンの最短使用
時間として、リサイクル機能が機能せず、使用時以外は Rbがスリットから流出しないと想定した
場合、Rbアンプル 1 gあたりの寿命は 51時間程度と予想された。
3.3 フランシウム生成・引き出し実験の結果と考察
予備実験の結果を元に、Frの最大収量および各種パラメータ依存性測定のために、生成・引き
出し実験を行った。実験は、東北大学 CYRIC第 5ターゲット室の 51コースにて、スウィンガー
システム下流に表面イオン化器を接続して行われた。
3.3.1 一次ビーム
一次ビームは、100 MeVの 18O5+ビームで、CYRICのAVFサイクロトロン (K = 110)で加速
され、51コースで輸送され、表面イオン化器に供給された。サイクロトロンの重イオン源として、
理化学研究所から移設された ECR重イオン源 (10 GHz ECRイオン源、ECR10)によって一次ビー
ムカレントが向上し、表面イオン化器直前で 2.3 enAを達成した。一次ビームは表面イオン化器
の金ターゲット (12.5 mm、のち 13 mm)上に収まるように整形され、入射角度を 45度に固定
したビームスウィンガーシステムを通して、表面イオン化器の斜め上方向から入射させた。ビー
ムスウィンガー出射後、2つある下流側の診断装置の直後には、銅の 12 mmのバッフルスリッ
トを設置し、ターゲット上に集束しきれなかったビームをカットした。ターゲットにビームを入
射している間、このバッフルスリットに当たっているビームカレントを計測した。図 3.17にバッ
フルスリットを示す。
3.3.2 実験装置セットアップ
バッフルスリットを通り抜けた一次ビームは、高温に熱された表面イオン化器の金ターゲット
に入射され、Frが生成された。Frは拡散と表面電離により金ターゲットから Fr+として放出され、
引き出し電極により最大 5 kVに加速されて、アインツェルレンズ L1、L2でビーム集束・整形さ
れ、表面イオン化器から引き出された。引き出された Fr+ は直後に置かれたキャッチャー付きの
ビーム診断装置 (診断系 1)に入射され、キャッチャーで捕らえられたあとに崩壊した Frの 粒子
の観測を、半導体検出器 (Solid State Detector, SSD)で行った (以後、診断系 1の SSDを「SSD1」
と呼ぶ)。また、診断系 1直後の偏向電極 (D1)との接続部には、15.4 mmの銅のスリットを設け、
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図 3.17: 表面イオン化器直前のバッフルスリット (写真下部の穴の開いた銅板)
D1へ入射するビーム径を制限した。これは、オフラインの Rbビームテストで、アインツェルレ
ンズで集束しきれなかった引き出しビームが当たることによって帯電が発生し、輸送ができなくな
ることがあったためである。診断系のキャッチャーはビーム軸から移動できるようになっており、
このキャッチャーを移動させて Fr+ビームをさらに下流へ輸送することを可能にした。診断系 1直
後のD1で Fr+は 90度曲げられて平行なビームとなり、静電三連四重極電極 (Q1)で集束されて、
二つ目の診断装置 (診断系 2)に入射され、ここに設置された SSD (SSD2)で、Frの崩壊を確認でき
るようにした。
なお、Fr生成実験の際には、Rb原子ビーム源を取り外し、そこにビューポートを設置して、ビ
デオカメラで金ターゲットの様子をモニターしながら実験を行えるようにした。カメラの映像は
実験室からから配線して、管理区域外の計測室で画像をチェックした。
この表面イオン化器の Frの生成および引き出し確認のための実験セットアップを図 3.18、実際
の装置の様子を図 3.19、このうち表面イオン化器周辺について拡大したものを図 3.20に示す。
3.3.3 金ターゲット温度と融点
表面イオン化器の温度は、ターゲット下側の熱電対の測定値 Tc = 1000C、オーブンの壁面の
熱電対の測定値 Ts = 1200Cまで熱せられた。温度はターゲット下部およびオーブン外側壁面の
タングステン・レニウム熱電対でモニターした。図 3.3にその対応表を示す。放射温度計で金ター
ゲット表面と熱電対の測定温度の校正作業を行わなかったが、Tc = 960  970Cの間でターゲッ
ト融解をカメラで確認したため、融点はこの間にあると予想された。
引き出し印加電圧は最大 5 kVに設定し、アインツェルレンズ L1、L2のパラメータは、事前に
Rbビームを使って引き出しテスト実験を行ってカレントおよび集束状況を調べ、表 3.4のように
2つのパラメータを設定した。これをそれぞれ「パラメータ B」および「パラメータ C」と呼び、
パラメータ Bおよび Cの印加電圧の比は以下のようになった。
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図 3.18: Fr生成・引き出しの実験セットアップ
パラメータ B! VA : VL1 : VL2 = 1 : 0:706 : 0:576
パラメータ C! VA : VL1 : VL2 = 1 : 0:783 : 0:534
3.3.4 検出器セットアップ
診断系 1は上流側（表面イオン化器側）・下流側 (D1側)の二軸の駆動軸をもち、Frビーム軸上
に抜き差しできる構造である。Fr実験の際には、SSDを 2つ設置し、後述するキャッチャーで捕
らえた Frからの崩壊 線を捕えた。このうち、SSD1を下流側 (D1側)の駆動軸に、また、SSD3
を上流側 (表面イオン化器側)の駆動軸に設置し、SSD1が壊れた際に予備の SSD3で代替できるよ
うにした (図 3.21参照)。使用した SSDのデータを表 3.5に示す。
なお、Rbビームテストの際には、診断系 1には上流側にビームストッパーと ZnSビーム蛍光
ビューワーを、下流側にファラデーカップ (FC)を装着した。
表面イオン化器直後に近い SSD1は、金ターゲット面が SSDから直接視界に入ると、高温のター
ゲットからの電磁波によってゲインの変化および分解能の悪化が起きることから、銅板に黒色で
導電性のカーボンアラミド膜を張り付けたキャッチャーをビーム軸上に取り付け、ここから崩壊す
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図 3.19: 第 5ターゲット室における Fr生成・引き出し実験セットアップ。写真左下が表面イオン
化器。
る 粒子を測定する方式とした。これにより、SSDで得られる収率は大きく下がるが、1回あたり
の測定時間を長くとり、統計をためれば充分ピークとして認識できると考えられた。また、SSD1
の前面には厚さ 10 mmのアルミニウム製のスリットを取り付け、キャッチャーから放出された 
線以外を遮断した。また、ターゲットからの電磁波が表面イオン化器の金属で乱反射されて、SSD
に入射することも予想されたため、これをスリットによってできる限り防ぐことで、バックグラ
ウンドの低減を図った。
キャッチャーの角度は、はじめ 45.0度として実験を行ったが、分解能が改善が不十分であった
ため、さらに 27.4度に変更して実験を行った。キャッチャー角度 27.4度のときのキャッチャーの
写真を図 3.22に示す。また、その際のキャッチャーと SSDの距離と角度、収率の関係を表 3.6示
す。キャッチャーを使用した時の SSD1のアクセプタンスの評価は、GEANTでモンテカルロ法の
シミュレーションを用いて行った。これより、検出の統計誤差を考慮して収率は 0.127± 0.001 %と
求められた。表 3.7にキャッチャー 27.4度の場合の結果を示す。
Frビームに拡がりがないとしたとき、キャッチャー中心から 線が飛来するとしたときの収率
は立体角のみを考慮して 0.1255%であった。また、キャッチャー 45度についてもモンテカルロ法
で求め、0.556 %と評価された。この際のGEANTによるシミュレーション結果の図 3.23を示す。
SSDは事前にアメリシウム (241Am)校正用ソースからの 5.486 MeVの 線を用いて校正作業お
よび分解能測定を行った。
測定は基本的に 1回の測定を 5分 (300秒)として、1パラメータあたり 3  4回の測定を行った。
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図 3.20: 実験セットアップの表面イオン化器周辺の拡大図
パラメータを変えた直後の測定回は、前のパラメータでの測定時にキャッチャーで捕えた Frの崩
壊 線も測定してしまう点を考慮し、データからは除外した。SSDで測定したデータはNetwork
Multi Channel Analyzerで読み出した。
3.3.5 SSDで観測したスペクトル
加速器を用いて Frの生成・引き出しを試みたところ、どちらのキャッチャーの角度のときでも、
SSD1で Frの引き出しを確認することができた。さらに、SSD1をビーム軸から外して、Fr+ビー
ムを Frビーム輸送系のD1、Q1を通した際は、Q1直後の診断系 2の SSD2でも Frを観測するこ
とができた。
図 3.24および図 3.25に、SSD1のキャッチャーが 27.4度のときの実験で、SSD1と SSD2にお
いて同一実験中の全ての測定で得られたスペクトルを足し合わせたものを示す。また、図 3.26に、
ピークがどの同位体のものであるかを示す。
SSD1で見られるピークのうち、Frのピークではっきりと確認できるのは、半減期が短く生成断
面積の大きい 210Fr (半減期 1=2=3.18 min、6.545 MeV)と 211Fr (1=2=3.10 min、6.537 MeV)を合
わせたピークと、209Fr (1=2= 50.5 sec、6.646 MeV)と 208Fr (1=2=59.1 sec、6.641 MeV)を合わせ
たピークの二つである。また、210;211Frのピークの左の裾野に 212Frと思われるピークが見える。
また、SSD1では 209Frの右側にもピークが含まれているように見える。ところが、100 MeVの
18Oビームと 197Auターゲットの反応で生成できる核種およびその子孫の中に、このエネルギー
付近の 線を出す核種を核図表からは見出せず、核種は特定できなかった。何らかの核種の場合
は、D1後の SSD2に同ピークが見られないことから、イオンとしては無価または 2価以上で、
線のエネルギーも 6.5 MeV以上と高いことから、寿命が短いことが予想された。
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表 3.3: ターゲット温度 Tcとオーブンの温度 Tsの関係性。+は一次ビームによる温度上昇で、200
enA照射時は 20  30C上昇した。
オーブン温度 Ts[C] ターゲット直下温度 Tc [C]
1150 920-930 +
1160 930-940 +
1170 940-950 +
1180 950-960 +
1185 960-965 +
1190 965-970 +
1195 970-980 +
1200 980-1000 +
表 3.4: 表面イオン化器のアインツェルレンズのパラメーター。
部位 略称 パラメータ B [V] パラメータ C [V] (パラメータ B)/2[V]
引き出し電圧 (加速電圧) VA 5000 5000 2500
アインツェルレンズ 1 VL1 3.53 3.91 1.77
アインツェルレンズ 2 VL2 2.88 2.67 1.34
未知の核種ではない場合、SSDの性質が原因である可能性が高い。後述するように、キャッチャー
45度を用いた実験時には電磁波によって分解能が悪化し、ピークが 2つに分かれた。これがキャッ
チャー 27.4度のときに起きていた可能性もある。
本反応で生成された Frの娘核、孫核の同位体についての情報を表 3.8にまとめる。
3.3.6 金ターゲットの融解および凝固
今回、この Fr生成実験を含む一連の作業において、金の融解および凝固の過程を追うことがで
きた。
まず、図 3.27に取り付け直後の金ターゲットを示す。取り付け直後は、ターゲットロッド金ター
表 3.5: 使用した SSDの仕様
分解能 (使用前) [keV] バイアス電圧 [V]) 有感面積 [mm2] 厚さ [m]
SSD1 25.5 90 100 300
SSD2 28.8 80 150 300
SSD3（予備） 31.9 80 150 300
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図 3.21: 診断系 1内の SSDの配置。キャッチャーで Frを止め、崩壊して飛来する 線を SSD1で
測定した。予備として SSD3も配置した。
表 3.6: キャッチャーと SSDの収率の関係
キャッチャー角度 キャッチャー中心 スリット厚さ スリット直径 収率 (%)
(deg) と SSD1の距離 (mm) (mm) (mm) (ビーム径 16mm)
45.0 41.5 10 12 0.556
27.4 58 20 8 0.127
ゲットの取り付け面の形状に合わせるような凹面をしていた。
次に、融解しているターゲットの様子を図 3.28に示す。金が融解すると、表面が鏡のようにな
り、表面イオン化器の構造物を反射した。ヒーターの発光と思われる明るい光や、ポートなどの
影が映っていた。
最後に、図 3.29に融解実験後の金ターゲットの様子を示す。融解させると金は凸面になること
が多かった。金表面が凸面のとき、融解ターゲットの反射された構造物の位置関係を考慮すると、
図 3.30のようになる。融解した凸ターゲット面では、18Oの入射ポートが上に、引き出し電極の
ポートが下側に見える。
融解・凝固させたときの金の表面の状態は一定とはならず、凝固時に気泡のような小さな穴が
残って表面に凹凸が多数見られたこともあった。また、析出物の可能性がある被覆が表面に見ら
れたことがあった。
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図 3.22: キャッチャーと SSD1のセットアップ。Fr+ビームをキャッチャーで止め、Frの崩壊 線
を SSDで測定した。写真はキャッチャー 27.4度のとき。
表 3.7: キャッチャー（27.4度）からの 線収率評価
キャッチャー Frビーム径 キャッチャーと ビーム数 観測粒子数 収率
の角度 (deg) (mm) SSDの距離 (mm) (個) (個) (%)
27.50 16.00 58.00 2000000 2539 0.1270%
26.00 16.00 58.00 2000000 2548 0.1274%
29.00 16.00 58.00 2000000 2508 0.1254%
27.50 16.00 56.50 2000000 2671 0.1336%
27.50 16.00 59.50 2000000 2410 0.1205%
3.3.7 SSDの分解能
分解能に関してはキャッチャーの角度によって大きな違いが見られた。
キャッチャーが 45.0度を用いた実験の際は、分解能が大幅に悪化し、ピークの位置も大きく動
いた。これは、高温ターゲットからの可視光を含む電磁波起源のノイズによってゲイン変動が起
きたためと推測された。そもそもこの問題を防ぐためのキャッチャー方式だったが、45度にした
ことによって光がキャッチャーで反射し、SSDに入射してしまったと推定された。金は高温になる
につれて、肉眼では直視できないほどの強い光を発するため、反射防止のための黒いカーボンア
ラミドの膜の使用だけでは対策は不十分だった。また、金ターゲットを融解させてさらに高温に
すると、ピークが 2つに分かれた。これらの現象は、キャッチャーの角度を小さくして 27.4度に
したところ改善し、以後は発生しなくなった。
金の融解直後でピークが 2つに分離し、温度上昇に従ってピークの間隔の分離が進行していく
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表 3.8: 実験に関連する主な 線源の同位体 [60] [61]
同位体 半減期 崩壊する確率 線エネルギー 崩壊分岐比 備考
212Fr 20.0 min 43 % 6.264 MeV 37.5 %
6.337 MeV 10.2 %
6.383 MeV 24.0 %
6.406 MeV 22.0 %
211Fr 3.10 min 87 % 6.537 MeV 99.9 %
211Rn 14.6 hour 27.4 % 5.784 MeV 63.1 % 211Fr娘核
207At 1.80 hour 8.6 % 5.758 MeV 100 % 211Fr娘核
211At 7.21 hour 41.8 % 5.869 MeV 100 % 211Fr孫核
211Po 0.516 sec 100 % 7.450 MeV 98.9 % 211Fr曾孫核
210Fr 3.18 min 71 % 6.545 MeV 99.9 %
206At 30.6 min 0.9 % 5.703 MeV 95.6 % 210Fr娘核
210Rn 3.18 min 71 % 6.545 MeV 99.9 % 210Fr娘核
206Po 8.8 day 5.45 % 5.224 MeV 100 % 210Fr孫核
209Fr 50.5 sec 89 % 6.646 MeV 100 %
205At 26.9 min 10 % 5.902 MeV 100 % 209Fr娘核
209Rn 28.5 min 17 % 6.039 MeV 99.4 % 209Fr娘核
209At 5.41 hour 4.1 % 5.647 MeV 100 % 209Fr孫核
204Po 102 year 99.5 % 4.883 MeV 79 % 209Fr曾孫核
208Fr 59.1 sec 89 % 6.641 MeV 100 %
241Am 432.6 year 100 % 5.486 MeV 84.8 % 校正ソース
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図 3.23: GEANTによるキャッチャーのアクセプタンス評価のモデル図
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図 3.24: キャッチャー 27.4度のときの SSD1でのスペクトルの合計。
様子を、図 3.31、3.32に示す。また、キャッチャーの角度毎の最大収量の時のスペクトルの違いを
図 3.33に示す。
3.3.8 個数の評価
表面イオン化器から引き出された Frイオンの崩壊に伴って放出されるα線のピーク面積を求め
次に述べる方法で収量を計算した。表面イオン化器から毎秒引き出される Frイオンの個数を nc、
測定開始から t秒後の Frイオンの個数をN(t)、崩壊定数を寿命 を用いて  = 1=とすると、微
分方程式で以下のように書ける。
dN(t)
dt
= nc   N(t); (3.21)
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図 3.25: SSD2でのスペクトルの合計。SSD1のキャッチャーが 27.4度のときの実験で取得。
図 3.26: SSD1の測定で得られた同位体のピークの位置。
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図 3.27: 取り付け直後の金ター
ゲット。
図 3.28: 融解したターゲットの
様子。
図 3.29: 融解後の金ターゲット。
図 3.30: 融解した凸ターゲット面に映った、一次ビーム入射ポートと引き出し電極の影の位置関係。
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図 3.31: キャッチャー 45度のとき、金の融解前後における SSD1のピーク変化。左が融ける直前、
右が融けた直後。1つだったピークの形に変化が見られ、2つのピークに分離が始まった。
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図 3.32: キャッチャー 45度のとき、金の融解中の SSD1のピーク変化。左が Tc = 982:8C、右が
Tc = 999:5Cのとき。さらなる温度上昇に従って 2つのピーク位置の間隔が拡大していった。
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図 3.33: 最大収量時のスペクトルの比較。左図がキャッチャー 45.0度、右図がキャッチャー 27.4度
のときで、横軸のスケールを同じにしてある。スペクトルには顕著な違いが見られる。
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この微分方程式を解くと、
N(t) =
nc


1   e t

; (3.22)
となる。ただし、引き出しを始めた時刻 t = 0のとき、N(t) = 0としている。ある時刻 t1から t2
までの Frの 崩壊によるピーク面積は
S =
Z t2
t1
N(t)dt:
=
nc


t2 + e t2   1

  n


t1 + e t1   1

=
nc

h
(t2   t1) + e t2   e t1
i
:
(3.23)
測定開始時刻を T0 = t1、測定時間の長さを T = t2   t1とすると、
S =
nc


T + e (T0+T)   e T0

: (3.24)
となる。
崩壊確率 I、立体角を含んだ検出効率 
も考慮すると、1秒に引き出される Frイオンの個数
ns [pps]は、
ns =
nc
I  

=
  S 
T + e (T0+T)   e T0 I  
 :
(3.25)
となる。

は検出効率で、SSDの検出効率とキャッチャーの収率を掛け合わせたものになる。SSDの検
出効率を 100 %として、キャッチャーの収率を記載した。
キャッチャー 27.4度を使用した実験では、分解能の悪化が抑えられ、最大収量時の FWHMは
31.6 KeVであった。このため、210;211Frのピークを他のピークと分離することができたが、210Fr
ピークと 211Frピークの分離はできなかった。そこで、210;211Frのピークはすべて 210Frであると
して収量の計算を行った。
キャッチャー 45.0度を使用した実験では分解能が悪く、校正用のソースのピークや、娘核・孫核
のピークも含めて一つの連続した山になってしまい、Fr由来の 線のエネルギーである 6:5 MeV
付近のピークを特定することができなかった。そこで、210Frの最大収量については、以下の手順
で収量の計算を試みた。
1. 一定量存在すると思われたノイズの成分を除去する。フィッティングしてピークの全カウン
トを求めるとともに、スペクトルの全チャンネルに一定量で乗っているノイズを定数として
引く。
2. Fr以外の同位体由来のバックグラウンドを引く。最大収量測定の約 30分前にとったバック
グラウンド測定の回のカウント数を取り除く。この測定は、一次ビームの入射を止めてから
6分程度たってから測定を始めており、短寿命である Fr (寿命  < 5 min)の影響を排除した。
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また、ターゲットに入射してから 10時間半、金ターゲットを融かしはじめてから 3時間経
過しており、長寿命の同位体 ( < 3 hour)およびさらに長寿命の同位体 ( > 3 hour)の影響
が顕著であった。また、このバックグラウンド測定のカウントには、241Amソースからの 
線も含んでいた。
3. 210Frのカウントを決定。手順 1で得られたノイズを除去したカウントから手順 2のバックグ
ラウンドの引き算を行い、このカウントに対して、分解能が良くてピーク分離ができ、金も
融解していたときの測定回から求められた Frピークの分岐比 (210;211Frが全カウントの 88%)
を適用した。SSD1で得られたピークの右肩部分に見られる核種不定のピークの存在もこの
段階で考慮した。
4. なお、前述の核種不明のピークがあるため、実験では 209Frのピーク分離が困難であった。
このため、このときは 209Frの収量については考慮せず、Frを含むピーク全体のうち一定割
合を 210Frとすることにした。
3.3.9 収量の確からしさ
Frの収量の確からしさ、すなわち n nであらわされる収量 nの最小 2乗誤差 nを考える。誤
差の伝搬を考えて、パラメータ xi毎に誤差を考慮すると、
(n)2 =
X
i
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@
!2
()2 +
 
@n
@T
!2
(T)2 +
 
@n
@T0
!2
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(3.26)
各項の偏微分項については以下のように計算される。
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@T
!2
(T)2 = n2
 
1   e (T+T0)=
  f (;T)
!2
(T)2 (3.27)
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f (;T)は以下の関数である。
f (;T) =
T

+ e (T+T0)=   e T0= (3.30) 
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@
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(3.31)
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ただし、以下に挙げるカウント数の項についてはもう少し考察が必要である。 
@n
@S
!2
(S)2 = n2

S
S
2
(3.33)
Frの個数を解析する場合、Sは 線の合計カウント数であるため、SSDのエネルギー分解能が良
く、高さ a、標準偏差 cのガウシアン型をしているとしたとき、S =
p
2acとなる。このとき面積
Sの誤差は以下のように変換される。 
@n
@S
!2
(S)2 =
 
@n
@a
!2
(a)2 +
 
@n
@c
!2
(c)2
= n2(a)2 + n2(c)2
(3.34)
ただし、実験結果を評価する際、本来 1つのピークが検出器のガウシアンの 2つのピークに分離
しているという状況では、単純に面積 Sの大雑把な統計誤差 S  pSとして処理することにした。
主な測定誤差の要因と見積もり値を表 3.9に載せる。検討の結果、カウント数の誤差が 1%以下
のときは、不確かさは 12%程度となった。ただし、この不確かさの検討においては、線のピー
表 3.9: Frの収量の誤差の要因
パラメータ 数値 不確かさ (不確かさ /数値) 備考
1=2[s] 190.8 7.2 3.77% 寿命に対して 1ランあたりの測定時間が
短いため、誤差が大きくなりやすい。
I 0.71 0.04 5.63% 210Frのみの考慮
T0 [s] 800 200 25% ビームを引き出し始めてから
800 s後と仮定したとき
T [s] 300 0 0

 0.00556 2:8  10 4 5% キャッチャー 45度のとき

 0.00127 1:1  10 5 0.87% キャッチャー 27.4度のとき
クが 211Frおよび 210Frの混合である点は考慮していない。現状の検出器のセットアップではこの
2種類の同位体を分離することが難しいという点、また、生成深さが異なるため、表面から引き出
される個数に違いがあることが推測され、実際に 210Frが何個あるかを推測することは今後も困難
と思われる。
3.3.10 最大収量と引き出し効率
現在に至るまでの SSD1での最大収量の結果と、そのときの引き出し効率は表 3.10の通りであ
る。なお、引き出し効率は、ビームカレントから想定される 210;211Frの個数と比較をして計算し
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た。比較対象として、2010年における実験結果*2 [82]、および 18O+197Auの反応で 100 MeV 18O
の一次ビームを使用した他研究施設での先行実験の結果との比較も載せる。ただし、一次ビーム
カレントが価数は LNLのみ 6+で他の施設では 5+であるが、これによる収量への影響はないと
推定される。
表 3.10: 最大収量時とそのときのパラメータ
収量 引き出し効率 引き出し電圧 ビームカレント
(pps) (%) VA(kV) (eA)
最大収量 2:2  106 13.6 1.5 2.3
2010年 [82] 2:9  105 15.5 5 0.26
SUNY [57] 3:6  106 > 11 5 1.3
LNL [58] 3:0  106 最大 30、定常 15 1 1.44
最大収量は 106 ppsを達成した。ただし、引き出し効率は金ターゲット融解時でも最大 15%程
度にとどまった。
3.3.11 温度依存性
SSD1における Fr引き出し収量のターゲット温度 Tc依存性を図 3.34に示す。
*2震災以前の実験
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図 3.34: 収量の温度依存性。横軸はターゲット直下で計測した温度 Tcである、縦軸はビームカレ
ントで規格化した 1秒あたりのカウントである。また、赤色の点は温度を上昇させていく過程、緑
色の点は温度を下降させていく過程で得られたデータである。
この実験では、Tc = 960  970Cで金ターゲットの融解が発生し、収量の大幅な上昇が確認さ
れた。また、金ターゲットを融解した状態で維持することで、収量を高い状態で維持することが
出来た。さらに、凝固の過程を観測することができ、このとき、凝固した後の収量は、融解して
いる間よりは低かったものの、融解前より高い状態であった。
融解による収量の大幅な上昇の理由としては、拡散効率と表面電離効率の改善があげられる。金
が融解すると拡散効率が改善し、金ターゲットの内部で生成した Frが拡散によって移動しやすく
なったことで、表面までたどり着けずに崩壊する Frが減り、また、表面に移動せずにターゲット
のより表面より遠いところに拡散していった Frも、崩壊する前に表面に容易に移動しやすくなる
と推定される。
また、液体になったことで表面状態が良くなり、表面電離効率が向上した可能性がある。特に、
融解を経て凝固した状態で、融解前より収量が高くなる傾向があるのはこのためと予想される。金
が液体になったことで、ターゲット内で対流が起きやすくなり、ターゲット表面に付着していた
不純物が金の内部に拡散して、表面状態が相対的に改善した可能性がある。あるいは、液化して
いる表面からは、蒸発現象のように原子が結合を振り切って放出されやすくなるため、表面に付
着していた不純物がターゲット表面から放出されて減少した可能性もある。
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3.3.12 その他の依存性
ターゲットが固体のときに測定した 18O一次ビームカレントの依存性を図 3.35に示す。ビーム
カレントの上昇に対しては、収量が比例するように上昇していることがわかった。このことから、
今後ビーム強度をあげていけば、さらに収量を向上させていくことができると思われる。
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図 3.35: 18Oビームカレント依存性。横軸はビームカレント、縦軸は 1秒あたりのカウントである。
点線は 1次関数によるフィッティングの結果を示す。
最後に、ターゲットが固体のときに測定した、引き出し電圧 VA の依存性、およアインツェル
レンズのパラメータによる依存性を図 3.36を示す。SSD1ではパラメータ B、パラメータ Cとも
に、引き出し電圧による収量の違いは見られなかった。Rbによるオフラインテストの引き出しパ
ラメータ測定でも、パラメータ B、パラメータ Cのどちらを用いても FC1では収量に違いが見ら
れなかった。
3.3.13 課題と考察
収量は、一次ビームカレントの向上とともに上昇し、最大収量としては 106 ppsに達した。し
かし、MOTでの捕獲効率を考慮すると、目標とする EDM測定感度を達成するためには、今後更
なる収量の向上が必要である。
まず、金ターゲットを融解させるメリットは確認されたため、今後は数日間にわたって融解さ
せ続けられるような構造にすることが必要となる。解決すべき問題として、金を融解させること
で、金蒸気が発生しやすくなり、いっそう真空度を悪化させやすくなる点がある。蒸気の発生を
減らすためには、金ターゲットを小さくし、表面積を減らすことが有効である。金の表面積が小
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図 3.36: 引き出し電圧VAおよびレンズのパラメータ依存性。横軸は引き出し電圧VA、縦軸はビー
ムカレントで規格化した 1秒あたりのカウントである。青色の点がパラメータ B、赤色の点がパ
ラメータ Cのデータである。
さいと Frの引き出し領域が小さくなるため、ビームエミッタンスが小さくなり、引き出し効率の
向上にも寄与できる。ただし、一次ビームの入射許容スポットが小さくなるため、ビーム輸送が
難しくなる。
また、耐久性と信頼性は現状では不十分である。特にターゲットに近い部分で、高電圧印加部
分の碍子の劣化は深刻で、高温ではリークカレントが増加しやすく、放電や電源側の異常リーク
カレント検知で実験の進行が困難になることが多かった。特にアインツェルレンズ L1のリークカ
レントが多く、L1の印加電圧 VL1を低く設定せざるを得なくなった。このため、当初は 5 kV印
加できた引き出し電圧VAも、これに連動して制限を受けた。この原因として、表面イオン化器の
構造上の問題がある。実験時には、L1の上流側（ターゲット側）には引き出し電極、下流側（診
断系側）には 12mmのステンレスの単管であるドリフトスペースと、L2があり、L1は上下を狭
い空間に囲まれていた。また、L1とドリフトスペースの間の隙間は非常に狭いうえに、上流側の
引き出し電極はオーブン内にあるため、引き出し電極に近い L1は、表面イオン化器加熱時には真
空が悪くなりやすい上に、高温になりやすいと思われる。ところが、下流側を見ると、表面イオ
ン化器直後の診断系 1には真空排気系がなく、次の真空排気系が設置されているのはこの診断系
1の隣のD1のチェンバーで、診断系 1とD1の間のポートは 60 mmとそれほど大きくなく、こ
こもコンダクタンスが良くない。このため、コンダクタンスの悪いドリフトスペース内の真空が
一層悪化しやすく、特に L1付近で局所的に悪化し、碍子表面が汚れてリークカレントが多くなる
と思われる。
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真空に関する課題として、冷却装置が不十分で、特に高温加熱時には真空チェンバーが高温に
なりやすく、しばしば手で触れないほどになったことが挙げられる。真空チェンバーが高温にな
ると、アウトガスが発生して真空チェンバー内の真空が悪化するため、今後の改良の際にはより
強力な冷却装置を設置する必要である。
耐久性に関する課題として、繰り返される金属の加熱・冷却による膨張・収縮による金属疲労、
および高温における酸化によってさまざまなところが脆くなりやすく、実験を行っているうちに故
障が多くなった。高温になりやすい部分ではねじが固着しやすく、装置の清掃や部品交換の妨げと
なった。これらの改善のためは、高温箇所の部品を可能な限りタングステン等の高融点金属に変
更するとともに、ヒーターで加熱されうる箇所の再設計が必要となる。ターゲット周辺のみを局
所的に加熱し、その他の部分の温度上昇を抑えることで、劣化範囲を減らすことが重要である。
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第4章 原子の冷却とトラップ
生成された Fr原子は、相互作用時間（コヒーレンス時間）を格段に伸ばすために、高真空中に
レーザーを用いて急速に冷却・トラップする。原子をトラップで捕獲するにあたっては、まず磁
気光学トラップ（MOT）装置で原子集団を冷却・集積し、その後、光双極子力トラップに移行す
ることになる。この移行効率と、光双極子力トラップ中での保持時間が、EDM測定の精度に寄
与する。本章では、非共鳴光によって作り出されるポテンシャルに冷却原子を保持する光双極子
力トラップの開発および性能評価について述べる。なお、光双極子力トラップは英語ではOptical
Dipole Force Trapと表記する。以下ではODTと略記する*1。
4.1 光と原子の相互作用
以下の議論は文献 [83]を中心にまとめた。
4.1.1 誘起双極子モーメント
コヒーレントな電磁波中に存在する原子を考える。角周波数 !の電磁波の電場は以下のように
書かれる。
E(r; t) = E(r)

e i!t + ei!t

= E(+)(r)e i!t + E( )(r)ei!t
(4.1)
E()は ei!tに付随する電場の振幅の項であり、互いに複素共役である。実際の電場 E(r; t)との関
係は以下のようになる。
E(r; t) = E(+)(r)e i!t + c.c. = 2Re
h
E(+)(r)e i!t
i
(4.2)
以下の議論では E(+)e i!tの計算を考える。
原子内の電子の軌道半径の大きさがほぼボーア半径 a0程度であると考える。
a0 = 40~2=me2  5  10 11 m (4.3)
ここで、0は真空の誘電率、m  meは電子質量、~はプランク定数である。レーザー光の波長 
は数百 nm(10 6  10 7 m)であるため、電磁波の波長よりも原子の半径はずっと小さくなる。この
*1ほぼ同義の言葉として非共鳴な光のトラップ Far-O Resonant Dipole Trapを略記した”FORT”という略語が文献
に多くみられる。また、光格子（Optical Lattice）も広義には ODTに含まれる。
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ような環境下では原子の内部での電子の位置の空間的変化は非常に小さくなり、電子は原子核の位
置に由来する電磁場の変化のみを感じる。すなわち、光の電場の実数部分 E(z; t) = E0 cos(kz !t)
に対して、kzが取りうる変化の範囲は kz  ka0 << 1となり、非常に小さいため、電子の位置の変
化は無視できる。これは双極子近似といい、これによって電磁波を以下のように記述する。
E(+)(t) = E(+)0 (t)e
 i!t (4.4)
原子が式 4.4で表される電磁波の振動電場中に存在するとき、原子中の電子は力 F(t) =  eE(+)(t)
を受ける。原子中の電子（しばしば最外殻の電子）を、原子核の電場に束縛された調和振動子と
して考える。電場の振動方向と同じ方向の電子の運動方程式を考える。電場 E(+)による位置の変
化 x(+)を考えると、運動方程式は以下のようになる。
mx¨(+) +m!02x(+) =  eE(+)0 e i!t (4.5)
E0は単位ベクトル xˆを用いて電磁波の電場を E = xˆE0 と記述した時の振幅である。この運動方程
式は、減衰振動の調和振動子の運動として解くことができ、x(+)(t) = x(+)0 e i!t としたとき、式 4.5
から、
x(+)0 =
eE(+)0 =m
!2   !20
(4.6)
と表される。!0は調和振動のポテンシャルの共鳴周波数である。この光による電子の振動 x(t) =
x(+)(t) + x( )(t) によって生じる分極が原子の誘起双極子モーメント d(+) =  ex(+) である。x(+)は
d(+)の向きに対応した位置ベクトルである。この誘起双極子モーメントは、分極率 (!)を用いて
d(+) = (!)E(+) (4.7)
と表わされる。このとき分極率は以下のように表される。
(!) =
e2=m
!20   !2
(4.8)
さらによい近似として、光の放出、および他の原子との衝突による緩和率 (Damping Rate) を
考慮した減衰調和振動子を考える。これは原子のローレンツモデルと呼ばれる。このときの電子
の運動方程式は以下のようになる。
mx¨(+) +mx˙(+) +m!02x(+) =  eE(+)0 e i!t (4.9)
この方程式の解は
x(+)0 =
eE(+)0 =m
!2   !20 + i!
(4.10)
となり、緩和項を考慮した場合の分極率は以下のようになる。
(!) =
e2=m
!20   !2   i!
(4.11)
82
なお、この分極率を用いて双極子モーメント d()は以下のように表記される。
d() = (!)E() (4.12)
さらに原子が光を吸収する効果を考慮する。基底状態にいる原子が共鳴周波数!0の光を吸収す
る断面積 atomは、次のようになる。
atom(!0) =
e2
m0c
(4.13)
ここで、cは光速である。一方、量子的に 2準位系として取り扱ったとき、基底状態 j0iと励起状
態 j jiの間の共鳴周波数 ! j0とすると、この光の吸収断面積 0 jは次のようになる。
0 j =  j(!0) =
2c2
!2j0
(4.14)
この比は吸収の振動子強度 f0 jと呼ばれ、原子の全吸収断面積 atomに対する、特定の遷移におけ
る遷移確率を示す。
f0 j =
0 j
atom
=
20mc3 j
e2!2j0
(4.15)
その性質として、以下のように全遷移強度を足し合わせると原子の光の吸収断面積に一致する。
すなわち、次のとおりである。 X
j
f0 j = 1 (4.16)
ただし、アルカリ原子においては、微細構造 nS1=2 ! nP1=2間の遷移（D1線）の振動子強度 fD1
がほぼ 1=3、nS1=2 ! nP3=2間の遷移（D2線）の振動子強度 fD2がほぼ 2=3であり、他の遷移と比
較して圧倒的に遷移確率が高い*1。なお、ここでの nは主量子数である。
最終的に、分極率 (!)は、原子中にある電子が関与する全ての遷移の足し合わせとして表わさ
れる。
(!) =
X
j
e2
m
f0 j
!2j0   !2   i j!
(4.17)
 jは励起準位 j jiの緩和率である。
この緩和率  jは、原子が電気双極子モーメントの性質を持つことにより、原子から双極子放射
でエネルギーを放出することに由来する。緩和率は光子の放出による反作用の力 Frを受けること
で起きる運動方程式から求められる。文献 [83]原子の共鳴に近い波長のときは以下のように近似
できる。
Fr 
e2!20
60c2
x˙ =  mx˙ (4.18)
このように表記されたとき、
 =
e2!20
60mc2
(4.19)
*1文献 [86]によれば、 fD1 = 0:34231(97)、 fD2 = 0:69577(29)である。
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が緩和率である。この緩和率を遷移の準位についてそれぞれ分けたものが量子的な緩和率  jであ
り、以下のように表記される。
 j =
e2!20 f0 j
60mc2
(4.20)
また、緩和率によって決まる飽和強度 Isが決められる。
Is =
~!0
20
(4.21)
ここで 0 = 32=2は光の吸収が最大となるときの吸収断面積である。量子的な緩和率  jを用い
て各遷移毎の飽和強度は以下のように表記される。
Is; j =
~!0 jm02j
2e2 f0 j
(4.22)
4.1.2 双極子ポテンシャル
電磁波と原子中の電子の相互作用によって生じた原子の誘起双極子モーメント dは、それ自体
が電磁波と相互作用してポテンシャルを生じさせる。これを双極子ポテンシャル Vdipoleと呼ぶ。
Vdipole =  d  E2 (4.23)
1/2の係数は双極子ポテンシャルが電磁波の電場によって誘起されていることに由来する。すなわ
ち、誘起双極子モーメント dは 0から電場 Eまで変化する電場の中に存在するため、すべての電
場の状態とカップリングさせる必要がある。
Vdipole =  
Z E
o
(d)dE =  
Z E
o
EdE =  1
2
E2 (4.24)
この Vdipoleを以下のように変形する。
Vdipole =  12

d(+) + d( )



E(+) + E( )

(4.25)
このとき、()は dおよび Eのうち ei!tの成分をもっていることを示す。
d()  ei!t
E()  ei!t
ここで、回転波近似（Rotational Wave Approximation、RWA）を導入する。上記の dと Eの
内積をとるとき、
d()  E()  e2i!t (4.26)
の項は、原子にとっては応答できないほど周波数が高い項であり、この項による影響は、時間平
均をとると 0になり、無視しても問題ないと考える。実際測定を行う際のことを考慮すると、レー
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ザー光の周波数!が  1015 [Hz]であるのに対し、測定に用いる検出器は 10 12 [s]スケールを検
出できないことからも問題ない。
また、式 4.25の残りの項については、
d()  E()  1 (4.27)
となり、時間変化しない。
式 4.25はこれらを適用して以下のように変形される。
Vdipole =  12d
(+)  E( )   1
2
d( )  E(+)
=  1
2
h
(!)E(+)
i
 E( )   1
2
h
(!)E( )
i
 E(+)
=  Re [(!)]
E(+)2
(4.28)
任意の座標の光の強度 I(r)と電場の関係 I = jE0j2=20 = 2jE(+)0 j2=0 を用いて,、最終的に Vdipole
は、
Vdipole =  02 Re [(!)] I(r) (4.29)
となる。0 は真空インピーダンスで、真空の透磁率 0 と誘電率 0 を用いて次のように定義さ
れる。
0 =
r
0
0
=
1
0c2
(4.30)
式 4.29に式 4.11の分極率 (!)を代入すると、次のようになる。
Vdipole =   e
2
2m0c
!20   !2
(!20   !2)2 + 2!2
I(r) (4.31)
これを量子化して、すべての遷移について、遷移強度 f0 jについて足し合わせたものが実際のポ
テンシャルとなり、量子化した分極率 (!)として式 4.17を用いると、以下のように記述される。
Vdipole =  
X
j
e2 f0 j
2m0c
!2j0   !2
(!2j0   !2)2 + 2j!2
I(r) (4.32)
このポテンシャル面の傾斜を感じることによって、原子は以下のように力を受ける。
Fdipole =  rVdipole / rI(r) (4.33)
原子に働く力はレーザーの強度の傾斜に依るため、レーザーの強度 Iが最も高い場所（焦点）が
もっともポテンシャルの絶対値が大きな場所となる。このように誘起双極子モーメントと光の相互
作用によって発現したポテンシャルで原子を捕獲する方法が光双極子力トラップ (ODT)である。
原子の遷移! j0のうち、振動子強度 f0 jが最も大きな遷移 j0i ! j jiについて考える。! < ! j0の
とき、Vdipole < 0となり、ポテンシャルの中心に向って集まるような力が働く。レンズで集束させ
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た光を用いた場合、ポテンシャルが一番深くなる光の焦点付近に原子が集まってトラップされる。
この光をトラップ光として用いたトラップのことを赤方離調ODT（Red detuned ODT）という。
一方、! > ! j0のときは、Vdipole > 0となり、ポテンシャルの中心から離れる方向に力が働く。
この光をトラップ光として用いたトラップのことを青方離調ODT（Blue detuned ODT）という。
この青方離調ODTでは、入射した光を反射して定在波として用い、繰り返し現れる光の強度が弱
くなる箇所に原子を捕獲する、あるいは箱型にトラップ光を高速で動かすことで、時間平均的に
ポテンシャル障壁を生じさせて原子を捕獲するなどの技術が用いられる。
また、Vdipoleは、飽和強度 Is（式 4.22）を用いて以下のように変形可能である。
Vdipole =  
X
j
~! j0 j2
4
!2j0   !2
(!2j0   !2)2 + 2j!2
I(r)
Is; j
(4.34)
! j0   !   jのとき、すなわち、原子の共鳴周波数から相当離れた周波数の光をトラップ光
として用いる場合、上記の式 4.34は以下のように簡略化される。
Vdipole =
X
j
~ j2
8
 
1
!   ! j0  
1
! + ! j0
!
I(r)
Is; j
(4.35)
捕獲された原子はレイリー散乱（Rayleigh Scattering）によって、トラップ光と相互作用を起
こしてトラップからなくなるため、この散乱レートがしばしば光双極子力トラップのトラップ時
間見積もりとして用いられる*2。このレイリー散乱は、原子が双極子の性質を持つことで起きるポ
インティングベクトルを通したエネルギー放出（双極子放射）に由来する。原子レイリー散乱の
断面積は以下のとおりである。
Rayleigh =
!4 j(!)j
620c
4 (4.36)
式 4.17の (!)の表記を用いて、合計の放射強度 Pradは以下のように表記される。
Prad = RayleighI =
e2!4
6m220c
2

X
j
f0 j
!2j0   !2   i j!

2
I (4.37)
この放射強度を光子のエネルギーで割ったものがレイリー散乱レートとなる。
Rscat =
Prad
~!
=
e2!3
6~m220c
2

X
j
f0 j
!2j0   !2   i j!

2
I
=

X
j
!3=2p
2! j0
3=2j
!2j0   !2   i j!
s
I
Is; j
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(4.38)
*2他の散乱要因として、3準位系の議論から導出されるラマン散乱や、トラップ原子同士の衝突による散乱、バック
グラウンドガスとの衝突による散乱があり、EDM探索の際に議論が必要となる。
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簡便のために、対象原子の複数の共鳴周波数が非常に近く、事実上 1つの共鳴周波数でみなせる
とする*3。このとき式 4.38は以下のように展開される。
Rscat =
!3
2!0
3
!20   !2

+ 2!2
I
Is
(4.39)
これは、式 4.11の分極率 (!)と、式 4.30の真空インピーダンスを用いて、
Rscat =
0
~
!2
!20
Im[(!)]I(r) (4.40)
と表せる。(!)の虚部は原子による光の吸収・散乱に関与している。
トラップに用いる光がガウシアンビームであると仮定すると、ビームの進行方向 z、ビーム軸と
垂直な放射方向 rに存在する光の強度分布 I(r; z)は以下のようになる [85]。
I(r; z) = Imax
w20
w2(z)
exp
"
  2r
2
w2(z)
#
(4.41)
このうち Imax = 2P=w20はトラップ光のピーク強度で、Pはトラップ光のパワーである。w(z)は
ビーム軸に沿った方向のビーム半径を示す。w(z)は z = 0でビーム半径が最小の値w0となるとき、
次のように示される。
w2(z) = w20
"
1 +
 z
zR
2#
(4.42)
zR は レイリー長（Rayleigh length）と呼ばれ、ビーム径が
p
2倍になるまでの z軸方向の最小
ビームウエスト位置からの距離を示していて、zR = w20=である。実験で観測されるODTで捕
獲された原子集団のビーム軸に沿った長さは、レイリー長の 2倍程度になる。また、レンズで集
束される前の入射ビームが平行光かつ一様分布である場合、焦点距離 f のレンズでビーム直径D0
の平行なビームを集束すると、w0は次のように表される。
2w0 =
4

f
D0
(4.43)
ここまでに導入した式を用いて、210Fr、87Rbのポテンシャルを計算する。レーザー光が、焦点
f のレンズによって集束させられて、原子集団に入射され、集束点付近にポテンシャルが形成され
る。計算にあたっては、レーザー光は一方向からのみ入射し、集束点を過ぎて再びビームが拡大
する途中でビームダンプで止められる系を考慮する（図 4.1）。チェンバー内部等で反射したレー
ザー光による影響は一切考慮していない。
ポテンシャル計算にあたっては、式 4.41の I(r; z)のレーザー光を用いて式 4.32のVdipoleを計算
した。今回は、両原子ともアルカリ原子であることから、D1遷移とD2遷移のみを !0 jとして考
慮する。原子と相互作用させるレーザー光は、後述する実際の実験でODTトラップ光用いた 1083
nmである。この光のパラメータを表 4.1に示す。このポテンシャルを用いて、210Fr、87Rbのポ
テンシャルを計算したものがそれぞれ、図 4.2、図 4.3である。これらのポテンシャルの深さは、
*3式 4.38を直接展開すると、D1遷移と D2遷移の 2遷移のみを考慮したとしても、式の展開の中で D1遷移と D2
遷移が互いに関与しあう項が出現する
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図 4.1: ODTのレーザー光の集束。矢印の方向に入射したレーザー光がレンズで集束され、集束点
で原子がトラップされる。
基準点からの温度の差 T = Vdipole=kB [K]として表記されている。ポテンシャルが最も深い位置、
すなわちビームの集束点 (r; z) = (0; 0)における温度Vdipole(0; 0)と、この集束点付近での散乱レー
ト Rscatを、表 4.2に示す。また、トラップの底部での原子の運動を調和振動子として記述すると、
質量Mの原子のトラップ中心におけるビーム軸方向の周波数は !z = (2Vdipole(0; 0)=Mz2R)1=2 、半
径方向の周波数は !r = (4Vdipole(0; 0)=Mw20)1=2 となる。このトラップ周波数も表 4.2に示す。ま
た、計算に用いたパラメータは、表 4.3に示す。
表 4.1: 見積もりに用いた 1083 nm光のパラメータ
P [W] f [mm] R0 [mm] w0 [m] zR [mm]
2.8 250 10.4 33.1 0.79
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0
0.003 -0.0001
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図 4.2: 210Frの双極子ポテンシャル
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図 4.3: 87Rbの双極子ポテンシャル
表 4.2: 1083 nm光による光双極子力トラップの見積もり
Vdipole(0; 0)=kB [K] Rscat [Hz] !z [Hz] !r [Hz]
Fr -206 1.4 159.4 5418
Rb -237 0.88 265.9 9038
表 4.3: 光双極子力トラップのポテンシャルの見積もりに用いたパラメータ。
210Fr 87Rb 備考
(D1) [nm] 817.0986 794.9750
(D2) [nm] 718.2164 780.2464
=2 [MHz] 7.57 6.07
 j=2(D1) [MHz] 1.81 1.92 計算値
 j=2(D2) [MHz] 4.77 4.04 計算値
Is [mW/cm2] 2.68 1.68 計算値
Is; j(D1) [mW/cm2] 0.43 0.50 計算値
Is; j(D2) [mW/cm2] 1.68 1.11 計算値
f0(D1) - 0.34231 出典 [86]
f0(D2) - 0.69577 出典 [86]
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4.2 レーザー冷却の原理
ODT に原子を移行するためには、原子の温度を ODT のポテンシャルの深さ（Vdipole=kB 
200 K）以下に冷やさなければならない。このためにレーザー冷却を用いて原子の冷却を行う。そ
の原理と、このレーザー冷却を 3次元的に用いて原子の捕獲を可能とした磁気光学トラップ (MOT)
について述べる。
4.2.1 ドップラー冷却
原子集団に対し、特定の準位間に共鳴するレーザー光を照射することで、原子集団のエネルギー
を奪い、冷却する技術をレーザー冷却という。基底状態 jgiと励起状態 jeiの 2準位系の原子を考
えた場合、基底状態の原子はこの 2状態間のエネルギー差に対応する共鳴周波数!0 = (Ee   Eg)=~
の光を吸収し、励起状態へと状態を変化させる。ここで Egと Eeはそれぞれ基底状態、励起状態
のエネルギーである。
|e>
|g>
ω0
ω
Δ
図 4.4: 2準位系の原子
光を吸収すると原子は基底状態から励起状態へ遷移する。1個の光子が原子に吸収されるとき、
光子の持っている運動量 ~kにより、原子には運動量変化が起きる。kは光の進行方向を示す波数
ベクトルで、その大きさはレーザー光の波長 を用いて、jkj = 2=と表記される。光子の運動
量 ~kの大きさはレーザー光の角周波数 !を用いて ~!=cと表せる。
励起された原子はその後励起状態の寿命に従って光子の自然放出を行い、基底状態に戻る。こ
のとき放出される光子の持つ運動量の大きさは ~!0=cであり、このとき原子は同じ大きさの反跳
運動量を受け取る。この光の放出はあらゆる方向に向けて起こる。基底状態に緩和した原子は再
度レーザー光を吸収することができるようになる。
原子が z軸正方向に動き、対向する z軸正方向からレーザー光を受け続け、上記の光子の吸収・
放出サイクルが何度も起こるような系を考える。原子は z軸負方向の運動量 ~kを受け続ける一方、
反跳運動量は平均するとゼロになり、結局、原子は z軸の負方向のみに運動量を受け取ることに
なる。この一回の光子の吸収あるいは放出で変化する速度は反跳速度と呼ばれ、vr = ~k=Mと表さ
れる。
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図 4.5: レーザー冷却の概念図。原子の進行方向の対向方向から来る光子を吸収し、励起された原
子は自然放出によって光子を放出する。このサイクルを繰り返すことで原子を冷却していく。
この吸収・放出サイクルを繰り返すことで、原子を続けて冷却することが可能である。単位時
間あたりの吸収・放出サイクルの回数は自然放出が起きるレートに依存し、励起準位に滞在する
時間 ( = 1=)を用いて表される。はその遷移の自然幅（半値全幅）である。このときの光子の
吸収・自然放出の 1秒あたりの回数 pは [87]、
p =
s0=2
1 + s0 +
 
2=
2 (4.44)
ここで s0 = I=Isはレーザー光の強度 Iとその飽和強度 Isで表せる飽和パラメータである。
式 4.44内の は実効的なレーザー光の周波数離調を表し、原子の共鳴周波数と運動している原
子が感じるレーザー光周波数が一致するような周波数によって原子は共鳴する。すなわち、ドッ
プラー効果によって原子の共鳴周波数が変化するということを意味する。z軸負方向から速度 vで
飛来する原子に、対向方向の z軸正方向から負方向にレーザー光を入射するような描像を考える。
速度 vで運動している原子はドップラー効果によってレーザー光周波数が !D = k  vだけ変化し
て見える。このドップラーシフトは実効的なレーザー光周波数を変化させる。
 =   + !D (4.45)
ここで  = !  !0 jであり、!lはレーザー光の周波数、!0 jは原子の共鳴周波数である. 運動して
いる原子に対し、少しだけ周波数が低い (波長が長い) 赤方離調されたレーザー光を照射すると、
原子は対向してくるレーザー光の周波数をドップラー効果によって高く、つまり共鳴周波数によ
り近づくように感じる。
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0 + !D  の条件を満たすとき、原子はこのレーザー光を吸収し、減速が行われる。この減
速を起こす力を輻射圧とよび
F = ~kp (4.46)
と書き表される。
この輻射圧の力は、レーザー光の強度 Iと飽和強度 Isが I  Isとなるとき最大となり、このと
き原子に対し最大減速度 amaxによる冷却が行われる。そのときの輻射圧は次のようになる。
Fmax =Mamax  ~k=2 (4.47)
輻射圧による質量Mの原子の減速度 a = F=Mは、式 4.46より、
a =
~kp
2M
(4.48)
となる [88]。
4.2.2 磁気光学トラップ
冷却サイクルを繰り返して、光子の吸収による減速を連続して行った場合、原子の速度が徐々に
遅くなっていくため、原子のドップラーシフト !Dが変わっていき、共鳴周波数が変化していく。
さらに、せっかく冷却が完了した原子を保持しようとしても、冷却に用いるレーザー光周波数が
静止状態の原子の共鳴周波数と近い場合、レーザー光と原子が共鳴するという問題も現れる。
磁気光学トラップは、3次元のドップラー冷却に加えて、トラップ中心から空間的に遠ざかるほ
ど大きくなっていく磁場を組み合わせて、トラップ中心から拡散していく原子を冷却光と共鳴さ
せて、輻射圧でトラップ中心に “押し戻す”作用で冷却原子を空間的に保持する機構である。円偏
光にしたトラップ光は z軸 (コイルの中心を結ぶ軸)、x軸、y軸に沿って対向方向から入射される
（図 4.6）。
z軸に沿って置かれた二対のコイルに互いに逆向きの電流を流して得られる四重極磁場は、以下
のようになる。
B(z) =
Nturn0Icoila2
2
266664 1
(d0   z)2 + a23=2   1(d0 + z)2 + a23=2
377775 (4.49)
また、磁場勾配は以下のようになる。
dB
dz
=
3Nturn0Icoila2
2
266664 d0   z
(d0   z)2 + a25=2 + d0 + z(d0 + z)2 + a25=2
377775 (4.50)
このとき、Nturnはコイルの巻き数、0は真空の透磁率、aはコイルの半径、Icoilは電流、d0はコ
イル中心の原点からの距離である。このコイルを z軸方向に設置したとき、中心ではゼロ、中心
付近では B(z) _ zとなる磁場勾配ができる。このような磁場 B(z)が存在する場合、原子の超微細
構造の準位の縮退が解け、エネルギー準位は分裂する。分裂した準位をゼーマン副準位と呼び、分
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図 4.6: 文献 [59]より引用：MOTの概念図。3次元のレーザー冷却に、アンチヘルムホルツコイ
ルで発生させた四重極磁場を組み合わせる。3軸からそれぞれ対向するように円偏光の光を入射し
て、原子を捕獲する。
裂した準位がエネルギーシフトすることをゼーマンシフトと呼ぶ。磁場 B(z)によるゼーマン副準
位のエネルギーシフトは以下のようになる。
EB = BgFmFB(z) (4.51)
このとき、Bはボーア磁子、gFは g因子、mFは磁気量子数である。
原子の遷移は、レーザー光が円偏光の場合、光によって jmFi ! jmF  1iへ遷移する。冷却
光としてD2線を用いる場合は磁場に対して離調 (z)が、以下のように変化する。
(z) = EB(P3=2)   EB(S1=2) (4.52)
その上で、入射するときレーザー光の周波数を赤方に 離調し、中心にいる速度ゼロの原子と共
鳴しないようにする。こうすると、中心から遠ざかるごとに、本来の冷却のための遷移の周波数
が、磁場が大きくなるに従って共鳴周波数に近づくようになる。こうして、中心から離れるよう
な原子が、冷却光を多く吸収するようになり、輻射圧によって中心に押し戻される。このMOTの
原理について、図 4.7に示す。
対向方向から入射する 2本のレーザー光によって受ける散乱レートは、以下のように表せられ
る [37]。
R =
0
1  [1 + R(B)]2 (4.53)
このとき、Rはそれぞれ 光による散乱レートである。0は自然幅である。このときR(B)は磁
場 Bに依存する項で、次のような量である。
R(B) =
2gFBB
~0
(4.54)
また、アンチヘルムホルツコイルにによる磁場は次のようになる。
B =
@B
@z
z (4.55)
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輻射圧の平均値 hFiは、これに 1光子あたりの運動量変化を考慮すると次のようになる。
hFi = ~k(R+   R )
=  40~!
2c
 
R(B)
4 + [R(B)]4
! (4.56)
中心部分では、ゼーマンシフトの大きさは原子の自然幅に比べて小さくなり、そのときの復元力
の期待値は、
hF(z)i =  k!
c
gFBB(z) (4.57)
とあらわされ、軸方向に対して磁場の大きさと比例するように力が加わる。
図 4.7: 磁気光学トラップの原理。トラップ中心から離脱する方向の速度成分を持つ原子が中心か
ら離れた際に、アンチヘルムホルツコイルで発生させた磁場を感じてゼーマン効果によってエネ
ルギーシフトを起こし、偏光のレーザー光と共鳴することで輻射圧を感じ、中心に戻る [82]。
MOTで使われる光は以下の二つである。
1. 5S1=2;F = 2準位から 5P3=2; F = 3準位へのトラップ光
2. 5S1=2;F = 1準位から 5P3=2準位へのリポンプ光
87Rb原子、210Fr原子のそれぞれ場合のトラップ光およびリポンプ光の遷移について図 4.9およ
び図 4.8に示す。
トラップ光は、3軸 6方向から入射される光で、共鳴光よりは赤方離調された光である。ただ
し、この光だけだと、5P3=2準位から遷移するときに、5P3=2; F = 2に遷移してしまう場合があり、
5S1=2;F = 2へ遷移する原子が存在する。早い冷却サイクル (励起状態の寿命  20 [ns])を繰り返
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図 4.8: 87Rbの準位とMOTのための光
すうちに大量の原子が 5S1=2;F = 1へ脱励起してしまうため、長時間トラップし続けることができ
ない。そこで、5S1=2;F = 1に遷移した原子を 5S1=2;F = 2準位へ戻すために、1回 5P3=2;F = 2へ
一度励起し、遷移させて 5S1=2;F = 2へ戻す方法を用いる。これがリポンプ光の役割である。リ
ポンプ光の遷移は、D2線を用いる場合は 5S1=2;F = 1から 5P3=2;F = 2、D1線を用いる場合は
5S1=2;F = 1から 5P1=2; F = 2が用いられることが多い。
4.2.3 偏光勾配冷却
ドップラー冷却には限界温度 TDが存在し、TD = ~=2kBであり、これを計算すると、87Rbで
は 140 K、210Frでは 131 Kである。この温度は表 4.2に示したODTのポテンシャルと比較し
て十分低いとは言えない。これは、ODTのポテンシャルの深さに対し、トラップされる原子の温
度がトラップ温度の 1=10程度にとどまるためである。
このような場合に、トラップ原子をドップラー冷却限界以下の温度に冷却するため、ドップラー
冷却とはまた別の冷却機構が必要である。このような状況で頻繁に用いられるのが偏光勾配冷却
（Polarization Gradient Cooling, PGC）[89]である。これは、レーザー光によって生じるACシュ
タルクシフトを利用する冷却法である。今回用いるのは対向する円偏光のレーザー光による偏光
勾配冷却である。
偏光勾配冷却を用いるためには、ゼーマンシフトと比較して小さいACシュタルクシフトを利
用可能にするため、トラップ原子集団付近でゼロ磁場を作り出し、かつ対向方向のレーザー光の
効果を利用するため、各光軸においてMOTに入射する 2本のトラップ光が完全に重ね合わさって
いることがより重要である。
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図 4.9: 210Frの準位とMOTのための光
手順は、MOTコイルに流す電流を遮断して磁場を消失させると同時に、トラップ光の周波数を
MOTの離調周波数（ 20 MHz）からさらに赤方に離調する [90]。トラップ光を共鳴周波数から
遠ざけると同時に、光の強度を減少させて、原子がレーザー光を吸収しにくくする。これにより、
レーザー冷却における光子の放出によって運動量を得る加熱作用を防ぐことができる。トラップ
光およびリポンプ光は切らずにそのまま入射し、光モラセスとして原子集団を保持する。
4.3 光双極子力トラップ観測の準備
以下において、ODT実験を行うための各装置の動作、およびその性能について述べる。
4.3.1 実験セットアップ
ODTの観測に向けた実験セットアップを図 4.10に表す。本実験は、既存のダブルMOTに、ODT
トラップ光である 1083 nm光の光学系、ODTなどトラップ原子集団の観測に用いるイメージング
光、プッシュ光から分岐したガイド光、そして補正コイルを追加して行った。
4.3.2 ダブルMOT
ODTへの原子の移行には、ダブルMOTを用いた。
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図 4.10: ODT実験の実験セットアップ。ダブルMOT周辺の光学系を示す。赤線は 1083 nm光の
ビームの軸および半径方向の拡がり、ピンク線はイメージング光、黄線はプッシュ光およびプッ
シュ光から分岐されたガイド光を示す。これらの光は光ファイバーにより隣の光源用の光学台か
ら輸送されてきている [94]。
MOTチェンバー
ダブルMOT [91]は、つながっている真空チェンバーの中に 2つのMOTを設置したものである。
二つのMOTを細いポンピングチューブで接続し、低真空側MOT（1st MOT）は真空悪化の要因
となる原子源アンプルを設置して集積用のMOTとして動作させ、もう片方のMOT（2nd MOT）
で高真空を得るというものである。このMOTは単一原子トラップ実験のために開発され、今回
はトラップ原子の観測ポートから単一原子観測のためのレンズシステムおよび検出器を撤去して、
このポートからODTの 1083 nmトラップ光を入射させた。このチェンバーを用いるメリットと
して、高真空が得られる 2nd MOTでODTを行うことで、真空度に依存するトラップ時間を向上
させることが期待できることが挙げられる。一方でデメリットとして、2nd MOTへの原子の供給
は、1st MOTからのプッシュビームによる移送にほぼ限定されるため、トラップ原子が蓄積する
までに時間がかかること、1st MOTのトラップ個数に 2nd MOTのトラップ個数が依存すること
が挙げられる*4。これは、1st MOTの個数を増やせなければ 2nd MOTの最大個数を増やすこと
*4ダブルMOTの開発について詳細な記述がある文献 [59]によれば、1st MOT、2nd MOTの最大個数は共に 108 個
程度であり、最大蓄積時には両MOTの個数は同程度である。
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が難しいことを意味する。
1st MOTと 2ndMOTの間には16 mm、長さ 30 cmのポンピングチューブが入っており、ここ
で真空のコンダクタンスを悪くすることで、真空度の悪い 1st MOTと高真空を得たい 2nd MOT
の間を分離した。普段はゲートバルブで両MOTの真空排気系は区切っておき、1st MOTはター
ボ分子ポンプとイオンポンプ、2nd MOTはイオンポンプのみで真空排気系を構成した。これによ
り停電などの際に 2nd MOTの真空がブレイクしてしまう可能性を減らすことができた。実験時
の真空度は、ゲートバルブを開けた状態で、1st MOTは 1  10 7 Pa、2nd MOTは 9  10 10 Pa
程度となった。
トラップ光・リポンプ光・プッシュ光
今回の実験では、ダブルMOTを行うための光源として、トラップ光、リポンプ光、プッシュ光
を用いた。今回用いた光について図 4.11に示す。
図 4.11: ODT実験に用いたレーザー光の一覧。このほかにODT光として 1083 nmのレーザー光
を用いた。
トラップ光は、1st MOT、2ndMOTとともに、外部共振器型半導体レーザー (Extended Cavity
Diode Laser, ECDL)から出力された光を、テーパーアンプで大強度化したものを用いた。トラッ
プ光の遷移は、5S1=2;F = 2準位から 5P3=2;F = 3準位のD2線である。出力する光の周波数は共鳴
周波数から  200 MHzに調整した。トラップ光については、このあと +90 MHzで駆動された音
響光学素子 (Acousto-optics modulator, AOM)に入射し、反対側で反射して 2回通過させること
で（ダブルパス）、共鳴周波数から  20 MHzの赤方離調でMOT領域に入射させた。AOMは超
音波を用いて回折光を生み出す装置で、超音波を与えた時の n次回折光はわずかに光路が変わる
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ため、AOMの後ろにスリットをおき、1次光の光路だけを通すように調整することで、1次光と
0次光の切り替えによって、光のオンオフを行える。特徴として、応答速度が速く機械的なシャッ
ターと比較して高速で (s)の光のオンオフが可能である。今回はこのAOMのドライバーにタイ
ミングジェネレータからの信号を送って、光のオンオフなどの制御を行った。
プッシュ光は、トラップ光源と同じ ECDLから出力した光を +100 MHzで駆動されたAOMを
2回通して +200 MHzとし、ちょうど共鳴周波数にしたものを用いた。この光を 1st MOT中心と
2nd MOT中心を結ぶ軸上の 1st MOT側からMOTチェンバーに入射した。このとき、1st MOT
の中心を通過し、かつ 2nd MOTのトラップ領域の端を通過するように調整した。また、レンズ
を用いて入射光を集束し、1st MOTのトラップ中心で焦点を結んで、かつ 2nd MOT領域では大
きく広がるように調整を行い、プッシュ光によって 2nd MOTが変形する影響を小さくした。
リポンプ光は、1st MOT、2nd MOTとともに、同じリポンプ用 ECLDから出力された光を用
いた。遷移は主に、 5S1=2;F = 1準位から、5P3=2; F = 1と F = 0間のクロスオーバー付近にあわ
せた周波数の光を用いた。ECLDからは共鳴周波数から  80 MHzで出力し、AOMによって +80
MHzで回折された 1次光を利用した。パワーは 1st MOTでは 4 mW、2nd MOTでは 8.5 mWに
なるように調整した。それぞれ、MOT側の光学台で、トラップ光と重ね合わせ、1st MOTは Z
軸、2nd MOTでは X軸と Y軸の 2軸から入射した。
MOTコイル
1st MOTのアンチヘルムホルツコイルは、2 mmの線を巻いて作成され、10 Aを流したとき
に約 0.1 T/mの磁場勾配を作り出す。2nd MOTのアンチヘルムホルツコイルは、まず、ホロコン
線材で作成した大電流用のコイル（以下 2nd MOTコイルAと表す）を用いた（図 4.12）。このコ
イルでは 240 Aまで電流を流すことが可能である。本研究におけるダブルMOTを用いた実験で
は、2013年までは 2nd MOTコイルA、2014年からはこれにかわる 2nd MOTコイル Bで実験を
行った。2nd MOTコイルAについて、磁場および磁場勾配を図 4.13に記す。
途中で 2ndMOTコイルAは FrビームラインのMOTに移設したため、代替のMOTコイルと
して 2 mmの銅線を 2nd MOTコイルAと同じく 30ターン巻いたものを作成した（2nd MOT
コイル B、図 4.14）。中空でない細い線材では定常的に大電流を流すことはできないが、本実験で
そこまでの大電流流すことをを想定しなかったことと、コイルの導線全長が短い方が、MOTコイ
ルの電流を止めた際に磁場が切れるのが早いと推測されたため、30ターンに抑えた。2ndMOTコ
イル Bについて、磁場および磁場勾配の計算値を図 4.15に記す。
中心での磁場勾配は、10 Aの電流を流したときに、2nd MOTコイル Aでは 152 T/m、2nd
MOTコイル Bでは 0.183 T/mと見積もられた。2nd MOTコイル Aでの実験においては 13 A、
2nd MOTコイル Bでの実験では 10 Aを標準値として実験を行った。
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図 4.12: 2nd MOTコイルAの形状 [59]。大電流（ 240 A）を流すために設計されたことから中
空のホロコン線材を用いている。
4.3.3 吸収イメージング法
ODTで捕獲した原子を観測する手段として吸収イメージング法を導入した。
吸収イメージング法は、原子集団をカバーする拡大された一様な共鳴光を入射し、原子が共鳴
したときに発する蛍光をアパーチャーで最大限遮断することで、原子集団が共鳴光の中に影とし
て 2次元投影されて撮像される手段である 4.16。原子集団の透過効率を測定することで、原子集
団の個数や半径を測定し、密度や温度を推定することが可能であり、その精度は蛍光から見積も
られる個数や形に比べて正確である。
吸収イメージングを導入した理由として、MOTと異なり ODT中の原子は光を発しないため、
蛍光を測定することが難しいことがあげられる。ODTを観測する他の手段としては、MOTで捕
捉された原子を解放して、ODTでトラップした原子以外がすべて拡散しきったところでMOTを
再度起動して、ODTでトラップした原子のみをMOTで再トラップするという方法もある。プッ
シュ光を遮断すれば、1st MOTから 2nd MOTへの原子供給はかなり抑えられるため、こちらの
方法でも可能ではある。ただし、ODTのトラップ時間は最適化するまではかなり短いことが予想
され、短時間でMOTで再捕獲しようとすると、ODTにトラップされなかった原子も再捕捉して
しまう可能性があるため、今回は吸収イメージング法を用いてODT中に捕獲された原子数を評価
を行った。
吸収イメージングのためのイメージング光は、トラップ光の ECDLから分岐したものを用いた。
イメージング光の強度は、CCDカメラで各ピクセルで輝度が飽和しないように調節した。イメー
ジング光のビーム径は、CCDカメラのフレームのサイズに収まるように撮像しながら、MOTチェ
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図 4.13: 2nd MOTコイル Bの発する磁場 B(z)（上）、および磁場勾配 dB=dz（下）。
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図 4.14: 2nd MOTコイル Bの形状。コイルAと同じく 30ターンで構成される。
ンバーのビューポートや内部構造物に当たらないように調節し*5、アパーチャーで 1 cm程度に
調節した。また、吸収イメージングの光学系を設置する際は、CCDカメラのピントを合わせるた
めに、MOTで原子を捕獲したまま撮影を続け、MOTで捕獲された原子由来の蛍光の形状が明朗
になるように調整した。
光学密度
トラップ原子集団の半径・個数の評価は、イメージング光の吸収強度を用いて行った。以下に、
文献 [96]に従って、イメージング光の吸収強度から半径・個数を求める方法を示す。
3次元の密度分布が n(x; y; z)である原子集団に、強度分布 I(x; y)の共鳴周波数のプローブ光が入
射した場合を考える。その遷移の原子 1個の吸収断面積 absを用いて、光学密度（Optical Density,
OD）が以下のように定義される。
OD(x; y) = abs
Z 1
 1
n(x; y; z) dz =  lnI1(x; y)
I0(x; y)
(4.58)
光学密度はプローブ光の透過率を示したもので、入射プローブ光の強度 I0(x; y)と、透過プローブ
光の強度 I1(x; y)の比を示している。この光学密度を xy平面で積分したものは、以下のように全
粒子数Nに比例する。Z 1
 1
Z 1
 1
OD(x; y)dxdy = abs
Z 1
 1
Z 1
 1
Z 1
 1
n(x; y; z)dxdydz = absN (4.59)
*52nd MOTチェンバーは単一原子観測を目的として設計されたため、観測窓がMOT領域に非常に近く、イメージ
ング光を広げすぎると観測窓のエッジに光が当たり、干渉縞が発生してしまう。
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図 4.15: 2nd MOTコイル Bの発する磁場 B(z)(上)、および磁場勾配 dB=dz(下)。
図 4.16: 吸収イメージング法の概念図。
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MOT、PGCの閉じ込め程終了後、光を切って原子集団を解放する。この原子集団が拡散してい
く様子を撮影し、原子集団の 2次元に投影した影の径の時間依存性を測定し、原子集団の拡散速
度を決定することで、温度を推定することができる。初期の原子集団が、半径の標準偏差が r0の
ガウシアン型分布をしているとする。また、拡散する原子集団は、運動量の標準偏差 pのマクス
ウェル・ボルツマン型の運動量分布をしているとする。この原子集団を瞬間的に解放した後の原
子集団の密度分布 n(r; t)は、以下のように表記される。
n(r; t) =
N
(2)3=2(20 + 
2
vt2)3=2
exp
266664  r22(20 + 2vt2)
377775 (4.60)
ここでは拡散中の原子同士の相互作用は無視した。
吸収イメージング法で観測されるODの分布OD(x; y)は次のようになる。
OD(x; y) = abs
Z 1
1
n(r; t)dz = ODmaxexp
"
 x
2 + y2
22r (t)
#
(4.61)
ここで、r(t) =
q
2r0 + 
2
vt2は、t秒後の原子集団の標準偏差である。また、ODmax = Nabs=22r (t)
は、OD(x; y)のピーク高さである。これにより v(t)を用いて原子集団の温度Tは T =Matom2v=kB
と評価できる。Matom は原子の静止質量、kB はボルツマン定数である。また、原子集団の個数N
は次のように評価される。
N = ODmax
22r (t)
abs
(4.62)
時刻 tは、トラップ解放の瞬間（トラップ光遮断の瞬間）を t = 0として定義される。
透過強度のODへの変換
透過光強度を求めるためには以下の 3枚の 2次元イメージを必要とする。
1. 原子集団の吸収イメージ：トラップ原子集団がある状態で、イメージング光を入射して撮影
した透過光の写真である。このときピクセルの座標 (i; j)における透過光の強度を Ia(i; j)と
する。
2. ダーク：イメージング光が遮断されている状態で撮像した画像である。このときの強度を
Id(i; j)とする。
3. フラット：磁場を切って原子のトラップがない状態で、イメージング光だけを撮像した画像
である。このときの強度を I f (i; j)とする。
実際の透過光強度 I1と、入射光強度 I0をもとに得られるOD(x; y)との関係は以下のようになっ
ている。
OD(i; j) =  ln
"
I1(i; j)
I0(i; j)
#
=  ln
"
Ia(i; j)   Id(i; j)
I f (i; j)   Id(i; j)
#
(4.63)
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このようにして、もともとカメラについているゴミや熱雑音、あるいはカメラに入ってきてしま
う迷光を取り除くダーク処理（Ia(i; j)   Id(i; j)）、および、レンズで集光することによって集光の
歪みが生じる現象を補正するフラット処理（
h
I f (i; j)   Id(i; j)
i
）を行って、各ピクセルの輝度を求
め、原子集団の吸収画像を取得した。これらの画像演算処理は主に専用ソフトウェア（Diraction
Limited. MaXim DL）上で行ったが、この画像演算処理の計算処理過程がブラックボックスであ
り、マイナスになった数値を自動的にゼロに変換するという問題点があったため、吸収強度が小
さく誤差が懸念されたODT吸収イメージの画像処理過程においては、上気 3枚の画像の輝度情報
を切り出した後は各ピクセルごとにマイナス値も許容する計算を行った。
こうして得られた原子集団は、その径が最大となる部分で、画像上で水平方向軸に沿って、原子
集団の中心を通る水平方向の 1軸上に並ぶピクセルを切り出し、ピクセル毎の輝度を求めた。こ
の輝度に自然対数にマイナスをつけたODに修正した。x2 + y2 = r2より、原子集団のOD(r)は以
下のように書き表せる。
OD(r) =
Nabs
22r (t)
exp
"
  r
2
22r (t)
#
(4.64)
このとき、イメージング光の遷移 5S1=2;F = 2 ! 5P3=2; F = 3では abs = 2:907  10 9 /cm3 で
ある [86]。r(t)を時間 tごとにプロットしていき、r(t) =
q
2r0 + 
2
vt2 でフィッティングして、
T =Matom2v=kB により、原子集団の温度を推定した。
また、個数Nと原子集団の初期半径 r0を用いて原子集団の密度を推測することもできる。密
度分布が標準偏差 r0のガウシアン型をしているとすると、時刻 t = 0における密度分布は以下の
ようになる。
n(r; 0) =
1
(2)3=23=2r0
exp
266664  r222r0
377775 (4.65)
中心付近 (r = 0)における密度 n(0; 0)は以下のようになる。
n(0; 0) =
N
(2)3=23=2r0
(4.66)
実際のトラップ原子集団の吸収から取得したODを図 4.17に示す。
長さの校正
実際の原子集団の大きさとCCD上での結像の大きさは異なるため、原子集団の半径 rを求める
際に補正する必要がある。そこで、以下のように測定を行って、1ピクセルあたりの長さを求め
た。その手法を図 4.18に示す。
原子集団に入射する直前のイメージング光の光路に、水平軸方向に両開きをするスリットを持
つマイクロメーターを設置し、スリットのエッジ間隔ごとにフラット光の写真をとる。この透過
イメージング光の幅をそのときのスリット間隔に対応させるただし、透過光はスリットのエッジ
で回折し、実際に得られる写真では透過光は一様ではなく干渉縞を伴ったものになってしまう。特
にスリット間隔が狭い状態では影響が大きい。そこで、透過光の半値幅 rと、マイクロメーターの
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図 4.17: トラップ原子集団の吸収から取得したOD。赤い点がピクセルごとのOD値で、青い線が
ODの 4.64によるフィッティング結果である。左がMOTを解放して 100 s後、右が 5 ms後の様
子である。時間が経過して原子が拡散すると、ODは広がり、ピークの高さが下がっていく。
図 4.18: マイクロメーターを用いた撮像した原子集団の半径校正を行うためのセットアップ。マイ
クロメーターをのエッジ間隔に対応する、透過光の幅を撮像してプロットすることで、1ピクセル
に対応する長さを求める。
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幅 rmmを対応させて 2次元のグラフにプロットを行い、フィッティングによってその傾きを求める
ことで、確からしさを増した*6。
これにより、ODT実験で使用した光学系において、CCDカメラ（浜松ホトニクス　ORCA-R3）
において 1ピクセルあたり 0:173 cmという結果が得られた（図 4.19）。
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図 4.19: マイクロメーター付スリットを用いた半径校正を行ったもの。横軸はCCDのピクセル数、
縦軸がスリットを透過した光の半値幅である。
4.3.4 1083 nm光源
光双極子力トラップのトラップ光として利用する 1083 nm光は、ファイバーレーザー（型番：
Keopsys KPSBT2-YFL-1083-50-COL、図 4.20)から出射したレーザー光を、AOMに入射したと
きに出力される一次回折光を利用した。
*6他のやり方として、マイクロメーターの位置に透明な定規をいれて写真を撮り、黒い線の間隔から推測するという
方法もある。この場合、定規の線によって干渉が発生し、定規の線による影はやや太くなること、光に対する確度で精
度に影響が出ることなどに留意が必要である。
107
図 4.20: 光双極子力トラップの光源レーザー
ファイバーレーザーから出力されたレーザー光を平行光に直すためのレンズ（ f = 15:29 cm）を
通した後の 1083 nm光のビーム径は、ナイフエッジ法によって測定された（図 4.21）。ナイフエッ
ジ法は、レーザービームの光軸に対して垂直に移動する遮光板でビームを遮っていき、遮光板の
端部（エッジ）に対応する透過光の強度を測定してプロットすることで、ビームの径を得る方法
である [92]。レーザー光が理想的なガウシアンビーム（TEM00）だと仮定すると、エッジ通過後
の全透過光量は、エッジの座標を aとして
P(a) =
Z 1
 1
dy
Z 1
0
dx I(x; y; z) =
P0
2
erfc
 
a
p
2
w(z)
!
(4.67)
としてあらわせれる。P0は全透過光強度で、erfc(x)は誤差関数である。透過強度が 10 %から 90
%になるまでの遮光板の移動距離をDcとすると、ビームスポットの直径Dは、以下のように表
せる。
D =
4Dc
2:563
= 1:561Dc (4.68)
1083nm光のビーム径を測定する際には、レンズで調整した平行な光の光軸上に光検出器を置き、
遮光板でビームを遮りながら、遮光位置における光強度をプロットした（図 4.21）。測定したビー
ム透過強度測定結果を図 4.22に示す。結果、Dc = 3:3 mm、D = 5:2 mmであることがわかった。
ファイバーから出力される光を平行ビームにするレンズとして用いているThorlabs製C260TME-C
のカタログ (参照：www.thorlabs.co.jp/thorproduct.cfm?partnumber=C260TME-C)によると、
得られる平行ビームの直径は設計値では 5.00 mmとなっている。このため、この結果は妥当なも
のであると考えられた。
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図 4.21: ナイフエッジ法によるビーム径測定
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図 4.22: ナイフエッジ法によるビーム透過強度測定結果
1083 nm光のアライメント
ODTのトラップ実験に 1083 nm光を用いる際には、図 4.10で示したように、レーザー光を
f = 500 mmのレンズで集束し、AOMで集束させたのちに、 f = 1000 mmのレンズで平行ビー
ムに戻すことで、ビームの直径を 2倍の R0 = 10:4 mmとした。これを f = 250 mmのレンズで
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集束し、MOT中心で集束点が来るように調整し、MOT領域へ入射させた。入射させた 1083 nm
光は、反対側のポートから出射したところでダンプで止めた。パワーは、ファイバーレーザーの
ファイバー直後で 3.8 W、AOM透過一次光は 2.8 Wであった。
MOTチェンバーへ入射する 1083 nm光のアライメントにおいては、そのフォーカス点が、MOT
においてもっともよく冷却され、密度が濃い領域と重なることが要求される。このため、アライ
メントの段階では、プッシュ光から分岐した共鳴光をガイド光として用い、1083 nm光の光路と
重ねてMOT領域へ入射した。この方法なら、MOTに原子を捕獲しながらアライメントを行うこ
とで、ガイド光と共鳴したMOTに捕獲された原子が、プッシュ光と同じ作用で散乱されるため、
これをカメラで観測しながら最適な光路を探すことが可能となった。このとき、0.5 mW程度の
弱い光でも、MOTに捕獲された原子が散乱されて小さくなるように調整した。実際にODTのト
ラップ実験を行う場合は、MOTが吹き飛ぶことを観測した上でガイド光はビームストッパーで遮
断し、1083 nm光のみを入射して実験を行った。
また、アライメントの際に考慮する事項として、ビームを可能な限り水平にすることが要求さ
れた。これは、1083 nm光の光路が水平から傾斜すると、重力ポテンシャルによってトラップポ
テンシャルが減少するためである。すなわち、原子の質量Mと、重力加速度 gとすると、基準水
平面からの高さ hpは以下の式を用いて見積もられる。
Vdipole Mghp (4.69)
表 4.2より、ODTポテンシャルの最大深さ Vdipole(0; 0)=kB は Fr、Rbともに 200 K程度である
ため、Vdipole3  10 27 J程度となる。87Rbの静止質量M = 1:46  10 27 kg、210Frの静止質量
M = 3:53  10 27 kg、重力加速度 9:807 m/s2を用いると、それぞれの原子におけるODTポテン
シャルの重力による位置エネルギーの基準面からの高さは、hp(Fr) = 0:82 mm、hp(Rb) = 2:3 mm
と計算される。
ところが、実験においては計算されたポテンシャルの 1=10程度の温度の原子しかODT中にト
ラップされないことが知られている。原子を捕獲できる実効ポテンシャル深さが計算で求められ
た Vdipole の 1/10程度であると考えると、許容される基準面からの高さ hg も 1=10になると推定
する。レイリー長 zR程度の距離を進む間に変化する高さが前述した hp=10以下であると仮定する
と、許容される傾斜角度 gは、
g  arctan
 
hg
10
1
zR
!
(4.70)
と定義され、zR = 0:792 mmを用いて計算を行うと、Frではg(Fr) 0:6 deg、Rbではg(Rb)
1:7 degには抑えないといけないことになり、ODTトラップ光を原子集団に入射する際には水平
にすることが重要である。
4.3.5 タイミングシーケンス
原子集団の冷却実験、およびODT実験のために、パソコンで制御が可能なマルチチャンネルの
タイミングジェネレータ（ASCOM TIME98）を導入し、0.1 ms刻みのタイミング制御を可能とし
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た。また、このタイミングジェネレータをスレイブとして 20秒に 1回動作させるため、マスター
のタイミングジェネレータとしてファンクションジェネレーター（NF DF1906）を用意し、0.05
Hzの矩形波を出力させてこれをスレイブの外部トリガーとして用いた。そのときの制御系の概要
およびタイミングシーケンス設定をそれぞれ、図 4.23と図 4.24示す。
図 4.23: 光双極子力トラップを行うためのタイミング制御系の概要を示す。
各行のブロックは、該当する実験装置が起動していることを示している。このスキームは、20
秒毎に繰り返される。スキームが始まると、まず 2nd MOTへの原子のロードが始まる。このと
きは、 780 nmのMOTトラップ光 (Trapping)および 780 nmのリポンプ光 (Repumping)が 2nd
MOTへ入射されている。その上で、2nd MOTコイルにカレントが流れ (MOT coil)、プッシュ光
によって 1st MOTから 2ndMOTへ原子がロードされている (Pushing)。MOT中に原子を十分な
個数捕獲するための時間として 19.9秒経過させた後、プッシュ光を切って原子のロード終了し、
MOT用のコイルに流す電流を遮断して PGCを開始する。PGCの間は、MOTトラップ光をさら
に 28.5MHz離調する (PGC)。ODTのための 1083 nm光は、トラップ終了の 1秒前から入射され、
原子をロードする（Dipole trap）。10 ms秒間 PGCを持続したのち、MOTのトラップ光とリポ
ンプ光を切り、ODT単独での保持へ移行する。5 ms秒間トラップを保持したのち、ODT光を切
り、イメージング光を入射する (Imaging)。同じタイミングで、CCDカメラのシャッターを開けて
(Shutter)、原子集団の吸収イメージを撮影する。このとき、リポンプ光を用いて原子を 5S1=2; F = 1
から、イメージング光によって励起される 5S1=2;F = 2へポンピングし、原子の個数を増やして吸
収の影を濃くする。このサイクルを繰り返しながら、少しずつ条件を変えて撮影して画像を保存
し、後述するダーク・フラット処理を行って、ODTで捕獲された原子集団の吸収が見られるか確
認していく手法をとった。
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図 4.24: 光双極子力トラップを行うためのタイミングスキーム。それぞれ、MOTトラップ光 (Trap-
ping)、リポンプ光 (Repumping)、MOTコイルのカレント (MOT coil)、プッシュ光 (Pushing）、
PGC離調 (PGC)、 1083 nm光 (Dipole trap)、イメージング光 (Imaging)、 CCDカメラのシャッ
ター開口 (Shutter)を示している [93]。
4.3.6 補正コイルの設置と調整
PGCによる冷却効果を付与するためには、トラップ領域でゼロ磁場を作り出す必要がある。残
留磁場の大きな要因は、地磁気（300  500 mG程度）、イオンポンプがあげられる。そこで、2nd
MOTの周辺に、トラップ光ビーム軸にそれぞれ補正コイルを設置した（図 4.25）。補正コイルの
電流値は、MOTトラップ光およびリポンプ光を残したまま電流を止めて磁場を切り、このときに
原子集団が全方位にゆっくりと拡散するように、カメラで蛍光を観測しながら調節した。残留磁
場による磁場勾配が残っている場合、原子集団がゼロ磁場に向かって移動する様子が見えること
を利用した。
4.3.7 冷却効果の検証
PGCによる冷却効果を検証する際は、(I)冷却作用のある効果を付与したタイミングシーケンス
と、 (II)MOTのみのタイミングシーケンスの 2パターンを行い、イメージング光を入射するタイ
ミングを変えながら、原子集団が拡散していく様子を観測し、TOFをプロットした。このとき、
トラップ光を切るタイミングを t = 0として統一し、トラップ光から解放してから経過した時間を
tとして、原子集団の径の t依存性を測定した。カメラ制御の都合上、1回の解放中に連続して撮
像!保存を繰り返すことができなかったため、1回の吸収画像撮像につき、MOTへの原子の再
ロードを含む 20秒のタイミングシーケンスを繰り返して、各時刻の吸収を撮像した。図 4.28に
MOT、図 4.29に PGCなど更なる冷却効果を付与した際のタイミングシーケンスを示す。
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図 4.25: 2nd MOTの補正コイルの配置を示す。Z軸、Y軸、Z軸はそれぞれ、チェンバーの反対
側に同じ形状のコイルをもう一つ設置している。
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図 4.26: 2nd MOTの X軸、および Y軸の補正コイルに電流を 1 A流したときに発生する磁場を
示す。緑線、青線が 2つコイルがそれぞれ作り出す磁場であり、赤線が 2つのコイルによって作ら
れる合成磁場である。
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図 4.27: 2nd MOTの Z軸の補正コイルに電流を 1 A流したときに発生する磁場を示す。緑線、青
線が 2つのコイルがそれぞれ作り出す磁場であり、赤線が 2つのコイルによって作られる合成磁
場である。
図 4.28: MOTの吸収画像および TOFを取得するためのタイミングスキーム。それぞれ、MOTト
ラップ光 (Trapping)、リポンプ光 (Repumping)、MOTコイルのカレント (MOT coil)、プッシュ光
(Pushing）、イメージング光 (Imaging)、 CCDカメラのシャッター開口 (Shutter)を示している。
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図 4.29: 冷却実験のタイミングスキームで、MOTでトラップした原子に PGCを付与した場合を
示す。それぞれ、MOTトラップ光 (Trapping)、リポンプ光 (Repumping)、MOTコイルのカレン
ト (MOT coil)、 プッシュ光 (Pushing）、PGC離調 (PGC)、トラップ光またはリポンプ光の減光
(Dark MOT)、イメージング光 (Imaging)、CCDカメラのシャッター開口 (Shutter)を示している。
PGCを付与する際は、MOTのコイルに流している電流を切った上で、MOTトラップ光とリポ
ンプ光による光モラセスによって原子集団として保持しながら、MOTトラップ光の周波数を、ト
ラップ時の離調周波数（  20 MHz）から、さらに  28:3 MHz離調するように調節した。また、
トラップ光またはリポンプ光を、PGC中は減光する効果も、適宜付与した。リポンプ光の強度を
落として、たくさんの原子を 5S1=2;F = 1に遷移させ、より密度を濃くするようなDark MOTも
試したが、密度が濃くなる効果が見られなかっため、もっぱら温度を下げるという目的に絞って
PGC中でトラップ光またはリポンプ光の減光を行った。これらの PGCの付与時間は、短すぎる
とMOTの磁場が切れていない可能性があり、長すぎると原子集団の密度が下がるため*7、10 ms
に調整した。
撮像に用いた CCDカメラは、そのときに使用可能なカメラを使ったため、冷却効果の検証実
験では主に Apogee社の Alta U1を使用した。Alta U1にはメカニカルシャッターが存在し、図
4.284.29で示したように、約 5 ms秒かけてシャッターの開け閉めを行い、シャッターが全開のと
きにイメージング光を入射して原子の撮像を行った。*8。
*7MOTコイルに電流が流れていないため、MOTのように中心方向への復元力がなく、6方向からのレーザー光で原
子を押さえつけている状態であり、徐々に拡散していく。
*8ただし、ODT実験を行った際は Alta U1が故障したため、浜松ホトニクスの ORCA-R3を使用した。このときの
冷却効果検証にも ORCA-R3を用いた。
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4.4 実験結果と考察
4.4.1 冷却効果の検証の結果
冷却効果の検証にあたっては、
1. PGCを行う時間
2. トラップ光の強度
3. リポンプ光の強度
を変更しながら原子集団の半径の TOFプロットの変化を取得し、温度を推定した。
ただし、レーザー光や磁場、真空がほぼ同じ実験条件であっても、MOTトラップ光のアライメ
ント状況により実験結果には大きな差があった。実験によって得られた結果をまとめると、概ね
以下の 3パターンの結果が得られた。
1. PGCによる冷却効果が見られず、MOT温度からの低下が見られない（図 4.30）。このよう
な現象が起きた大きな要因として、補正コイルの調整失敗による残留磁場の存在や、MOT
トラップ光のアライメントに失敗しており、各軸において対向方向からビームが入っていな
かった可能性が挙げられる。
2. PGCによる冷却効果が見られ、ドップラー冷却温度 TD付近までは下がる（図 4.31）。これ
は、PGCの付与による効果は表れたが、不十分であることを意味する。前述のMOTトラッ
プ光のアライメントの失敗、測定領域付近の残留磁場の問題のほかに、PGC中のトラップ
光またはリポンプ光の強度が強く、励起・脱励起を活発に繰り返して原子集団を加熱してい
た可能性が挙げられる。
3. PGCの付与の有無に関わらず、TDまたはそれ以下への冷却効果が見られる（図 4.32）。これ
は、PGCの付与による効果はなかったが、MOTが本来備えている赤方離調により、MOT
の中心部のゼロ磁場領域において、PGCと同等の効果が付与されたと推測される。
すなわち、MOTの温度が TD以上であるときに、PGCを付与すると TDを大きく下回るという実
験データが得られなかった。このことから、現段階で冷却効果の付与に成功しているとは言えな
い。今後、アライメントの最適化、補正コイルの再設計・設置個所の移動による磁場の補正、PGC
時のトラップ光およびリポンプ光の強度の最適化が必要である。また、離調は今回は固定値で行っ
たが、これを多段階化して徐々に大きくするなどの方法を取り入れることを検討する。特に影響
が大きいと思われるイオンポンプ由来の磁場については、イオンポンプのみを鉄板などのシール
ド材で覆うことを検討する。
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図 4.30: PGCによる冷却効果が見られず、MOT温度からの低下が見られなかったパターンの原子
集団半径のTOFプロット。赤点がMOTから解放された原子集団のTOFプロット、青点が PGCを
付与し、光モラセスから解放したときの TOFプロットを示し、赤青の線はそれぞれのときのフィッ
ティング結果である。線の傾きが緩やかなほど温度が低いことを示す。このときのMOTと PGC
の温度はどちらも 300 K程度で、ほとんど変化が見られなかった。
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図 4.31: 不十分ではあるが、PGCによる冷却効果が見られて、MOT温度よりは冷却されたとき
の原子集団半径の TOFプロット。赤点はMOTからの解放、青点は PGC付与後の解放による結
果である。緑点は PGCの直前にリポンプ光の強度を落とすダークMOTも実行したときの結果で
ある。赤・青・緑の線は、それぞれ実験で得られた TOFプロットに対応したフィッティングの結
果である。MOTの場合の結果と比較して、PGCを付与した際の結果は温度の低下が見られるが、
PGC付与後の温度はドップラー冷却限界温度（ 140 K程度）にとどまった。
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図 4.32: PGCの付与の有無に関わらず、TDまたはそれ以下への冷却効果が見られたときの原子
集団半径の TOFプロット。MOTから解放した原子集団の結果（赤）、PGC付与後に解放した原
子集団の結果（青）に差はないが、ドップラー冷却限界温度以下には温度が低下した。
4.4.2 光双極子力トラップの確認
CCDカメラで撮像した 2次元画像について、CCDのピクセルにおいて、x方向で i番目、y方
向で j番目のものを (i; j)のように表記する。ODTでトラップした原子の確認にあたっては、以下
の 4枚の写真を撮影した。
1. 1083 nm光を入射して撮影した原子集団の吸収イメージ：ODTから放出された原子集団が
映っている可能性のある状態で、イメージング光を入射して撮影した透過光の写真である。
このときの透過光強度を IODT(i; j)とする。
2. 1083 nm光を入射していない状態で撮像した原子集団の吸収イメージ：MOTから放出され
た原子集団がある状態で、イメージング光を入射して撮影した透過光の写真である。このと
きピクセル (i; j)における透過光の強度を IMOT(i; j)とする。
3. ダーク：イメージング光が遮断されている状態で撮像した画像である。このときの強度を
Id(i; j)とする。
4. フラット：磁場を切って原子のトラップがない状態で、イメージング光だけを撮像した状態
した画像である。このときの強度を I f (i; j)とする。
実際の透過光強度 I1と入射光強度 I0をもとに得られるOD(x; y)との関係は以下のようになって
いる。
OD(i; j) =  ln
"
I1(i; j)
I0(i; j)
#
=  ln
"
IODT(i; j)   Id(i; j)
I f (i; j)   Id(i; j)
#
(4.71)
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ただし、この方法ではODTから放出された原子集団の吸収が薄い場合に画像上ではっきり視認
できないという問題点がある。原因として、ODTから放出された原子集団の吸収が、MOTある
いはMOTトラップ光の光モラセスから解放された原子の広い吸収の揺らぎに隠れてしまってい
ることが推測された。すなわち、ODTから放出された原子集団のみによる吸収を I0ODT(i; j)とし
たとき、IODT(i; j) = I0ODT(i; j) + IMOT(i; j)  IMOT(i; j)となっている状態である。今回は、ODTの
みで維持する時間を 5 ms間とし、その直後に吸収を撮像するようにしたが、MOTから原子集団
を解放してから 5 ms経過させただけでは、MOTから放出された原子集団が拡散しきっておらず、
吸収が残ってしまっていた。
そこで、トラップの有無を捜索するときは、以下のように、ODTから放出された原子集団が写っ
ている可能性がある画像を、その画像とほとんど同じ吸収分布をしているが、ODTから放出され
た原子集団が写っている可能性がない画像で割るという方法で行った。この 2枚の画像は、タイ
ミングシーケンスの同じタイミングで撮影されたもので、ODTトラップ光の入射の有無だけが条
件として異なっている。
この場合、ODTから放出された原子集団のピークの存在 PODTは、
PODT =
IODT(i; j)   Id(i; j)
I f (i; j)   Id(i; j) 
IMOT(i; j)   Id(i; j)
I f (i; j)   Id(i; j)
=
IODT(i; j)   Id(i; j)
IMOT(i; j)   Id(i; j)
=
I0ODT(i; j) + IMOT(i; j)   Id(i; j)
IMOT(i; j)   Id(i; j)
=
I0ODT(i; j)
IMOT(i; j)   Id(i; j) + 1
(4.72)
となり、一様な画像のなかに、ODTから放出された原子によるわずかな “凹み”が見られる可能
性がある。このようにして得られた画像が図 4.33である。カメラの水平方向に、ODTの典型的な
形状である細長い形をした吸収が見て取れる。この吸収の水平方向の全幅は約 1.7 mmだったの
で、計算で求めた 1083 nm光によるODTポテンシャルのレイリー長 zR = 0:79 mmの 2倍の値と
よい一致である。（表 4.1参照）。このような方法により、ODTで捕獲した原子を観測することに
成功した。
4.4.3 光双極子力トラップの解析
続いて、得られた吸収画像を解析し、ODTの個数を求めた。まずは吸収画像から画像全体のOD
を取得した。ODTから放出された原子集団のみによる吸収のODをODODT(r)、そのほかの原子
による吸収のODをODc(r)とする。ODTから放出された原子集団による吸収はODTトラップ光
のビーム進行軸方向に現れるため、画像上でも水平方向（x方向）に細長くなった。そこで、OD
を求める際はODODT(r) = ODODT(y)として、中心付近をガウシアン型の球径分布していると近似
して、個数と密度を求めることにした。ただし、実際の画像を見てみると、ODODT(r)  ODc(r)
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図 4.33: ODTの存在を示す画像。この写真は、同じタイミングで撮影された、ODTトラップ光が
入射しているときと、していないときの 2つの吸収画像を比較することによって得た。この画像
は、ODTトラップ光の有無が異なる、2つの画像の間の吸収度の異なる色分布としてあらわされ
ている。黒のケージ内の横長と薄い赤の形状がODTから放出された原子の存在である。
であり、かつ干渉縞があるため、単純に x方向に 1ピクセル分を切り出すだけでは判別が困難で
あった。そこで、吸収領域を x軸方向に nピクセル加算平均したものを利用した。
実際のすなわち、CCD画像上での各素子このときの y方向のOD(j)は次のとおりになる。
ODODT( j) +ODc( j) =
hPn
i

ODODT(i; j) +ODc(i; j)
i
n
=
hPn
i ODODT(i; j)]
i
n
+
hPn
i ODc(i; j)]
i
n
(4.73)
ODの加算回数は、図 4.33から、ODTの原子集団による吸収の長さが x方向に 100ピクセル程
度であったため、図 4.33で推定した中心の x座標から、5ピクセルから40ピクセルを足し合わ
せた。その中で、干渉縞による影響が抑えられており、かつ最小限のピクセル数であった 10ピ
クセルの合計 21ピクセルを加算平均したものを選んだ。そのうえで、座標をピクセルから距離に
変換し、ODのガウシアン型吸収密度関数（式 4.64）によるフィッティングを行った。このとき、
ODc(y)は吸収の中心付近では 2次関数で近似し、バックグラウンドとして取り扱った。こうして
得られたODのプロットを図 4.34に示す。図 4.34におけるODTによる吸収ピーク部分の拡大図
を図 4.35に記す。このフィッティングによるODTトラップ個数N、密度Nn(0; 0)、最大光学密度
ODmax、ピークの標準偏差 w0を表 4.4に示す。
表 4.4: 光学密度プロットの結果から求められたODTの性質
N Nn(0; 0) [cm3] ODmax w0 [m]
2:9  103 3:5  107 0.10 37
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図 4.34: ODTから放出された原子集団の吸収。横軸は、ODTトラップ光の光軸（x軸）に対し
て垂直方向の座標（y軸）である。縦軸は y座標の各位置でのODの値を示す。ODの値は水平方
向に 21ピクセルを加算平均された値を示している。実線はODTから放出された原子による鋭い
吸収ピークをフィッティングした曲線、点線はMOTから放出された原子による広い吸収をフィッ
ティングした曲線を示している。ODTから放出された原子集団の鋭い吸収ピークが、MOTから
放出された原子の広い吸収の上に “乗っている”。
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図 4.35: ODTから放出された原子集団の吸収の拡大図 [93]
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4.4.4 MOT!ODTの移行効率
本タイミングシーケンスにおいて蓄積したMOT中のトラップ個数が 5 107前後と推定された
ため、MOTからODTへの移行効率は 10 4程度と推測される。この効率は、今後より個数の少な
い Fr原子を用いて実験を行うことを考えれば低い値であるといえる。
問題のひとつとして、原子集団の温度が高かったことがあげられる。同じ実験条件で温度測定
をしたところ、MOTの温度が 325 K、10 msの PGCも付与した後の温度が 295 Kとほとんど
冷えていなかった。ODTを行う際は、ODT光入射の有無以外は後者のスキームと同じ冷却過程
を行ったため、どの実験においてもほとんど同じ温度であったと推定される。このことから、ポ
テンシャル深さの 1=10程度と推測されるトラップ可能温度に比べて、原子集団の温度が遥かに高
かったため、ODTトラップ個数が限られたと推測される。
また、ODTのトラップ中心と、MOTから解放された原子集団のトラップ中心が、x軸方向で
約 1 mmずれていたことも原因である。ODTのアライメント時に集束レンズの位置は光学定盤に
固定したため、アライメント作業で奥行き方向があっていなかったことを意味する。改良として、
マイクロメーター付のステージに集束レンズを固定し、レンズ位置の微調整を可能にする。
移行効率を上昇させる有効な解決策として、ODT光のパワーを向上させるため、1083 nmレー
ザーを大強度出力可能なものに入れ替えることが挙げられる。*9。パワーを上昇させることには、
ポテンシャルが深くなるため温度の高い原子もトラップ可能になるという利点のほかに、ビームを
絞らなくてもトラップポテンシャルを深くできるため、ビームウエストw0を広げて、トラップ領域
を拡大できるという利点もある。本実験におけるODTのトラップ領域の大きさは 2zR w20と概
算する。zR  0:79mm、w0  37 mという数字を用いると、トラップ領域の体積は 6:810 6 cm3
と見積もられる。一方、MOTのトラップ領域の径が 0:2 mm程度であるので、トラップ領域の体
積は 5 10 3 cm3程度と見積もられる。MOTトラップ領域の大きさに対するODTトラップ領域
の大きさの比は 1:4  10 3となり、ODTのトラップ領域とMOTのトラップ領域が重なっていな
いためにトラップされなかった原子が多かったことが推測される。ODT光のパワーを強めること
で、ビームウェスト w0 を広げることができ、この問題に対処できる。
この領域の大きさの比を解決するため、MOTコイルで発生させる磁場勾配を大きくして、MOT
のトラップ領域を狭めるという方策もある。ただし、MOTへの蓄積開始時から狭めてしまうと
MOT中のトラップ個数が減ってしまう。そこでMOTに蓄積が終わった段階でMOTコイルに流す
電流を瞬間的に強め、トラップ領域を圧縮し、個数を維持したまま密度を上げるという圧縮MOT
（Compressed MOT）という方法を用いることを検討する [97]。
*9Raの ODTを行っている ANLのグループでは 50 W出力する 1550 nmの ODTトラップ光を用いている [42]。
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第5章 原子の精密分光
本章では、EDM実験において周波数測定を行うために用いる、原子の精密分光技術であるラム
ゼー共鳴について述べる。3章で述べたように Frを大強度で生成して測定個数を増強し、4章で述
べたように光双極子力トラップにより長い相互作用時間を実現することで測定精度を高め、EDM
による周波数シフトを高精度で測定する手法を確立することで、冷却原子を用いた EDM探索技
術を実現できる。本章では、ラムゼー共鳴を用いた周波数精密測定の原理実証を行う。
5.1 ラムゼー共鳴の原理
本セクションは [83]を基に議論を進める。
5.1.1 誘起双極子モーメントの半古典的取扱い
光と原子の相互作用を半古典的に取り扱う。前章の図 4.4で挙げた 2準位系の原子に、光が照射
される状況を考える。
電磁場中の原子のハミルトニアンH は、原子の自由発展のハミルトニアンとHAと、原子と場
の相互作用のハミルトニアンHAFで構成される。
原子の自由発展のハミルトニアンは、基底状態 jgiのエネルギーをゼロとおくと、
HA = ~!0 jei hej (5.1)
となる。
原子と場の相互作用のハミルトニアンは、電磁波による電場を E、電場によって誘起される双
極子モーメント dを用いて、
HAF =  d  E (5.2)
と書かれる。
ところで、dの両側から 1 = jei hej + jgi hgjを掛け合わせると以下のように展開される。
d =
 jei hej + jgi hgjd  jei hej + jgi hgj
= jei hejd jei hej + jei hejd jgi hgj + jgi hgjd jei hej + jgi hgjd jgi hgj
(5.3)
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ここで、hejd jei = hgjd jgi = 0であり、hejd jgi = hgjd jeiであるので、結局 dは次のようになる。
d = jei hejd jgi hgj + jgi hgjd jei hej
= d
 jei hgj + jgi hej
= d( + y)
(5.4)
ここで、 = jgi hej、y = jei hgjであらわされる yは生成・消滅演算子で、y = jei hejとなる。
よって、原子のハミルトニアンは、H = HA +HAFより、
H = HA +HAF
= ~!0 jei hej   d  E
= ~!0
y   hgjdjei  E( + y)
(5.5)
ここで、d+ = hgjdjei 、d  = hgjdjei yを用いると、HAFは以下のようにあらわされる。
HAF = hgjdjei  E( + y)
= hgjdjei ( + y)  E
=  

d(+) + d( )



E(+) + E( )
 (5.6)
ここで、d()、および E() は、双極子近似を適用して、時間依存性の項のみが残っている。この
とき、d() は ei!t、E() は ei!t を含む項である。ここで、回転波近似を適用することができ、
d()  E()  e2i!tの項は無視することができる。また、式 5.6は以下のようになる。
HAF =  d(+)  E( )   d( )  E(+) (5.7)
これを変形すると、以下のようになる。
HAF =   hgjdjei  

E0( )ei!t

  hgjdjei y 

E0(+)e i!t

=   hgjnˆ  djei

E( )0 e
i!t + E(+)0 
ye i!t

=
~

2

ei!t + ye i!t
 (5.8)
ここで
はラビ周波数（Rabi frequency）と呼ばれ、電磁場と原子（の誘起双極子モーメント）
との間の相互作用の結合強度を示している。

 =  2 hgjn  djeiE
(+)
0
~
=  hgjn  djeiE0
~
(5.9)
また、n = (x; y; z)は光の偏光を表し、直線偏光では nˆ(?) = xまたは y、円偏光では nˆ() =
(x  iy)=p2と定義されている。直線偏光のときのラビ周波数は

 =  hgjdjeiE0
~
(5.10)
である。
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5.1.2 重ね合わせ状態
原子の波動関数は、次のような 2準位の重ね合わせ状態で表される。
j (t)i = cg jgi + ce jei (5.11)
cg、ceは時間変化する重ね合わせの係数で、jcej2 + jcgj2 = 1である。時間発展のシュレディンガー
方程式は、@=@t = @tとおいて、以下のように書かれる。
i~@t j i = H j i (5.12)
式 5.6および式 5.11から、式 5.12は、以下のように変形される。
i~@t

ce jei + cg jgi

= (HA +HAF)

ce jei + cg jgi

=
"
~!0
y + ~

2

ei!t + ye i!t
# 
ce jei + cg jgi

=

~!0
y
 
ce jei + cg jgi

+
"
~

2

ei!t + ye i!t
# 
ce jei + cg jgi

= ~!0ce jei + ~!2 e
i!tce jgi + ~!2 e
 i!tcg jei
(5.13)
準位 jgi、jei毎に左右両辺を比較すると、以下の 2式が導かれる。
@tcg =  i
2 e
i!tce
@tce =  i!0ce   i
2 e
 i!tcg
(5.14)
ここで、光の周波数で回転する回転座標系を導入する。c˜e = ceei!tと置き換えると、式 5.14は、
@tcg =  i
2 c˜e
@tc˜e = ic˜e   
2 cg
(5.15)
ただし  = !  !0である。cg、c˜eと、実際の基底準位の存在確率 Pgと励起状態の存在確率 Peと
の間には Pg =
cg2および Pe = jc˜ej2という関係がある。
まず、照射する電磁波が共鳴光であるとき、すなわち = 0のときを考える。このとき、式 5.15
は以下のようになる。
@tcg =  i
2 c˜e
@tc˜e =  i
2 cg
(5.16)
この二つの式の関係は以下のようになっている。
@2t cg =  



2
2
cg
@2t c˜e =  



2
2
c˜e
(5.17)
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この式の一般解は以下のようになる。
cg(t) = A cos


t
2

+ B sin


t
2

(5.18)
このとき、式 5.16を考慮する。
@tcg(t) =  i
2 c˜e(t) (5.19)
t = 0における初期条件 cg(0)、c˜e(0)を用いると、式 5.18は次のようにあらわされる。
cg(t) = cg(0) cos

t
2
  ic˜e(0) sin 
t2
c˜e(t) = c˜e(0) cos

t
2
  icg(0) sin 
t2
(5.20)
初期条件としてすべての原子が基底状態にいるとする。すなわち、cg(0) = 1、c˜e(0) = 0のとき、
式 5.20は、以下のようになる。
cg(t) = cos

t
2
c˜e(t) =  i sin 
t2
(5.21)
基底状態と励起状態にいる原子の時間変化はそれぞれ、以下のようになる。
Pg(t) = cos2


t
2

Pe(t) = sin2


t
2
 (5.22)
このとき、
t = となるような時間の間に照射された光のことを パルスと呼ぶ。パルスを照
射すると、基底状態 jgiにいた原子はちょうど励起状態 jeiへ移行する。
t = =2のときは パル
スの半分の時間の照射となり、これを =2パルスと呼ぶ。
次に、ここまでの議論をもとに、共鳴周波数!から離調があるケースを考える。式 5.15から
以下の式が求められる。  
@2t   i@t +

2
4
!
cg = 0 
@2t   i@t +

2
4
!
c˜e = 0
(5.23)
実効的ラビ周波数 
˜ =
p

2 + 2 を用いてこの式の解を求めると、
cg(t) = eit=2
 
Ag cos

˜t
2
+ Bg sin

˜t
2
!
c˜e(t) = eit=2
 
Ae cos

˜t
2
+ Be sin

˜t
2
! (5.24)
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となり、t = 0での初期条件を cg(0)および c˜e(0)とすると、式 5.24は次のようになる。
cg(t) = eit=2
"
cg(0) cos
 

˜t
2
!
  i

˜

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c˜e(0)

sin
 

˜t
2
!#
c˜e(t) = eit=2
"
c˜e(0) cos
 

˜t
2
!
+
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˜

c˜e(0)  
cg(0)

sin
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2
!#
(5.25)
cg(0) = 1; c˜e(0) = 0のときは、以下のようになる。
cg(t) = eit=2
"
cos
 

˜t
2
!
  i

˜
sin
 

˜t
2
!#
c˜e(t) =  ieit=2


˜
sin
 

˜t
2
! (5.26)
一方、cg(0) = 0; c˜e(0) = 1のときは、以下のようになる。
cg(t) =  ieit=2


˜
sin
 

˜t
2
!
c˜e(t) = eit=2
"
cos
 

˜t
2
!
+ i


˜
sin
 

˜t
2
!# (5.27)
cg(0) = 1; c˜e(0) = 0のとき、励起状態 jeiの観測確率（占有確率）の時間経過は以下のようになる。
Pe(t) = jc˜ej2 = 

2

˜2
sin2
 

˜t
2
!
(5.28)
5.1.3 電磁波の 2回照射
すべての原子が基底状態 jgiにいる状態から、以下のようなシーケンスで電磁波を 2回照射する
場合を考え、以下のように操作の順番を規定する。
1. 電磁波を時間 照射する。
2. 時間 Tの間、電磁波を照射しない。
3. 再び電磁波を時間 照射する。
このシーケンスにおける cgおよび c˜eの時間発展を考察し、操作 3が終了した時点での Peを調べ
る。なお、シーケンスの各操作間は、p番目の操作の終了時刻 t f における cg;p(t f )および c˜e;p(t f )の
状態のみが、次の p + 1番目の操作の cg;p+1(t)および c˜e;p+1(t)の初期条件 cg;p+1(t = 0) = cg;p(t f )お
よび c˜e;p+1(t = 0) = c˜e;p(t f )として持ち越され、前の操作における時間情報は持ち越されないという
取扱いを行う。すなわち、前の操作が t = 0から始まり t = tpで終わったとしても、次の操作の開
始時間も t = 0として計算を行う。これは、各操作中で使用するシュレディンガー方程式の時間発
展の途中で、電磁波の有無が変化するような事態を考えないためである。
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まず、操作 1に対応する、電磁波を時間 照射することを考える。シーケンスの初期条件 cg;0(0) =
1; c˜e;0(0) = 0のとき、時間 の電磁波を照射した後の状態は式 5.26を用いて、以下のようになる。
cg;1() = ei=2
"
cos
 

˜
2
!
  i

˜
sin
 

˜
2
!#
c˜e;1() =  iei=2


˜
sin
 

˜
2
! (5.29)
操作 2に対応する電磁波を照射しないケースを考える。電磁波を照射しない時間 Tを自由発展時
間 (コヒーレンス時間)と呼ぶ。この間では電磁波による電磁場 E0 = 0であるので、ラビ周波数は

 =  hgjnˆ  djeiE0
~
= 0 (5.30)
となる。すると、は式 5.23以下のように変形される。
@2t   i@t

cg;2 = 0
@2t   i@t

c˜e;2 = 0
(5.31)
この式の解は以下のようになる。
cg;2(t) = Ag;2 + Bg;2eit
c˜e;2(t) = Ae;2 + Be;2eit
(5.32)
規定した初期条件の持越しの法則より、1番目の操作の終了時刻 における cg;1()および c˜e;1()
の状態のみが、次の 2番目の操作の cg;2(t)および c˜e;2(t)の初期条件 cg;2(t = 0) = cg;1()および
c˜e;2(t = 0) = c˜e;1()として持ち越される。この初期条件と式を用いると、式 5.33の各定数 A;Bが
求められる。
cg;2(t) = cg;1()
c˜e;2(t) = eitc˜e;1()
(5.33)
操作 2においては、時間 Tのあいだ電磁波を照射しないため、終状態 t = Tでは次のようになっ
ている。
cg;2(T) = cg;1()
c˜e;2(T) = eiT c˜e;1()
(5.34)
操作 2終了後に操作 3の電磁波を 照射することを行う。操作 3は操作 1と同じであるため、式
5.25より、操作 3を行ったときの cg;3(t)および c˜e;3(t)は以下のように表わされる。
cg;3(t) = eit=2
"
cg;3(0) cos
 

˜t
2
!
  i

˜

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(5.35)
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図 5.1: ラムゼーフリンジのTによる違い。左： = 20 s、T = 100 s。右： = 20 s、T = 1000 s。
Tが大きくなるほうが、フリンジ幅が細かくなるため、中心周波数の決定精度を上げることがで
きる。
規定した初期条件の持越しの法則より、2番目の操作の終了時刻 Tにおける cg;2(T)および c˜e;2(T)
の状態のみが、次の 3番目の操作の cg;3(t)および c˜e;3(t)の初期条件 cg;3(t = 0) = cg;2(T)および
c˜e;3(t = 0) = c˜e;2(T)として持ち越される。
よって、初期条件として式の各項を式に代入すると、電磁波を 秒照射したあとの c˜e;3()は、以
下のように書き表される。
c˜e;3() =  iei sin
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(5.36)
全操作を終えたときの励起状態 jeiの占有確率 Pe;3 =
c˜e;3()2は以下のようになる。
Pe;3 = 4
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
T
2

cos
 

˜
2
!
  

˜
sin

T
2

sin
 

˜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(5.37)
このように、電磁波の照射を 2回に分けて行うと、励起状態の占有確率は、電磁波を照射した時間
だけでなく、2回の電磁波の照射の時間間隔 Tにも依存する。また、励起状態の占有確率は、共
鳴周波数からの離調 にも依存するため、を変えながら Pe;3を測定することにより、共鳴周波
数を求めることができる。これをラムゼーフリンジ（ラムゼー干渉縞）という。図 5.1に、電磁波
の照射として、6.834,682 GHzの 2回の =2パルスを、時間 Tあけて照射したときのラムゼーフ
リンジを示す。このフリンジは、式 5.37に = 0、
 = 1:4 105 Hzを代入している。ラムゼーフ
リンジの特徴は、大きなピーク（包絡線）の中に細かいフリンジが現れることで、包絡線の半値
幅が 1=、包絡線中に現われる細かいフリンジの半値幅が 1=2Tとなることである。このため、共
鳴周波数の決定精度は、Tをどれだけ大きくできるかに依存する。また、式 5.37であらわされる
フリンジは、離調 の大きさは任意の大きさを許容するが、熱原子（分子）ビームのように大き
な速度分布が存在する場合は補正が必要になる [98]。今回は、測定対象が冷却原子であり、速度分
布の広がりが熱分子ビームと比較すると劇的に抑えられるため、式 5.37を用いることができる。
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図 5.2: ラムゼー共鳴実験のセットアップ。ダブルMOT周辺の光学系を示す。
5.2 実験の準備
以下において、ラムゼー共鳴実験を行うための装置の動作、およびその性能について述べる
5.2.1 測定準位の設定
今回、ラムゼー共鳴信号を確認するために用いたのは、87Rb原子の j5S1=2; F = 1i ! j5S1=2; F = 2i
間の 6.8 GHzの遷移である。この遷移は、M1遷移と呼ばれる遷移である。この遷移を用いて、
MOTで捕獲して冷却が完了した冷却原子に対して、ほとんど共鳴周波数に等しい周波数のマイク
ロ波を照射して、冷却原子に対してマイクロ波を照射することでラムゼーフリンジを取得できる
ことを確認する。
5.2.2 実験セットアップ
実験セットアップを図 5.2に載せる。実験は、第 4章のODTの実験でも用いた、ダブルMOT
を用いて行った。まず 1st MOTで原子を蓄積し、2nd MOTにプッシュ光で移送して、十分な個
数が溜まるように蓄積を行った。続いて、2nd MOTで捕獲した原子を解放し、ここにオプティカ
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図 5.3: ラムゼー共鳴実験で用いた光の一覧。
ル・ポンピング（Optical Pumping, OP）のためのOP光を照射して原子集団の準位をそろえたう
えで、マイクロ波パルスを照射した。プローブ光を原子集団に照射して、その透過光を光検出器
（Photo Detector、PD）に入射して強度を測定し、吸収強度から F=2の状態の原子の個数を推測
した。
5.2.3 光源
使用したレーザー光およびマイクロ波について図 5.3に載せる。実験に用いた光は、トラップ
光、リポンプ光、プッシュ光、OP光、プローブ光、マイクロ波の 6種類である。このうち、トラッ
プ光、リポンプ光、プッシュ光はODT実験に用いたものとセットアップは変わらない。ただし、
2ndMOTのトラップ個数を増やすために、1st MOTのMOTトラップ光を増強することで効果が
あったため、1軸 10 mWと、ODT実験のときと比較して 2倍の強度に増強した。入射レーザー
光の直径は変わらず 1 cm程度とした。
OP光
OP 光は j5S1=2; F = 2i ! j5P3=2; F0 = 2i の遷移を起こす光である。この光を用いることで、
j5S1=2;F = 2iの準位にいる原子を、j5S1=2;F = 1iにデポンプすることができる。今回は、マイクロ
波を照射する前にこの光を用いて、ラムゼー共鳴の測定開始準位を、j5S1=2; F = 1iにそろえる。
トラップ光源は j5S1=2;F = 2i ! j5P3=2; F0 = 3i の遷移の共鳴周波数から  200 MHz離れた周
波数のレーザー光を出力している。この光源から分岐させた光を、AOMを 1回通すことで周波
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数をさらに 67 MHz離調し、F0 = 2  F0 = 3の間の周波数から 267 MHz離調させることで、
j5S1=2;F = 2i ! j5P3=2;F0 = 2i の遷移の共鳴周波数に合わせた。強度は 250 Wで、MOTから
解放された原子集団全体に照射できるよう、原子集団に入射したレーザー光の直径は約 5 mmと
した。
プローブ光
プローブ光は、j5S1=2; F = 2i ! j5P3=2; F0 = 3iの遷移の共鳴周波数のレーザー光を用いた。光源
のセットアップは 4章のODT実験で用いたイメージング光と同じ遷移のため、AOMなどはその
まま流用した。プローブ光はMOTに捕獲され、解放された原子集団に入射し、その透過光を PD
に入射させて強度を測定した。j5S1=2; F = 2i準位にいる原子が多いほど、光を吸収して透過光強
度が弱くなることを利用して、j5S1=2;F = 2i準位の個数を数えた。プローブ光はOP光と同じポー
ト（ICF34）から入射させた。このとき、OP光が PDに入るのを防ぐため、プローブ光とOP光
に角度を付けて、どちらもMOTの中心を通りながらも、少し光軸をずらすように調整した。プ
ローブ光の強度とビーム径はMOTに捕獲された原子集団による吸収強度が大きくなるように随
時調整した。最終的にはNDフィルターも用いて  50 Wに調整した。
5.2.4 マイクロ波
ラムゼー共鳴によって周波数を精密測定する遷移として、j5S1=2;F = 1i ! j5S1=2;F = 2i（M1遷
移）を用いた。実際の EDM測定においては、原子の基底状態 5S1=2の準位を精密測定する必要が
あるため*1、Rb原子を用いて電子 EDMの測定を行う場合は、この 6.8 GHzの遷移を用いて EDM
測定を行うことが可能である。
6.8 GHzのマイクロ波を直接出力する信号発生器が手に入らなかったため、2.278 GHzを信号
発生器で出力し、マルチプライヤーで周波数を 3倍にして用いた。マイクロ波を放射するホーン
アンテナはMOTチェンバーのビューポートの直前に置き、ビューポートのガラス越しにマイク
ロ波を入射させた（図 5.4）。
マイクロ波の出力は以下のようなセットアップで行った。チェンバーの外から放射したマイク
ロ波を、トラップ領域にいる原子に充分に吸収させるため、信号発生器からアンテナまでの間に
2つの増幅機構（アンプ）を設置し、10 W出力させた。
1. 信号発生器（Rhode-Shwarz SMC100Aシグナルジェネレータ）：2.278 GHzを出力する。最
高で 13 dBmまで出力可能だが、本回路における出力上限は 8 dBm。
2. 周波数マルチプライヤー（3, Mini-circuit ZX-90-3-692-S+）：2.278 GHzの周波数を 3倍の
6.834 GHzに変更する。パワーロスが-17 dBと大きい。
*1電子 EDMの原子 EDMへの増幅度 Kは基底状態 S1=2 準位について求められた計算結果である
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図 5.4: マイクロ波を放射するホーンアンテナ（青色）。写真左奥のMOTチェンバーのビューポー
トに向かって、直線偏波のマイクロ波を放射する。出射口は長方形になっており、短辺に平行な
方向の電場のマイクロ波を放出する。写真のセットアップでは、短辺側が垂直方向、長辺側が水
平方向となっているため、放出されるマイクロ波は縦偏波となる。
3. 3Wアンプ（Mini-circuit ZVE-3W-83+）：30 dB程度のゲインの大きなアンプ。最高 34.7
dBm出力。21.5 dBmを出力。
4. 10Wアンプ（Kuhne Electronic KU PA 6872 C）: 到達出力の大きなパワーアンプ。最高 40
dBmを出力する。
5. サーキュレーター（AEROTECH13-1FFF）：回路の端部で反射した高周波をアンプに戻すと
アンプが壊れるため、端部で反射したマイクロ波をターミネーターに回す。
6. ターミネーター（ARRAmodel 9525）：反射してきたマイクロ波のエネルギーを消費させる。
7. ホーンアンテナ（Pasternack PE9859/SF-10）：直線偏波（偏光）を放射するアンテナ。指向
性がある。
各装置の間は、マイクロ波の伝送中のパワー減少を防ぐために被覆の固いUT-141規格相当のケー
ブルを使用した。また、アンプ後はケーブルの長さを抑えるように接続した。
5.2.5 タイミングシーケンスの設定
ODTの実験に引き続き、ラムゼー共鳴の実験でもタイミングジェネレータ（ASCOM TIME98）
を使用した。ただし、1チャンネルを 10 sに設定し、より細かい制御を可能にした。また、こ
のタイミングジェネレータをスレイブとして 1秒に 20回動作させるため、マスターのタイミング
ジェネレータとしてファンクションジェネレータ（NF DF1906）を用意し、20 Hzの矩形波を出
力させて、これをスレイブの外部トリガーとして用いた。タイミングシーケンス設定として、時
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間 のマイクロ波パルスを 1発照射する場合のものを図 5.5に、時間 T開けて時間 のマイクロ波
を 2発照射する場合（ラムゼー共鳴）のときを図 5.6に示す。
図 5.5: マイクロ波照射を行うためのタイミングスキーム。それぞれ、MOTトラップ光 (Trapping)、
リポンプ光 (Repumping)、MOTコイルのカレント (MOT coil)、プッシュ光 (Pushing）、オプティ
カル・ポンピング光 (OP)、マイクロ波 (Microwave)、プローブ光 (Proving)を示している。
ラムゼー共鳴中にプローブ光を入射するとデコヒーレンスしてしまうため、マイクロ波を照射
する前にプローブ光を切り、2発目のマイクロ波パルスの後で再び照射した。また、マイクロ波の
パルスの時間は、吸収を見ながら信号発生器の周波数および出力を調整して設定した。吸収が一
番深くなるところが励起状態に多く移行したとき、すなわち パルスになるが、このときの信号
発生器の出力は 6 dBm、照射時間は 40 sに調整した。パルスの設定時間の半分が =2となる
ため、2パルスの照射時間は 20 sとなった。
5.2.6 吸収強度と移行確率
強度 I0(x; y)のプローブ光を冷却原子集団に入射したとき、透過光の強度 I1(x; y)との間に以下
の関係がある。
OD(x; y) = abs
Z 1
 1
n(x; y; z) dz =  lnI1(x; y)
I0(x; y)
(5.38)
この光学密度を xy平面で積分したものは、以下のように全粒指数Nに比例する。Z 1
 1
Z 1
 1
OD(x; y)dxdy = absN (5.39)
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図 5.6: ラムゼー共鳴実験を行うためのタイミングスキーム。それぞれ、MOTトラップ光 (Trapping)、
リポンプ光 (Repumping)、MOTコイルのカレント (MOT coil)、プッシュ光 (Pushing）、オプティ
カル・ポンピング光 (OP)、マイクロ波 (Microwave)、プローブ光 (Proving)を示している。
このことから、MOTで原子を蓄積し、マイクロ波を照射して各フェーズで変化する透過光強度
として、以下のような描像を考える。
1. MOTを終了して磁場 5P3=2にいたすべての原子が脱励起し、5S1=2;F = 1または F = 2にい
る状態の時刻を、t1とする。このときの透過光強度を I1とする。
2. オプティカルポンピングが十分に行われて定常状態になり、すべての原子が 5S1=2;F = 1に
いる時刻を t2。このときの透過光強度を I2とする。
3. マイクロ波照射した後、プローブ光を再度入射したとき、5S1=2;F = 2にある原子がプロー
ブ光を吸収した時刻を t3とする。このときの透過光強度を I3とする。
PDで測定したプローブ光の強度の時間経過を図 5.7に示す。また、時間経過に従って変化する各
準位の占有状態の変化を図 5.8に示す。
時刻 t2ではほとんどの原子が F = 1に存在するため、このときの透過光強度は I0  I2であると
する。このため、マイクロ波の照射によって F = 1から F = 2へ遷移した個数は次のように表さ
れる。
N2  OD2 =  ln(I3=I2)   ln(V3=V2) (5.40)
I2 はMOTの個数に拠らずほぼ一定だが、I3 はMOT時のトラップ個数によって増減する。この
N2を規格化するために、MOT時に捕獲されていた個数をN1として、以下のように算出する。
N1  OD1 =  ln(I1=I2)   ln(V1=V2) (5.41)
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図 5.7: ラムゼー共鳴実験の際の PDで測定したプローブ光のパワーの時間変化。縦軸は PDにお
けるプローブ光のパワーに対応する測定電圧、横軸は時間を表す。
最終的に励起状態への移行確率は次のようになる。
N2
N1
=
OD2
OD1
=
 ln(I3=I2)
 ln(I1=I2) (5.42)
ただし、実際にはMOTから原子集団が解放されたあと、時間が経過するごとに原子個数は拡散
によって減少し、透過光強度は強くなる。このため Pe;3  N2=N1ではあるが、得られた値が励起
状態の占有確率を正しく示しているわけではない。
また、トラップ領域に存在する残留磁場によって原子の超微細構造はゼーマン分裂しており、
実際に起きる遷移はそのゼーマン準位間の遷移となる。最も超微細構造の共鳴遷移に近いのは
jF = 1;mF = 0i ! jF = 2;mF = 0iの準位である。マイクロ波を照射する前にポンピングによって
F = 2のどのゼーマン準位にも原子を不在にしているので、マイクロ波に共鳴したゼーマン準位間
の遷移の F = 2のゼーマン準位の原子のみがプローブ光を吸収して、移行確率として示される。
5.3 ラムゼー共鳴信号の検証
5.3.1 1パルスによる信号
時間 のマイクロ波パルスを 1回照射したときの結果について述べる。まず、6.834,684 GHz
の パルス（ = 40 s）を 1回照射した場合の結果を図 5.9に示す。この信号は、12.06 kHzの
スキャン範囲を、900 Hzごとにマイクロ波の周波数を変えながら取得した。ピークの FWHMは
2.5 kHzとなり、照射時間  = 40 sに対して 1= [Hz]となったことが観測された。
さらに、1パルスのマイクロ波の照射時間を変えていくことで、励起状態の存在確率が時間変化し
ていくラビ振動が観測された。実験で得られたデータを図 5.10に示す。実験においては、6.834684
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図 5.8: タイミングシーケンスの経過と原子の状態の変化。(1) MOT終了直前（t0）、(2) MOT終
了後（t1）、(3) OP光の照射（t2）、(4)マイクロ波照射直前、(5)マイクロ波パルスの照射、(8)プ
ローブ光の再入射（t3）
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図 5.9: パルスのマイクロ波の周波数スキャンしたときの変化。6.834684 GHzを中心にピークが
広がっている。
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図 5.10: ラビ振動の様子。6.834684 GHzのマイクロ波パルスの時間 [s]を変えながら、F = 2の
個数を評価した。パルスの秒数 1点あたり 10点のデータをとり平均している。
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GHzのマイクロ波パルスの時間  [s]を変えながら、F = 2の個数を評価した。この結果、40 s
でN2=N1が最大となることが観測され、パルスが正しく設定できていることが確かめられた。
ただし、ラビ振動が照射時間が長くなるとともに徐々に減衰しており、照射したマイクロ波の周
波数が完全には合ってはいないことが示唆された。
また、周囲にほかのゼーマン副準位間のマイクロ波遷移が見える可能性を探るため、パルス
の周波数を 6.834,684,000 GHzから 1:65 MHzまでスキャンをしたものが図 5.11である。この
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図 5.11: パルスのワイドレンジ周波数スキャンを行ったときの様子
結果、現在測定している jF = 1;mF = 0i ! jF = 2;mF = 0i遷移の周囲に見つけられる可能性の
ある jF = 1;mF = 1i ! jF = 2;mF = 1i、jF = 1;mF =  1i ! jF = 2;mF =  1i、jF = 1;mF = 0i !
jF = 2;mF = 1iの各遷移は観測されなかった。これによりマイクロ波照射中の残留磁場が大きかっ
たことがわかった。MOTコイルに流す磁場を切った後、1 ms以内にマイクロ波の照射過程へ移
行しており、MOTコイル由来の残留磁場が切れていなかったことが原因と推測される。
5.3.2 2パルスによる信号
=2パルスを時間 Tの間隔で照射したときの励起状態への移行について述べる。2回の電磁波の
照射による励起準位の占有確率は式 5.37に挙げたように次のようになる。
Pe;3 = 4

2

˜2
sin2
 

˜
2
! "
cos

T
2

cos
 

˜
2
!
  

˜
sin

T
2

sin
 

˜
2
!#2
(5.43)
このとき、実効的ラビ周波数 
˜は、固有ラビ周波数
、共鳴周波数からの離調 を用いて以下の
ように表わされる。

˜ =
p

2 + 2 (5.44)
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実際のデータ解析においては、共鳴周波数の掃引中心周波数からのずれを x0と置いて、を以下
のように置き換えた。
 = (x) = x   x0 (5.45)
その上で、
、T、、x0、およびバックグラウンド定数 Cをパラメータとして、Pe;3(x)のフィッ
ティング行い、フリンジの周期 1=T [Hz]および包絡線の半値幅 1= [Hz]を求めた。実際に実験で
得られたデータを図 5.12に記載する。また、実験を行った際のマイクロ波の条件を表 5.1に記載
する。きちんと =2パルスが 2回照射されている場合、このとき、得られた外郭の干渉ピークの
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図 5.12: = 20 sのマイクロ波を、T = 100 sの間隔で照射したときのラムゼーフリンジ
表 5.1: 実験で用いたマイクロ波
推定出力パワー [dBm] 周波数 [GHz] 信号発生器出力周波数 [GHz] 固有ラビ周波数 [kHz]
40 6.834,684,000 2.278,228,000 140
半値幅は 1=2、細いフリンジのピークの半値幅は 1=2T、細いフリンジの周期は 1=Tとなる。
この信号をラムゼーフリンジと呼ぶ。
なお、フィッティングの結果、現測定環境における 87Rbの固有ラビ周波数は、140 kHz程度と
なった。測定データは、見た目でのフィッティング関数と測定データの整合の様子とともに、フィッ
ティング結果の固有ラビ周波数が 140 kHzから大きくずれないことを一つの確認材料とした。
5.3.3 ラムゼーフリンジの特性
照射時間の間隔 Tを伸ばしていったとき、フリンジ形状の変化を観測した（図 5.13）。2パルス
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図 5.13:  = 20 sの=2パルスを、時間 Tを変えながら照射したときのラムゼーフリンジの変化。
左上：T = 50 s、右上：T = 100 s、左中：T = 150 s、右中：T = 200 s、左下：T = 250 s、
右下：T = 300 s
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照射で得られたラムゼーフリンジのフィッティングによって求められた Tと、実際に設定したパル
ス間隔 Tの間の相関を図 5.14に示す。このデーの取得は、マイクロ波パルスを  = 20 sに固定
して行った。設定する Tを延ばすことで、フリンジの周期 1=Tが狭くなることが示された。よっ
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図 5.14: ラムゼーフリンジのフィッティングによって求められたフリンジの間隔 1=T [Hz]と、設
定した照射時間間隔 T [s]の間の相関。横軸はタイミングジェネレータで設定した T [s]であり、
縦軸がフリンジから求められた 1=T [Hz]である。
て、今後 Tを伸ばしていけば、フリンジの間隔が狭くなり、結果として中心周波数の分解能が向
上すると考えられる。
続いて、Tを 100 sに固定し、パルス幅 を変化させたときの、ラムゼーフリンジのフィッティ
ング結果として得られる との相関を図 5.15に示す。の相関は直線上に乗ってはいるが、が短
くなると一致しなくなる。これは、アンテナから発信したマイクロ波のパワーの時間経過が方形
波になっておらず、時間的に変化していることを示唆している。
5.3.4 課題と考察
トラップから解放された冷却原子集団に対して、ラムゼー共鳴の信号を観測することができた。
EDM測定に向けて現状最大の課題は、コヒーレンス時間 Tが 300 sと短いことである。第 4章
の TOFプロットを参考にすれば、数msならトラップから解放された系でも原子がトラップ中心
付近に滞留しているため、今後この系でさらにコヒーレント時間を伸ばすことが可能である。さら
にコヒーレント時間を延ばそうとすると、光双極子トラップに導入することが必要となる。ただ
し、光双極子トラップの個数が少なく、トラップ時間も 5 msと短いため、まずは光双極子トラッ
プの個数増強とトラップ時間の延伸を行う必要がある。光双極子トラップへの移行効率向上のため
には原子が十分冷えているほうが望ましいが、そのためにはゼロ磁場を作り出す必要がある。マ
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イクロ波 パルスの周波数スキャンによって、直近のゼーマン準位を見つけることで、残留磁場
を推測することが可能となるため、ゼロ磁場を作り出す参考になる。このように、ラムゼー共鳴
実験と光双極子トラップ実験は密接に関わっており、今後は両者を同時並行的に進め、トラップ
された冷却原子に対する精密分光技術の精度を上げていくことが必要となる。
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図 5.15: ラムゼーフリンジのフィッティングによって求められた と、実際に設定したパルス幅 
の間の相関。横軸はタイミングジェネレータで設定した  [s]であり、縦軸がフリンジから求め
られた  [s]である。
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第6章 EDM測定に向けて
本研究ではここまで、Fr原子を用いた電子 EDM探索に向けた実験装置の開発状況について、そ
の成果と課題を論じてきた。ここからは、冷却 Fr原子を用いて EDM測定を行った際に生じる誤
差について論じ、現段階での到達性能と、将来的に光双極子力トラップ中に冷却原子を捕獲して
EDM測定を行った場合に達成可能な到達精度について論じる。
6.1 EDM測定の方法
6.1.1 EDMの測定方法の定義
EDMの測定方法を以下のように定める。Fr原子を用いたEDM測定は 210Fr原子の基底状態で行
うものとし、マイクロ波直接遷移によって jF = 11=2;mF = 11=2i ! jF = 13=2;mF = 13=2i間の周
波数を観測する（図 6.1）。周波数差の測定には 5章で述べた 2パルスのラムゼー共鳴を利用する。
静磁場 Bsおよび静電場 Eを印加する。Eの向きは Bsに平行および反平行とする。静電場強度
は jEj = 100 kV/cmとする。取得したラムゼーフリンジから EDMの信号を検出する方法を図 6.2
に示す。
手順としては、まず、jF = 11=2;mF = 11=2iに原子をポンピングする。続いて jF = 11=2;mF = 11=2i !
jF = 13=2;mF = 13=2i間のエネルギー差に対応する円偏光のマイクロ波のパルスを照射する。マイク
ロ波の照射時間（）は、円偏光で遷移する可能性がある jF = 11=2;mF = 11=2i ! jF = 13=2;mF = 9=2i
に遷移して、ラムゼーフリンジが重なってしまわないよう、4以上は周波数差を必要とする。こ
の 2遷移間のゼーマン分裂の差は (13=2   9=2)gFBBであるので、ここでは静磁場として 100 nT
程度印加すると 2遷移間の周波数差 400 Hz、 = 200 sとなる。
測定スキームとして表 6.1に挙げた 4つを考慮する。
6.1.2 要求される測定精度
EDM測定において要求される測定精度を、「周波数精度」という観点から論じる。210Fr原子を
用いた場合、87Rb原子を用いた場合について、それぞれ EDM探索の測定値上限更新に必要な周
波数を見積もる。
2章で述べたように、電子 EDMによる周波数シフトは以下のようになる。
EDM =  deK FjFj  E (6.1)
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図 6.1: 210原子EDMの測定に用いる遷移。46.8 GHzのマイクロ波により jF = 11=2;mF = 11=2i !
jF = 13=2;mF = 13=2i間の遷移周波数を観測する。
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表 6.1: 4つのスキームと周波数の移動方向。量子化軸 Bsに対して電場 Eを平行方向に印加すると
きを E+、反平行のときを E としている。また、jF = 11=2;mF = 11=2i ! jF = 13=2;mF = 13=2i
遷移をm+、jF = 11=2;mF =  11=2i ! jF = 13=2;mF =  13=2i遷移をm とする。Eと Bsが平行
で、m+遷移のときの周波数の遷移方向を +として、周波数の遷移方向が逆になるときを  とし
ている。
パラメータ E+;m+ E+;m  E ;m+ E ;m  備考
EDM +     + EDMの遷移
BB +   +   静磁場による遷移
スカラー項 + + + + DCシュタルクシフト
mF依存項 +   +   ベクトル光シフト (VLS)
m2F依存項 + + + + テンソルシュタルクシフト
目標とする EDM測定値上限は現在 8:7 10 29 ecmの数値を超える 5 10 29 ecmとする。測定に
は各超微細構造の準位 jF;mFiにおいて jmFjが最大となる準位を用いるため、F=jFj = 1とする。Fr
原子を用いる場合、e = 1:6 10 19 C、h = 6:63 10 34 Js、K = 895とすると、EDM = 1:08 10 6
Hzとなる。すなわち、測定周波数精度として、1 Hzを達成することが必要となる。
また、Rb原子を用いて EDMの測定精度更新を狙う場合は、Kの値が小さい分だけ不利となり、
3:1  10 8 Hz、すなわち 30 nHzの精度を達成する必要がある。Fr原子の EDMを測定する場合、
Rb原子を同時に測定領域でトラップし、共存磁力計として動作させる場合を考える。Rb原子は
EDMの感度が小さいため、Fr原子と同じ周波数精度 1 Hzを達成したときに、EDMによる不
確かさの影響が 1=1500となるため、測定領域におけるゼーマンシフトを含んだ精度の良い参照周
波数として利用が可能になる*1。
続いて、ショットノイズ限界を考える。ODTまたは光格子にトラップした冷却原子に対して、
ラムゼー共鳴を行うことを考える。2章で述べたように、n回の周波数測定におけるショットノイ
ズ限界は以下のとおりである。
 =
1
2T
1p
N
1p
n
(6.2)
Tはラムゼー共鳴の自由発展時間、Nは1回の測定における測定個数、nは測定回数である。N = 106、
T = 1 sとすると、EDM = 1 Hzを達成するためには、
p
n  159となる。よって、総測定時間
は次のようになる。
ttotal = nT = 1592 = 25:281  2:5  104 [s] (6.3)
これはおよそ 7時間に相当する。N = 105とした場合は、pn  503となり、ttotal  2:5  105 sと
なる。これはおよそ 70時間に相当する。
*1共存磁力計としてHg原子を用いる中性子 EDM探索の場合、Hg原子の EDMの大きさは、中性子 EDMの測定領
域に比べて 2桁程度小さいことから利用可能であるが、Hg原子のかわりに他の原子を用いる場合、その原子の EDM
が中性子 EDMより十分小さいことを示さねばならない。
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ただし、ここでいう「総測定時間」は、実際の周波数測定をどのように行うかで変わってくる。
ここでの 1回の周波数測定は、ラムゼーフリンジの 1点の周波数測定を連続で行う場合を考えて
いる。マイクロ波の周波数をスキャンしてラムゼーフリンジを取得し、中心周波数の特定を行う
場合は、ラムゼーフリンジ 1つを取得することを測定回数 1回と数えることになる。しかし、周
波数ごとの測定点数の多い方がラムゼーフリンジの中心周波数決定精度が向上すると考えられる
ため、最終的には測定スキームが達成できる周波数決定精度によって測定回数を決定する。
6.2 EDM測定誤差の種類と評価
6.2.1 誤差の取り扱い
測定準位間の周波数シフトには 2種類存在し、1つは印加電場 Eの向きに依存する項で、これは
電場の反転に対してシフトが消えないため、偽 EDM信号となりうる。もう 1つは電場の向きに
は依存しないシフトで、理論上は電場の反転によってキャンセルが可能である。これらの周波数
シフトには揺らぎ iが存在し、測定精度を下げる要因となる。
EDMの測定誤差 deによる周波数の不確かさ EDMは、さまざまな要因による周波数の揺らぎ
あるいは不確かさ iに対して以下のようにあらわす。
EDM =
sX
i
i (6.4)
それぞれの誤差の相関はないものとする。
今回、冷却原子を用いて EDM測定を行った際に影響が大きい誤差について評価を行う。周波数
シフト量が評価できるものについては評価を行い、その揺らぎを不確かさとして測定誤差に計上
する。周波数シフトが存在するかが確かではないものは、シフト分をすべて不確かさとして測定
誤差に計上する。後者の項は今後、測定によってシフト量が評価されれば、周波数シフトおよび
その揺らぎとして分離が可能になる。
6.2.2 ODTでのパラメータ
1083 nmの赤方偏移のODTで捕獲した原子において EDM測定を行うことを考える。今回は 4
章で用いたようなセットアップで、一方向から冷却原子集団に入射して捕獲し、ここに磁場と電場
を印加して EDM測定を行うことを考える。実験セットアップのイメージを図 6.3に、見積もりに
用いる各種パラメータ表 6.2を以下に載せる。現在の達成値の見積もりにおいては、4章の計算で
使用した数値およびを使用した。トラップ原子集団の温度は実際トラップされると予想されるポテ
ンシャル計算値の 1=10とした。将来的な達成値としては、今後の実験システムの改良で現実的に
改良が可能な数値を考慮した。このパラメーラを用いて、EDM測定における誤差の評価を行う。
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図 6.2: ラムゼーフリンジを用いた EDM測定のモデル図。EDMによるシフトが存在した場合、静
電場を印加することで基準周波数からシフトが起きる。電場を反転すると、シフト方向が逆にな
る。この周波数シフトの間隔を見ることで、EDMによる抽出が可能となる。
図 6.3: 赤方離調ODTにおける EDM測定のイメージ
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表 6.2: ODTにおける測定精度見積もりパラメータ
パラメータ 現在の達成値 将来的な達成値 備考
コヒーレンス時間 T [s] 5  10 3 1
トラップ個数N 2:9  103 1  106
密度 n [cm 3] 3  107 1:2  1010
温度 T(Fr) [K] (20.6) 20.6 ポテンシャルの 1/10
平均速度 (Fr) v¯ [cm/s] (2.85) 2.85 上記 1/10ポテンシャルに対応
温度 T(Rb) [K] (23.7) 23.7 ポテンシャルの 1/10
平均速度 (Rb) v¯ [cm/s] (4.73) 4.73 上記 1/10ポテンシャルに対応
レイリー長 zR [cm] 0.79 0.79 同波長のレーザー光を仮定
ビームウエスト w0 [m] 37 70
トラップ領域 zR  w20 [cm3] 6:795  10 6 2:432  10 5 計算値利用
6.2.3 トラップ解放系でのパラメータ
MOTあるいは PGCなどの光モラセスで捕獲していた原子集団を、光および磁場を遮断するこ
とで解放し、その後は拡散していく系をトラップ解放系と呼ぶ。本研究では 5章のラムゼー共鳴
実験において利用した。これを EDM測定環境に応用したシステムを考える。
実験セットアップのイメージを図 6.4に、見積もりに用いる各種パラメータ表 6.3を以下に載せ
る。現在の達成値は主に実験で確認された数値を利用する。ただしトラップ個数については、現
トラップにおける最大蓄積個数で実験を行っていると考え、多めの値を見積もった。将来的な達
成値としては、今後の実験システムの改良で現実的に改良が可能な数値を考慮した。
図 6.4: トラップ解放系における EDM測定のイメージ
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表 6.3: トラップ解放系における測定精度見積もりのパラメータ
パラメータ 現在の達成値 将来的な達成値 備考
コヒーレンス時間 T [s] 3  10 4 5  10 3
トラップ個数N 1  108 1  109
密度 n [cm 3] 1:8  1010 4:9  1010
温度 (Fr)T [K] 120 50 PGCでの達成値
平均速度 (Fr)v¯ [cm/s] 6.9 4.4 温度と同義
温度 (Rb)T [K] 120 50 PGCでの達成値
平均速度 (Rb)v¯ [cm/s] 10.6 6.9 温度と同義
トラップ半径 [cm] 0.11 0.17 トラップ径を 1.5倍に拡大した
トラップ領域 4 (r)3 =3 [cm3] 5:6  10 3 2:1  10 2 初期半径
6.2.4 磁場の揺らぎ
磁場 Bが測定領域に存在するとき、磁場による周波数シフト Bは、ボーア磁子 B、Landeの
g因子を用いて以下のようにかける。
hB = mFgFBB (6.5)
mF = 13=2、gF = 2=13のとき、磁場によるゼーマンシフトは以下のようになる。
B =
BB
h
(6.6)
ゼーマンシフトを正しく見積もることが必要だが、それと同時に、磁場の揺らぎによる周波
数揺らぎ B を EDM の測定精度に相当する 1 Hz より低い精度に抑えることが必要になる。
B = 9:27  10 24 J/T、h = 6:63  10 34 Jsを用いると、B = 1 Hzに相当する磁場の大きさは
B = 7:1510 17 T（ 0:7 pG）となる。すなわち、許容される磁場の揺らぎは jBj  7:1510 17 T
である。
しかし、EDMの議論と同じように、n(= ttotal=T)回の測定でこの値に抑え込めればよいため、1
回あたりの測定では、N = 106の場合は pn = 159倍の B = 1:13  10 14 T、N = 105の場合はp
n = 503倍の B = 3:60  10 14 Tとなる。地磁気  3  10 5 Tに対して、1:2  10 9倍である。
この磁場変動を抑制するために導入する、測定環境の改良について図 6.5に示す。
対策としては以下のような手段がある [46]。
1. まずは磁気シールドで環境磁場自体の大きさを減衰させる。
2. 測定室には磁場の変動に対してフィードバックをかけるような補正コイルを設置する。
3. Rb磁力計を開発し、測定環境の磁場の変動をモニターする。
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4. 共存磁力計として Rbを同時に光双極子力トラップで保持することで測定領域の磁場を監視
することを可能にする。
5. 静磁場の印加電源は安定化する。
共存磁力計には、現在用いている Rbのトラップ・周波数測定技術を応用する。
6.2.5 ベクトル光シフト
赤方離調トラップのODT中で EDM測定を行う場合、ODTトラップ光によってACシュタルク
シフトが発生する。このうち、分裂した磁気量子数mFに依存する項をベクトル光シフト（Vector
light shift, VLS）と呼ぶ。文献 [100]にしたがって VLSの大きさを見積もる。
ODTトラップ光の偏光 nは、偏光の線形な重ね合わせとして表され、
n = nL
 x   iyp
2
+ nR
x   iyp
2
(6.7)
nLおよび nRはそれぞ  偏光と +偏光の係数であり、nL = nRとなるとき、y方向への直線偏光
となる。
このトラップ光による周波数シフトは、ODTトラップ光の有効磁場 Bac によって引き起こさ
れる。
Bac = BV

jnLj2   jnRj2

k (6.8)
ここで、kはODTトラップ光の進行方向である。
この有効磁場による (F = I  1=2)の超微細構造のゼーマン副準位におけるACシュタルクシフ
ト acは
ac(F = I  1=2) =  gsBBac2I + 1 mF
= V

jnLj2   jnRj2

mF cos
(6.9)
ここで、は Bacとトラップ原子の量子化軸を定める静磁場 BSの角度である（表 6.6）。また、V
はODTのポテンシャルに由来する周波数シフトで、以下のようにかける。
V =
2Vdipole
(2I + 1)h
! [!(D2)   !(D1)]
!(D1)
(6.10)
4章で求めた Vdipole（式 4.32）を用いると、Vdipole は ODTトラップ光の強度に比例することか
ら、VもODTトラップ光強度に比例する。VLS自体は電場の反転に対して周波数シフトの方向
は反転しないため、直接的な系統誤差とはならないが、ODTトラップ光の偏光および強度に相応
の安定性が要求されるといえる。VLSが問題を引き起こすのは、周波数シフトの大きさに加えて、
光学部品で完璧な直線偏光を作り出すことが非常に困難という理由にある。まず、わずかでも円偏
光が存在して直線偏光ではなくなった場合、すなわち

jnLj2   jnRj2

, 0のとき、シフトが発生す
る。また、測定領域にわたって、静磁場 BSと kが垂直であること（cos = 0）も要求される。こ
152
図 6.5: 磁場変動の抑制のためのセットアップ。
図 6.6: ベクトル光シフトに関連したベクトルの方向
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れはアライメントの精度と測定環境の静磁場の一様性に依存する。垂直方向からずれた場合、量
子化軸に対して非対称な電気的な双極子モーメントの成分があらわれ、これが偏光の揺らぎによっ
て電場の反転によって打ち消せなかった場合には、偽 EDMの信号となりうる。
4章のODTポテンシャル（表 4.2）を持ちいた計算結果によると*2、210Frでは V(Fr) = 223 kHz、
87Rbでは V(Rb) = 34:3 kHzとなる。ここで、静磁場BSと直線偏光 kのアライメントがわずかに
垂直からずれているとして  = 89:99 degとすると、ac(210Fr) = 38:9 Hz、ac(87Rb) = 5:98 Hz
となる。これはそれぞれ、EDMの測定精度 EDM  1  10 6 Hzに対して 7桁ほど大きい。まず
はこれをシフト量として計上する。実際は直線偏光にするので、シフト量はこの数値より小さく
はなるが、円偏光の混入分のシフトが不確かさとして計上される。かなり純度の高い直線偏光が
生成できたとしても、

jnLj2   jnRj2

= 10 5 程度と考えられるため、3:8  10 4 Hz程度が不確か
さとして残ってしまう。このため、直線偏光の揺らぎをモニターすることで、偏光の揺らぎをシ
フトとして監視し、不確かさを抑制することが必要となる。さらにここにレーザーのパワー揺ら
ぎが載ってくるが、ODT光のパワー揺らぎを監視することで偏光の揺らぎよりは抑制できると考
え、今回は考慮しない。
6.2.6 トラップ原子同士の衝突シフト
原子同士が衝突すると、周波数シフトや線幅の広がりを引き起こす。EDM探索で用いるラム
ゼー共鳴では、2回のパルス間はコヒーレンスを保っていることが必要になるが、原子同士が衝突
するとデコヒーレンスが引き起こされる。原理的には、デコヒーレンスした原子からはラムゼー
共鳴の信号は観測されないはずである。しかし、衝突をしたのちにデコヒーレンスをせずに位相
だけが変化し、誤った周波数として測定される可能性は排除できない。
原子同士の衝突断面積を cとすると、衝突による周波数レートは以下のようになる。
c = ncv (6.11)
文献 [101]によれば、衝突断面積には 2種類あり、一つは周波数シフトを引き起こす衝突、もう一
つは線幅が広がる衝突である。今回はどちらに由来するものも不確かさの要因として区別せず*3、
周波数シフト衝突断面積を LS、線幅拡大衝突断面積を BWとすると、衝突レート cは、合計の
断面 c = LS + BW と表される。
原子の温度が低くなるにつれて、原子同士の各衝突断面積 LS、BWはどちらも大きくなる。評
価にあたっては、文献 [101]で評価されているCsの原子同士の衝突断面積と、Fr、Rbのそれは変
わらないと仮定し、原子集団が 1 mK  1Kの間では、温度 T [K]と衝突断面積 c [cm2]の関係
は反比例するとして、
c =
3  10 17
T
(6.12)
*2ポテンシャルの 1/10程度の温度の原子しかトラップされないとはいえ、ポテンシャル自体が小さくなるわけでは
ないため、ここでは元のポテンシャルの数値（206 K）を用いる
*3衝突レート (c = 1=tc、tc は衝突が起きる時間間隔)がコヒーレンス時間 T より十分短いため、衝突が毎測定毎に
起きるわけではないことになる。このため、常に存在する周波数シフトとして差し引くことは困難である。
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という関係式を推定した。この式の推定に用いた断面積の原子温度による変化を図 6.7に示す。こ
図 6.7: 文献 [101]から引用：Cs原子同士の衝突断面積。左は周波数シフトを引き起こす衝突の断
面積、右は線幅が広がる衝突の断面積である。図中の各実線は F;mFにいる原子が温度 E [K]の衝
突エネルギーを持つとき、F = 3;mF =  1 $ F = 3;mF = 1の間の遷移を引き起こす衝突断面積
F;jmF j [cm2]の変化である。
の衝突断面積と表 6.3および 6.2の「将来的な達成値」を用いて解放系とODTの 2種類の測定環
境において見積もった、Rb原子の衝突シフトの推測値の結果を表 6.4に示す。共存磁力計として
Rb原子を利用する場合は、Rbと Frの間の衝突も考慮することになる。その際は、Fr、Rb原子
を区別せず、単純にトラップ原子集団の密度は Rb原子の分だけ上昇する。密度の上昇分だけ衝突
レートも大きくなると推測され、結果的に表 6.4程度になる可能性がある。今回は Rbの共存磁力
計を用いるという仮定のもと、Fr原子同士だけではなく、Rb原子も Fr原子に衝突すると仮定し
て、Rb原子における計算結果を衝突シフトとしてを採用した。
表 6.4: Rb原子の衝突シフトの計算結果
トラップの種類 衝突断面積 [cm2] 将来の不確かさ [Hz]
解放系 6:0  10 13 0.20
ODT 1:3  10 12 0.77
衝突シフト cはすなわち衝突の起きる頻度と解釈できるが、計算を行ったのちにコヒーレンス
時間 T = 1 sと比較して c  Tとならなかったので、cはシフト量とはせず、全て不確かさに含
めることにした。これは、測定で毎回事象が起こるかわからないシフトの大きさを「シフト」と
して計上することが現段階では正しくないと考えたからである。将来的には多数回の実験によっ
てシフト量（共鳴からのずれ）と線幅の広がり、不確かさでそれぞれ分離して評価することが望
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ましい。
このままでは不確かさが大きすぎるため、今後、シフト量として電場反転で差し引き可能な量
を実験で測定し、不確かさを低減する必要がある。
6.2.7 バックグラウンドガスとの衝突シフト
EDM測定領域は現在の 2nd MOTと同等（9 10 10 Pa）、あるいはそれ以上の超高真空にする
予定であるが、バックグラウンド（BG）ガスとの衝突による不確かさが存在する。文献 [37]によ
ると、1 torrでの BGガスの空間密度を n  10 16 /cm3、平均速度 v¯  3  104 cm、衝突断面積を
大きく見積もって BG  10 15 cm3程度とすると、バックグラウンドガスとの衝突によって、内部
状態が変化するような衝突による衝突レート BG [Hz/torr]は、以下のようになっている。
BG  nv¯ = 3  105 (6.13)
1 Pa = 0:75  10 3 torrであるため、9  10 10 Paにおける周波数揺らぎは 2:0  10 6 Hzとなる。
BGについては、原子同士の衝突シフトとの議論と同様に、BG  Tであるので、不確かさとし
て考慮する。EDMの測定精度と EDM  1 Hzと比較すると、十分に小さい数値とはいえない。
高真空にはトラップ寿命を延ばすという効果もあるため、より高い真空度が要求される。
6.2.8 ラマン散乱
ODT中で原子を捕獲した際に、ODT光と原子との間の非共鳴ラマン散乱によって分極緩和が
発生する。ラマン散乱は、3準位系の相互作用によって発生するラマン遷移によって第 3の準位に
移動するもので、これによって測定している遷移からいなくなる。
ラマン散乱のレート Rramanとレイリー散乱レート Rscatの比率は、文献 [104]によると、以下の
ようになる。
Rraman
Rscat
=
8
9
 
! [!(D2)   !(D1)]
!(D1)
!2
(6.14)
4章で求めた Rscatを用いると、87Rbの場合は Rraman(Rb) = 0:15 mHzとなる。一方、210Frでは
Rraman(Fr) = 13:6 mHzとなる。ラマン散乱はデコヒーレンスとして処理できるため系統誤差には
ならず、コヒーレンス時間 T [s]との比較でも 1=T >> Rramanであるので測定には大きな影響を及
ぼさない。
6.2.9 リーク電流による磁場
超高真空中にトラップされた原子集団に対して電場 Eを印加するとき、量子化軸を決める静磁
場 BSと Eの向きが平行となる。このとき、リーク電流は印加静電磁場と平行な向きに流れると予
想される。ただし、リーク電流が対角線を描くように電極の端部と端部を結ぶ線上に流れた場合
は、Eの方向に磁場を発生させる（図 6.8）。しかもこの磁場は電場の反転に対して反転するため、
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偽 EDM信号の要因となる。文献 [46] [102]によると、0真空の透磁率として、リーク電流 BLC
によって発生する磁場 BLC(r)は、次のようになる。
BLC(r) =
0ILC
2r
cos (6.15)
ここで、は電極面とリークカレントの間の角度であり、リークカレントが電極間の任意の2点間を直
線的に流れる場合、がとれる範囲は電極の全幅R、電極の距離 dを用いてR2=
p
R2 + d2 <  < =2
となる。もっとも影響が大きくなる場合、すなわち  = R2=
p
R2 + d2のときで、リークカレント
が原子集団の端部を通過するようなケースを考える（図 6.9）。原子の大きさ ra、トラップ原子集
図 6.8: 電極間のリークカレントによって生じる磁場。アノード (Anode)とカソード (Cathode)に
印加した高電圧の間にリークカレントが流れる場合、磁場が生じる。
図 6.9: リークカレントの周囲に生じる磁場。原子集団のすぐ横をリークカレントが流れる場合、
どちらか一方向の磁場を感じてゼーマンシフトを引き起こす。
団の大きさ rtとすると、トラップ原子集団が平均して受ける磁場の強さは、以下のようにかける。
hBLC(r)i =
R ra+rt
ra
BLC(r)dr
rt
 0ILC
2r
R2p
R2 + d2
log
 rt
ra

(6.16)
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ここで、0 = 4  10 7 V s/A m、ra  10 8 cm、R = 1 cm、d = 1 cmとすると、rt [cm]を用い
て以下のように書き表せる。
hBLC(r)i = ILC  10
 5
p
2rt
log(rt  108) (6.17)
[102]によれば、現状使用している電極では ILC = 100 pAという値が求められており、トラップ
径を rt = 0:5 cm程度とすると、hBLC(r)i = 1:1  10 14 Tとなる。これは周波数にして 154 Hz
に相当するため、EDM  1 Hzと比べて大きい。このため、リークカレントの大きさおよびその
揺らぎを抑えることが必要となる。
6.2.10 ジョンソンノイズ
いわゆる熱雑音によるノイズであり、導体中の自由電子が動くことで電流密度が変動し、周囲の
磁場が変動する。この現象はジョンソンノイズと呼ばれる [103]。文献 [46]によると、磁場 Bn;z(t)
の相互作用時間 Tの間での時間平均として磁場の揺らぎがあらわされ、次のようになる。 Z T
0
Bn;z(t)dt
!
rms
= 0
r
T
2
s
kBT0
8
d
z(z + d)
(6.18)
0は真空の透磁率、kB = 1:38  10 23 J/Kはボルツマン定数、T0は電極の絶対温度、 = 1:73 
10 8 
mは電気抵抗率、dは導体の厚さ、zは導体からの距離である。ここで、文献 [102]で報告
されている透明導電膜 ITO電極を利用した場合を考える。電極と原子集団との距離を z = 0:5 cm、
電極の厚さは d  5 mとすると、Bn;z(t) = 1:2  10 13 T sとなる。これは周波数にして 1.7 mHz
に相当するため、さらなる低減が必要である。
6.2.11 幾何学的位相効果
幾何学的位相効果（Geometric Phase Eect、GPE）から生じる疑似 EDM効果について検討を
行う [44] [46]。GPEは、磁場勾配を持つ磁場、および静電場を印加した場中を運動する粒子が引
き起こす磁場による周波数シフトにより、コヒーレンス時間中に位相が変化し、さらに静電場の
反転によって打ち消されない項が生じて偽 EDM信号として振る舞う効果である。
静磁場Bs、電場 Eが z方向に印加されている半径Rの円柱状の容器において静磁場に垂直な xy
平面を速度 vxyで運動している原子を考える。このとき、速度 vの原子が電場 E中を運動するこ
とで磁場 Bvが発生する。
Bv =
v  E
c2
(6.19)
これを vE効果といい、特に中性子 EDMのような大きな測定領域を持つ測定系では大きな問題
となっている。また、磁場の非一様性として、以下のように磁場の傾斜を考える。
Bsr =
@Bsz
@z
r
2
(6.20)
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Bszは印加した静磁場の Z方向成分である。これらの磁場によって発生する周波数シフトのうち、
電場の反転によって消えずに残り偽 EDMの振る舞いをする角周波数!geoは以下のとおりである。
!geo =  2BsrBv j!rj
!20   !2r
(6.21)
ここで、 = gFB=~は磁気回転比、!0 =
Bsは静磁場によるゼーマンシフト、!r = vxy=Rは半
径 Rの容器内を原子が回転して移動する際の角速度で、円柱内の周期的な粒子の運動を示す。
GPEによる効果を、ODT中で捕獲した Fr原子について考える。ODTトラップのパラメータに
ついては 4章の計算結果を利用する。また、トラップの大きさを決める Rについては、ODTの長
辺にあたるレイリー長 zRとする。Bs = 100 nT、磁場勾配を @Bsz=@z = 1 nT/mとする。210Frにつ
いては、GPEによる線形周波数シフトは 1:4  10 8 Hz、87Rb原子では 3:5  10 8 Hzとなる。こ
れは目標とする測定精度 1 Hzと比較して十分小さい。
6.2.12 黒体輻射シフト
原子時計では主要な問題のひとつとなっているのが、測定系の温度による黒体輻射 (Black Body
Radiation BBR)による不確かさである。この周波数シフトは、温度 T [K]における黒体輻射によっ
て生じる電場 EBBRが、非共鳴な光として振る舞って、シュタルクシフトを引き起こすというもの
である。黒体輻射による電場は次のとおりである [108]。
hEBBRi = (831:9V/m)2
 T
T0
4
(6.22)
ここで、測定環境として室温を仮定すると、T0 = 300 Kである。電場 Eがあるときの原子の分極
率は (!)E2=2なので、BBRシフト BBRは次のように表記される。
BBR =  12(831:9V/m)
2
 T
T0
4
(0)
"
1 + 
 T
T0
2#
(6.23)
ここで、(0)は分極率、は周波数分布に起因する動的補正で、RbのM1遷移では  = 0:011であ
る。M1遷移の場合、基底状態の超微細構造の分極率の 3次の項が関与し、計算によって BBRシ
フトが計算される。
BBR =  12
h
(3)F=2I+1(0)   (3)F=2I 1(0)
i
(831:9V/m)2
 T
T0
4
(6.24)
結果的には、計算の精度と測定環境の温度の揺らぎに帰着する。
Frのマイクロ波の直接遷移 46 GHzに対して、EDMの信号強度が 1 Hzなので、要求安定度
としては 2:1 10 17となる。Fr原子のM1遷移の BBRの計算が行われた資料は見つからなかった
が、文献 [109]によれば、87Rb原子のM1遷移の BBRの不確かさは 4  10 17であり、133Cs原子
のM1遷移の BBRの不確かさは 3  10 17となっている。Fr原子でも同程度のオーダーと推測す
ると、測定精度の障害となりうる可能性があるため、今後実験および計算での評価が必要になる。
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6.2.13 周波数参照標準の不確かさ
マイクロ波の周波数はシンセサイザーの出力周波数であるが、発振周波数自体がどのくらい正し
いかという誤差が乗ってくる。発信周波数確度向上のため、原子時計やGPSを用いた周波数参照標
準と同期させて校正を行うが、周波数の正しさは周波数参照標準自体の不確かさに依存する。210Fr
のM1マイクロ波遷移の 46 GHzに対して、EDMのシフトの大きさ 1  10 6 Hzは、2:2  10 17
の精度を達成する必要があることを意味する。周波数参照標準は不確かさ 10 14オーダーの安定
性があるものが市販されていて入手が可能である。このような周波数参照を利用するものとする
と、周波数自体の誤差は、1回の測定で 1 10 14程度の誤差があるものとし、210Frの測定に用い
る周波数 46 GHzに対しては 0:46 mHzの不確かさが残る。近年の原子時計の進歩は著しいため、
将来的に EDM測定を行う際はより精度のよい周波数参照標準を利用できる可能性はある。もし
利用できない際には、測定する遷移を同じ超微細構造 Fのゼーマン副準位間、例として F = 13=2
のmF = 11=2! mF = 13=2間を測定するという手法がある。この遷移間はせいぜい数MHz程度
の周波数になると予想されるので、必要な不確かさは 10 12程度となり、超微細構造間の 46 GHz
における測定に対して 104程度は周波数参照標準の誤差が許容される。
6.3 Frを用いたEDM測定精度
6.3.1 現段階における測定限界
現段階での Rbにおけるトラップ装置での達成値は、RbのODTで 2:9  103個を 5 ms捕獲し、
（表 6.2参照）、また、1 108個のMOT解放系でコヒーレンス時間 300 sを達成している（表 6.3
参照）。
ここで、現段階で FrをMOTで捕獲したのちにODT中に導入し、100 kV/cmの電場を印加可
能な電極をとりつけて EDM測定を試みた場合に、達成可能な数値を考える。生成されたイオン
の個数の最大収量は 2:2 106 pps（3章の表 3.10参照）であったので、その 1%がMOTで捕獲さ
れ、10 4程度の移行効率でMOTからODTへ移行したと仮定する。Rbのときと同じく 20秒ほど
MOTで蓄積することを考えると、ODTに移行される個数は 44個となる。これを測定個数 Nと
する。このODTを 5 msの間維持し、ラムゼー共鳴によって EDMの測定を行う。このとき、ト
ラップ保持時間をコヒーレンス時間として T = 5 10 3 sとする。静磁場に対する電場の向きが平
行および反平行に印加したときに、ラムゼーフリンジをそれぞれ 10回ずつ取得して、中心周波数
を決定することを考える。このとき測定回数は n = 20となり、これによるショットノイズ限界は
1:1 Hzとなる。これは EDMに換算すると、jdej  10 23 ecm程度の精度となる。
6.3.2 ODT中における測定での系統誤差
ODT中に原子を閉じ込めて EDM測定を行った際、将来の測定条件において予測される系統誤
差を推定したものを以下にまとめた。表 6.5に、現段階で EDMの測定誤差をまとめる。評価には
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表 6.2の「将来的な達成値」に記載した数値を用いた。このうち、「シフト」は電場の反転によっ
て消せる項、「不確かさ」は電場を反転しても残るシフトの揺らぎおよび測定において起こる可能
性のある事象による不確かさを示す。
表 6.5: ODT中における測定誤差のまとめ
パラメータ シフト量 [Hz] 不確かさ [Hz] 備考
EDMのシフト 1:0  10 6 参考値
環境磁場 4:2  105 シフトの揺らぎ
静磁場（印加） 400 シフトの揺らぎ
VLS（ACシュタルクシフト） 38.9 シフトの揺らぎ
トラップ原子衝突シフト 7:7  10 1
BGガス衝突シフト 2:0  10 6
リーク電流による磁場の不確かさ 1:5  10 4
ジョンソンノイズ 1:7  10 3
幾何学的位相効果 (GPE) 1:1  10 6 v  E効果を含む
黒体輻射（BBR）ノイズ 2:0  10 6
周波数参照標準の不確かさ 4:6  10 4
赤方偏移のODTで捕獲した原子を用いて EDM測定を行う場合、磁場変動の抑制はもちろんだ
が、固有の問題であるACシュタルクシフトと、衝突シフトの軽減が必要となる。ACシュタルク
シフトのうちVLSはシフト量が大きいため、シフト量の揺らぎを抑えるために、ODT光のパワー
と偏光を監視する測定系が必要となる。衝突シフトは、トラップ原子集団の密度を変化させる、ト
ラップの温度を変えるなどして、事前に測定をおこない、衝突シフトとその揺らぎに分離して不
確かさを軽減することが必要となる。これらの衝突シフトを抑制しきれない場合は、ODT光をミ
ラーで折り返して重ね合わせて定在波とし、光格子としてトラップを用いて、EDM測定を行うこ
とが有効である。光格子では、格子の 1サイトに 1つずつ原子を入れることができれば、衝突シ
フトが低減できる [51]。
6.3.3 将来的な解放系における測定での系統誤差
なお、将来的に解放系でどの程度の精度の測定が達成できるかも考える。表 6.3の「将来的な
達成値」のパラメータを用い、コヒーレント時間が 5 ms、トラップ個数が 1  109個、トラップ
の温度が 50 Kまで改良できたとする。測定回数 n = 2:5  104とすると、ショットノイズ限界は
1:1 10 5 Hzとなる。ODTを用いた場合の測定と異なり、コヒーレンス時間が短いことにより測
定精度上限は目標値の 1:  10 6 Hzまでは到達できない。
ただし、ODT中での測定と異なり、コヒーレンス時間においてODT光に起因するシフトが発
生しないこと、トラップが拡散しきる前に再捕獲することを繰り返せるため、測定回数を多く稼
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ぐことが可能であるという利点がある。そのため、光によるシフトやそのほかの系統誤差の評価
に用いることができる。衝突シフトは原子数が多いことに起因して 0:2 Hzと見積もられ、本測定
方法でも抑制が必要である。
解放系の発展形として、MOTで捕獲した原子を一度プッシュ光により鉛直方向に打ち上げる原子
泉（Atomic Fountain）技術を用い、コヒーレンス時間を延ばすという拡張を検討する [110] [111]。
この方法によって、コヒーレンス時間中は磁気シールド内に滞在するような光学系を組むことで、
磁場変動を抑制して高精度の EDM測定も可能になる*4。
*4解放系の場合、測定領域においてMOTコイルに由来する磁場のオンオフが必要となるため、磁気シールドやフィー
ドバック補正コイルによる磁場変動抑制がやや困難である。そのため、将来的にこの系をそのまま EDM測定に用いる
ことは困難であることから、磁場変動の抑制に関しては何らかの工夫が必要となる
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第7章 結論
本研究では、レーザー冷却を施した不安定原子 Frを用いて、これをODTで捕獲することで長
いコヒーレンス時間を得、ラムゼー共鳴によって高精度に周波数探索を行うという、新しい EDM
探索技術の確立を目指した。目標として掲げた jdej < 5  10 29 ecmでの測定精度を達成すること
で、CP対称性の破れの探索を通して標準模型の検証が可能であり、また、レプトンの超対称性粒
子の関与する相互作用に関する情報を与えて、LHCの結果と組み合わせることで超対称性模型の
検証も可能とする。
本研究では、jdej < 5  10 29 eに相当する EDM = 1 Hzの検出を可能とする 3つの実験技術の
原理実証を行った。Fr大強度生成のための表面イオン化器の開発においては、毎秒 2:2 106個の
210;211Frイオンを引き出し、Frイオン源を大強度化した。コヒーレンス時間を延ばすためのODT
の開発においては、ODT中で 5 ms間保持した 2:9  103個の原子を観測した。周波数の精密測定
を可能とするラムゼー共鳴を導入し、300 sのコヒーレンス時間において 87Rb原子の 6.8 GHz
のラムゼーフリンジを観測した。以上の実験から得られた数値をもとに、冷却原子を用いた測定
のとき生じる周波数シフトと不確かさを見積り、シフトの揺らぎや不確かさについて、電子 EDM
に必要な測定感度 1 Hzと比較することで抑制の必要性を論じた。この見積もりでは、測定環境
の磁場の揺らぎ、ODT光に誘起されるベクトル光シフトの揺らぎ、トラップ原子同士の衝突シフ
トの不確かさが、測定上限値更新に向けて今後の課題となることが示された。
これらの測定技術を組み合わせ、Frを Rbの代わりにODT中に導入したと仮定した場合の、現
段階でのEDM測定誤差として、精度 1Hz程度、対応するEDMの測定精度として jdej  10 23 ecm
程度であることを示した。今後、各装置の改良・性能向上を行い、10 29 ecmでの測定を可能とす
る精度への到達を目指す。具体的には、表面イオン化器の改良と 18Oビームの増強により、毎秒
107 個の引き出しを可能とする。双極子力トラップにおいては、冷却パラメータの最適化と大強
度ODT光の導入により、トラップ時間を 1 sまで向上させ、トラップ効率を 10 4から数 10%ま
で改善する。また、ラムゼー共鳴においては、ODTと組み合わせることで、コヒーレンス時間を
1 sまで向上させる。
このように、本研究では、冷却フランシウム原子を用いた EDM測定の核となる、生成・トラッ
プ・測定の原理実証に成功し、新しい EDM測定手法を確立した。
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付録A 磁気光学トラップのための光学系
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図 A.1: トラップ光の光学系
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